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Ⅰ 平成２８年度当初予算（案）編成の基本的考え方

（国の予算等）
国の平成２８年度予算は，「経済・財政再生計画」の初年度として，歳出全般にわたり，

聖域なき徹底した見直しを，引き続き，手を緩めることなく推進することとして編成さ
れたところである。

地方財政については，これまで県開発促進協議会等を通じて，地方の安定的な財政運
営に必要な一般財源総額の確保について，国に対して強く要請してきたところであり，
「まち・ひと・しごと創生事業費」が引き続き１兆円確保されるなど，平成27年度と同
水準となる61.7兆円が確保された一方で，実質的な地方交付税については，地方税の増
等により，0.8兆円の減となっているところである。

（本県の財政状況等）
本県の財政は，平成１６年度に４５１億円あった財源不足額については，県勢の発展

や県民福祉の向上に資する事業についてはその財源を十分に確保した上で,｢県政刷新大
綱」や「行財政運営戦略」に基づく歳入・歳出両面にわたる徹底した行財政改革の取組
によって平成２３年度以降解消され，平成２８年度においても財源不足の生じない予算
編成が実現できたところである。

臨時財政対策債などを除いた本県独自に発行する県債残高は，着実に減少しているも
のの，公債費については，引き続き高水準で推移することが見込まれているところであ
る。また，今後，一層の高齢化の進行や社会保障制度の改革により，扶助費が引き続き
増加する傾向にある。

さらに，国においては，｢経済・財政再生計画｣に基づき，国・地方の基礎的財政収支
を平成３２年度までに黒字化するという目標を堅持し，歳出改革を着実に実行すること
としていることから，厳しい財政運営が予想されるところであり，このような国の制度
改革にも的確に対応し，持続可能な行財政構造を構築するため，引き続き，歳入・歳出
の両面にわたる行財政改革に取り組む必要がある。

（平成２８年度当初予算編成）
平成２８年度当初予算の編成に当たっては，国の平成２７年度補正予算と連携し，「行

財政運営戦略」を踏まえた行財政改革を着実に進めながら，経済や雇用の回復に努めつ
つ，明るい展望をもって着実に歩みを進め，県勢の発展を図る観点から，「力みなぎる
・かごしま」，「日本一のくらし先進県」の実現に向け，｢新たな未来への挑戦“安心・
活力・改革”」の予算としての編成を行ったところである。

１ 予算規模
（単位：百万円，％）

２８年度 ２７年度 比 較
区 分

当 初（Ａ） 当 初（Ｂ） (A)／(B)

一 般 会 計 822,457 814,313 101.0

特 別 会 計
233,349 233,557 99.9

(企業会計を除く）

２ 投資的経費
（単位：百万円，％）（参考）

２８年度 ２７年度 比 較 27年度3月 27年度
区 分 補正＋28年 当初比

当 初（Ａ） 当 初（Ｂ） (A)／(B) 度当初

普通建設事業費等 166,549 157,390 105.8 178,079 113.1

公 共 事 業 103,044 103,044 100.0 113,947 110.6

県 単 公 共 事 業 16,432 16,432 100.0 16,432 100.0

※普通建設事業費等とは，普通建設事業費と災害復旧事業費を合算したもの
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Ⅱ　当初予算（案）の姿

　(Ⅰ)　一 般 会 計

  　１　歳　　入
    （単位：百万円，％)

平 成 27 年 度 比較

当    初 当    初

(Ａ) (Ｂ）

１ 県 税 145,145 17.7 141,354 102.7

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 60,969 7.4 55,088 110.7

３ 地 方 譲 与 税 27,289 3.3 30,675 89.0

４ 地 方 特 例 交 付 金 511 0.1 461 110.8

５ 地 方 交 付 税 268,254 32.6 265,609 101.0

６ 交通安全対策特別交付金 678 0.1 705 96.2

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 4,605 0.6 6,305 73.0

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 12,012 1.5 11,092 108.3

９ 国 庫 支 出 金 154,978 18.8 139,380 111.2

10 財 産 収 入 2,562 0.3 2,366 108.3

11 寄 附 金 15 0.0 10 148.4

12 繰 入 金 23,320 2.8 27,893 83.6

13 繰 越 金 2,000 0.2 2,000 100.0

14 諸 収 入 12,862 1.6 23,244 55.3

15 県 債 107,257 13.0 108,131 99.2

822,457 100.0 814,313 101.0

（注）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。

平 成 28 年 度

構成比
款　　　　別

合　      計

(Ａ)/(Ｂ)
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平成28年度一般会計歳入予算の状況
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1,394 1,414

1,081

1,598

2,683

1,550
1,451

1,073

1,468

27年度

28年度

（億円）

県税

145,145(17.7)
繰入金

23,320(2.8)

地方消費税清算金

60,969(7.4)

諸収入

12,862(1.6)

使用料・手数料

12,012(1.5)

財産収入

2,562(0.3)

分担金・負担金等

6,620(0.8)地方交付税

268,254(32.6)

国庫支出金

154,978

(18.8)

県債

107,257(13.0)

地方譲与税等

28,478(3.5)

自主財源

263,490(32.0)

依存財源

558,967(68.0)

（単位：百万円，（ ）は構成比％）

平成28年度
当初予算

822,457百万円
（100.0%）

（注）端数処理のため「自主財源」
「依存財源」の構成比は，内訳
の計と必ずしも一致しない。
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 　２　歳　　出

(1)　目 的 別

    （単位：百万円，％)

平 成 27 年 度 比較

当    初 当    初

(Ａ) (Ｂ）

１ 議 会 費 1,378 0.2 1,374 100.2

２ 総 務 費 38,754 4.7 40,492 95.7

３ 民 生 費 107,020 13.0 101,372 105.6

４ 衛 生 費 57,501 7.0 57,198 100.5

５ 労 働 費 2,186 0.3 2,864 76.3

６ 農 林 水 産 業 費 78,831 9.6 70,521 111.8

７ 商 工 費 11,793 1.4 8,969 131.5

８ 土 木 費 91,451 11.1 93,596 97.7

９ 警 察 費 37,237 4.5 37,283 99.9

10 教 育 費 184,778 22.5 181,891 101.6

11 災 害 復 旧 費 12,388 1.5 11,560 107.2

12 公 債 費 135,268 16.5 148,691 91.0

13 諸 支 出 金 63,672 7.7 58,302 109.2

14 予 備 費 200 0.0 200 100.0

822,457 100.0 814,313 101.0

平 成 28 年 度

構成比
款　　　　別

合　      計

(Ａ)/(Ｂ)
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平成28年度一般会計歳出予算目的別経費の状況
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（億円）

教育費

184,778(22.5)

民生費

107,020(13.0)

公債費

135,268(16.5)

土木費

91,451(11.1)

農林水産業費

78,831(9.6)

衛生費

57,501(7.0)

警察費 37,237(4.5)

諸支出金

63,672(7.7)       

総務費 38,754(4.7)

商工費 11,793(1.4)

その他 16,152(2.0)

平成28年度
当初予算

822,457百万円
（100.0%）

（単位：百万円，（ ）は構成比％）
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(2)　性 質 別

    （単位：百万円，％)

平 成 27 年 度 比較

当    初 当    初

(Ａ) (Ｂ）

１ 人 件 費 227,673 27.7 227,216 100.2

２ 物 件 費 30,413 3.7 27,918 108.9

３ 維 持 補 修 費 4,337 0.5 4,314 100.5

４ 扶 助 費 123,181 15.0 118,501 103.9

５ 補 助 費 等 123,411 15.0 116,407 106.0

６ 普 通 建 設 事 業 費 154,345 18.8 146,033 105.7

        (1) 補　　　　助 114,964 14.0 106,668 107.8

        (2) 単　　　　独 39,381 4.8 39,365 100.0

７ 災 害 復 旧 事 業 費 12,204 1.5 11,357 107.5

８ 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0

９ 公 債 費 134,799 16.4 148,223 90.9

10 積 立 金 5,353 0.6 8,820 60.7

11 出 資 金 835 0.1 368 227.1

12 貸 付 金 3,922 0.5 3,078 127.4

13 繰 出 金 1,784 0.2 1,878 95.0

14 予 備 費 200 0.0 200 100.0

822,457 100.0 814,313 101.0

構成比

平 成 28 年 度

区　　　　分

合       計

(Ａ)/(Ｂ)
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平成28年度一般会計歳出予算性質別経費の状況

一般会計歳出予算性質別経費の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

義務的経費 投資的経費 その他の経費

（億円）

16.9%

20.8%

17.0%

20.3%

16.3% 20.7%

23.4% 23.4%

15.1% 16.3%

22.0%

8,225

7,8157,920
7,722 7,726 7,738

20.4%

7,771

20.9%

18.0%

7,841

18.5%

20.4%

61.1%

7,883

20.6%

人件費

227,673

(27.7)

公債費

134,799

(16.4)扶助費

123,181

(15.0)

普通建設
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12,204(1.5)
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123,411
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物件費 30,413(3.7)

貸付金 3,922(0.5)

維持補修費4,337(0.5) 
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当初予算

822,457百万円
（100.0%）

（注）端数処理のため「義務的経費」

「投資的経費」及び「その他の経

費」の構成比は，内訳の計と必ず

しも一致しない。

（単位：百万円，（ ）は構成比％）
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（Ⅱ） 県税収入見込

（単位：百万円，％）

区分 平成２７年度 前年度比

税目 当初予算額 (Ａ) 構成比 当初予算額 (Ｂ) (Ａ)／(Ｂ)

個 人 県 民 税 44,165 30.4 42,705 103.4

法 人 県 民 税 4,727 3.3 5,610 84.3

県 民 税 利 子 割 464 0.3 481 96.5

個 人 事 業 税 1,223 0.8 1,188 102.9

法 人 事 業 税 25,604 17.6 22,108 115.8

地 方 消 費 税 31,632 21.8 30,030 105.3

不 動 産 取 得 税 3,207 2.2 3,273 98.0

県 た ば こ 税 1,884 1.3 1,880 100.2

ゴ ル フ 場 利 用 税 401 0.3 413 97.2

自 動 車 取 得 税 956 0.7 975 98.0

軽 油 引 取 税 12,074 8.3 12,930 93.4

自 動 車 税 17,422 12.0 17,768 98.1

鉱 区 税 9 0.0 8 107.8

狩 猟 税 29 0.0 32 89.3

核 燃 料 税 1,209 0.8 1,770 68.3

産 業 廃 棄 物 税 138 0.1 183 75.7

旧 特 別 地 方 消 費 税 0        － 0        －

旧 軽 油 引 取 税 0 0.0 0 100.0

合　　　計 145,145 100.0 141,354 102.7

 （注） 端数処理のため，合計と内訳の計は必ずしも一致しない。

平成２８年度
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 （Ⅲ） 特 別 会 計

  　１　特 別 会 計（企業会計を除く。）
    （単位：百万円)

平成28年度 平成27年度

当初予算額 当初予算額

(Ａ） (Ｂ） (Ａ)－(Ｂ)

102 102 0

34 34 0

6,661 6,828 △ 167

207 151 56

532 217 315

204 204 0

225,489 225,825 △ 336

119 195 △ 76

233,349 233,557 △ 208

（注）端数処理のため，合計と各特別会計の計は必ずしも一致しない。

増　減　額

林業・木材産業改善資金貸付事業

公共土木用地取得先行事業等

港 湾 整 備 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

中 小 企 業 支 援 資 金 貸 付 事 業

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 事 業

公 債 管 理

合　      計

会　　　計　　　名
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 　２　病院事業特別会計

    （単位：百万円)

平成28年度 平成27年度

当初予算額 当初予算額

(Ａ） (Ｂ） (Ａ)－(Ｂ)

事 業 収 益 18,973 19,130 △ 157

事 業 費 用 18,811 18,558 253

資 本 的 収 入 1,054 1,247 △ 193

資 本 的 支 出 1,852 2,080 △ 228

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補 する。

 　３　工業用水道事業特別会計

    （単位：百万円)

平成28年度 平成27年度

当初予算額 当初予算額

(Ａ） (Ｂ） (Ａ)－(Ｂ)

事 業 収 益 259 185 74

事 業 費 用 173 167 6

資 本 的 収 入 1,264 226 1,038

資 本 的 支 出 1,337 294 1,043

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補 する。

増　減　額

増　減　額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　分

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　分
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(Ⅳ)　公共事業調書

　１　公共事業
（単位：百万円，％）

区 平成２８年度 平成２７年度

事　　　業　　　名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

分 （Ａ） （Ｂ）

道 路 28,978 27,449 105.6

河 川 4,595 4,557 100.8

海 岸 825 750 109.9

砂 防 9,890 10,662 92.8

港 湾 7,770 8,501 91.4

空 港 259 259 100.0

都 市 計 画 1,446 1,581 91.4

住 宅 2,134 1,986 107.5

直 轄 負 担 金 8,646 9,498 91.0

小　　　計 64,543 65,243 98.9

林 道 2,407 2,407 100.0

治 山 3,477 3,477 100.0

造 林 1,619 1,619 100.0

直 轄 負 担 金 260 260 100.0

小　　　計 7,763 7,763 100.0

漁 港 5,292 5,262 100.6

沿 岸 漁 場 整 備 1,087 1,117 97.3

小　　　計 6,379 6,379 100.0

農 業 農 村 整 備 23,863 23,124 103.2

直 轄 負 担 金 496 535 92.8

小　　　計 24,359 23,659 103.0

103,044 103,044 100.0

前年度比
(Ａ)/(Ｂ)

合　　　　　計

土

木

関

係

林

務

関

係

水
産
関
係

農
政
関
係
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 ２　県単公共事業
（単位：百万円，％）

区 平成２８年度 平成２７年度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額
分 （Ａ） （Ｂ）

10,941 11,132 98.3

1,945 2,021 96.2

774 621 124.7

318 221 143.8

89 81 110.9

53 48 109.5

595 595 100.0

14,715 14,719 100.0

46 46 100.0

416 416 100.0

462 462 100.0

水
産

関
係 48 44 109.0

農
政

関
係 207 207 100.0

観
光

関
係 1,000 1,000 100.0

16,432 16,432 100.0

空 港

公 園

生 活 排 水

合　　　　　計

農 業 農 村

魅力ある観光地づくり

治 山

漁 港 ・ 漁 場

林

務

関

係

前年度比
(Ａ)/(Ｂ)

小　　　計

林 道

事　　　業　　　名

土

木

関

係

道 路

河 川

砂 防

港 湾

小　　　計
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 ３　災害復旧事業

（単位：百万円，％）

区 平 成 ２ ８ 年 度 平 成 ２ ７ 年 度

事　 業　 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

分 (Ａ) (Ｂ)

港 湾 28 62 45.4

林 道 202 7 2,891.5

農 地 等 143 74 192.7

小    　計 373 143 261.1

河 川 等 5,000 5,000 100.0

港 湾 2,600 2,000 130.0

治 山 400 400 100.0

林 道 600 600 100.0

漁 港 700 700 100.0

農 地 等 2,300 2,300 100.0

文 教 施 設 23 23 100.0

小    　計 11,623 11,023 105.4

51 34 148.2

12,047 11,200 107.6合       計

過
年
災
害

現

年

災

害

前年度比
(Ａ)/(Ｂ)

指 導 監 督 事 務 費
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Ⅲ 主要施策の概要

（注） 国の「地方創生加速化交付金」を活用して，平成27年３月補正予算（案）に計上している

事業についても掲載〔（ ３補）と表示〕

(注) ○新 …… 新 規 事 業

事 業 内 容 予 算 額

千円
１ オープンな県政の展開と持続可能な行財政構造の構築

（１） オープンな県政の展開・財政の健全性の回復

○ 広聴事務（知事と語ろ会）事業（広報課） 1,584

知事自らが県内の各地に出向き，県政の課題などについて県民と

の直接対話を行う「知事と語ろ会」を開催する。

○ 新地方公会計基準導入事業（財政課） 40,644

固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした統一的な基準

による財務書類等を作成するためのシステムの整備等を行う。

○ 滞納整理対策事業（税務課） 15,771

特別滞納整理班による市町村と連携した個人住民税徴収対策や，

自動車税お知らせセンターの設置による自主納税案内の実施などの

取組により，県税収入未済額の縮減を図る。

○ 県税賦課徴収事業（税務課） 25,423

自動車税のコンビニ納付，クレジット納付等の利用促進，各種広

報媒体を活用した納期内納付の促進等により，税収の確保に努める。

（２） 地方分権の推進とネットワーク型県土の形成

○ 市町村振興資金貸付事業（市町村課） 500,000

市町村が実施する各種公共施設等の整備に必要な資金を貸し付け

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域振興推進事業（地域政策課） 970,000

地域振興局・支庁が，地域における｢県政の総合拠点｣として，そ

れぞれの地域固有の課題解決や地域活性化策に迅速かつ柔軟に取り

組む。

○ 今後の公共施設等のあり方検討事業（企画課） 1,861

本県の将来の発展を見据え，産業構造等を踏まえた公共施設の機

能性や地域間のバランスなど，公共施設等のあり方について，中長

期的視点に立って幅広く総合的に検討を行う。

○ 地域データ利活用促進事業（企画課） 40,000

国の地域経済分析システム（RESAS）の各種データ等を活用し， （ ３補）

地域課題の学習の取組等を促進するとともに，地方創生への取組に

RESASの知見を活用する人材を育成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
２ 生涯を通じて安心して暮らせる社会づくり

（１） 一人ひとりの人権が尊重される社会の形成

○ 人権啓発推進事業（人権同和対策課） 28,177

県民の人権意識を高めるため，行政や企業・団体のほか，広く一

般県民を対象とした講演会等の開催や啓発資料の作成・配布等を行

う。

・ 人権同和問題県民のつどい，人権啓発フェスティバルの開催

・ テレビ・ラジオ等による広報・啓発

○ 人権教育の推進（人権同和教育課） 14,596

「人権教育は全ての教育の基本」をベースとした学校及び教育行

政における積極的な人権教育実践を推進し，未来を拓く鹿児島の子

供たち一人一人の人権意識の高揚を図る。

・ 人権教育教職員等研修会（採用２年目の教職員）

・ 人権教育資料の作成・配布 など

（２） 心豊かに生涯を送れる健康長寿県の創造

○ 健康寿命延伸総合対策事業（健康増進課） 11,845

ア 脳卒中対策推進事業

年齢調整死亡率が全国に比べて高い値で推移している脳卒中に

重点をおいた生活習慣病対策に集中的に取り組み，県民の脳卒中

の発症予防や重症化予防を推進する。

イ メタボリックシンドローム予防対策事業

肥満や生活習慣病を予防・改善するため，関係団体と連携して，

生活習慣の改善や健診受診率の向上を図る。

・ イエローカードキャンペーンの推進

・ 地域健康づくり活動の推進

ウ 健康づくりを支援する社会環境整備事業

産業界と連携した食の環境整備，受動喫煙防止の環境整備や職

場ぐるみの健康づくりを推進し，社会全体で県民の健康づくりを

支える社会環境の整備を図る。

エ○新 青壮年期ロコモ予防プログラム推進事業

ロコモ予防で重要とされる青壮年期からの運動機能の保持，身

体活動の増加を推進するため，青壮年期を対象とした予防マニュ

アルの策定，ロコモに関する知識普及のための講演会を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ がん対策総合推進事業（健康増進課） 269,697

ア がん克服総合推進事業

がん予防の推進，がん医療の均てん化及びがんの早期発見・早

期治療等の促進を図る。

イ がん医療提供体制緊急整備事業

がん医療均てん化の推進を図るため，地域がん診療連携拠点病

院等の体制整備に要する経費の一部を助成する。

ウ 肺がん早期発見促進事業

低線量ＣＴによる肺がん検診に対する助成を行うとともに，読

影医など専門の人材を育成する。

エ がん検診車整備補助事業

がん検診車を整備する検診機関に対し，整備費用の一部を助成

する。

オ がん診療施設設備整備事業

がんの医療機器等を整備するがん診療連携拠点病院等に対し，

整備費用の一部を助成する。

カ 農村検診センター整備事業

地域の保健・医療提供体制の向上を図るため，農村検診センタ

ーの整備費用の一部を助成する。

キ がん診療施設施設整備事業

がんの診断，治療を行うがん診療連携拠点病院等に対し，施設

整備費用の一部を助成する。

○ 歯科口腔保健推進事業（健康増進課） 30,874

県民全体の歯科口腔保健の向上を図るため，歯科保健事業の推進

体制の整備や，県民に対する適切な歯科保健知識の普及啓発を行う

ほか，乳幼児に対するむし歯予防等の取組，医科と歯科など多職種

が連携した在宅歯科医療及び入院中からの口腔ケア等の推進体制整

備を行う。また，在宅歯科医療の充実を図るため，摂食嚥下機能の

診断を的確に行うための人材育成及び機材整備を行う。

ア 歯科口腔保健推進体制整備事業

イ 歯科口腔保健意識啓発事業

ウ 歯科口腔保健実践指導事業

エ 地域在宅歯科医療推進室整備事業

オ 在宅歯科医療連携室整備事業

カ 在宅歯科医療人材育成事業

キ 医科歯科連携推進事業

ク 入院患者口腔ケア等推進体制整備事業

ケ 摂食嚥下機能診断機材整備事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 健康増進支援事業（健康増進課） 96,674

壮年期からの生活習慣病の予防，県民の健康保持やＱＯＬの向上

を図るため，健康増進法に基づき市町村が実施する健康増進のため

に必要な事業に要する経費の一部を助成する。

・ 健康手帳の交付，健康教育，健康相談，健康診査，機能訓練等

○ 特定健康診査・特定保健指導事業（国保指導室） 285,488

市町村保険者が実施する特定健康診査及び特定保健指導に要する

経費の一部を負担する。

○ ハンセン病対策事業（健康増進課） 5,193

ハンセン病問題についての正しい知識の普及啓発に努め，ハンセ

ン病であった方々等への偏見・差別の解消を着実に進めることによ

って，これらの方々の名誉の回復を図るとともに，その社会復帰を

支援する。

・ 親子療養所訪問，ハンセン病問題啓発講演会，ふるさとお楽

しみ便の贈呈，県庁舎訪問・県内めぐり等

○ 地域ケア・介護予防推進支援事業（介護福祉課） 756,732

高齢者が要支援・要介護状態となることを予防するとともに，要

介護状態等となった場合においても地域において自立した日常生活

を営むことができるよう，地域包括ケアシステム構築に向けた市町

村の取組を支援する。

ア 地域包括支援センター職員等研修事業

イ 地域支援事業

ウ かごしま地域づくり介護予防推進支援事業

エ 地域支援事業充実・強化支援事業

オ 生活支援コーディネーター養成事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 多世代交流・多機能型支援の拠点づくり事業（社会福祉課） 25,345

住民が支え合う仕組みを構築し，心豊かな共生・協働の地域コミ

ュニティの形成を図るため，市町村が整備する年齢や障害の有無に

かかわらず，地域の誰もが必要な支援を受けることができる多世代

交流・多機能型の小規模拠点施設の運営費に対して助成する。

○ 高齢者元気度アップ地域活性化事業 149,998

（長寿・生きがい推進室，介護福祉課）

高齢者の自主的な健康づくりや社会参加活動，高齢者を含むグル

ープが行う互助活動に対して，地域商品券等に交換できるポイント

を付与し，高齢者の健康維持や介護予防への取組を促進するととも

に，高齢者を地域全体で支える活動を促進し地域活性化を図る。

○ 自殺予防対策事業（障害福祉課） 3,691

総合的な自殺予防対策を進めるため，県自殺予防情報センターに

おいて相談対応や自殺の背景・要因等に関する調査分析等を行うと

ともに，医師を対象とした研修会等を実施する。

○ 地域自殺対策強化事業（障害福祉課） 27,830

県内各地域の状況に応じた自殺対策を推進するため，地域で自殺

対策に取り組んでいる関係機関との連携体制の強化を図るとともに，

人材育成，普及啓発等を行う。

（３） いつでも，どこでも，安心・安全な医療の提供

○ 地域医療介護総合確保基金造成事業（保健医療福祉課，介護福祉課） 3,624,634

病床の機能分化・連携，在宅医療の推進，介護施設等の整備，医

療・介護従事者の確保・養成など，医療・介護サービスの提供体制

の整備を推進するため，基金を造成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 地域医療介護総合確保事業（保健医療福祉課） 207,541

地域ごとにバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切に推進

するため，地域医療構想の策定等を行うとともに，構想策定後は医

療機関の自主的な取組及び相互の協議によりその実現を図る。

ア 地域医療構想策定事業

イ○新 地域医療構想推進事業

ウ 病床の機能分化・連携支援事業

○ 地域医療連携促進事業（保健医療福祉課） 36,107

医療機能の分化・連携による切れ目のない医療提供体制を整備す

るため，県内各地域における疾病別・事業別の医療連携体制の推進

や，かかりつけ医の普及啓発等を行う。

ア 地域医療連携促進事業

イ かかりつけ医普及啓発事業

ウ 医療・介護ネットワーク整備事業

○○新 保健医療計画策定事業（保健医療福祉課） 5,817

保健医療提供体制の総合的な整備を図るため，医療法に基づき県

保健医療計画の見直しを行う。

○ 地域医療対策基金造成事業（地域医療整備課） 121,825

地域における医療の確保を図り，県民が安心して暮らすことので

きる地域社会の実現に資するための財源を安定的に確保するため，

基金を造成する。

○ 医師勤務環境改善等事業（地域医療整備課） 28,381

勤務医等の離職防止・定着を図るため，勤務医等に対する手当支

給などの処遇改善を行う医療機関の取組を促進する。

ア 産科医等確保支援事業

イ 新生児医療担当医支援事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 緊急医師確保対策事業（地域医療整備課） 232,903

地域医療を担う医師を確保するため，医師修学資金の貸与，県外

からのＵ・Ｉ・Ｊターンの促進，初期臨床研修医の確保等の対策を

実施する。

ア 医師修学資金貸与事業

イ 離島・へき地医療実習

ウ 「ドクターバンクかごしま」運営事業

エ 女性医師復職研修事業

オ 臨床研修医等確保対策事業

カ 離島・へき地視察支援事業

キ 専門医等養成支援事業

ク 専門医養成プログラム作成支援事業

○ 地域医療支援センター設置事業（地域医療整備課） 22,265

鹿児島大学病院に地域医療支援センターを設置し，医師派遣の要

請に係る調整や，医師のキャリア形成支援等の推進を図る。

・ 医師不足状況等の把握，分析

・ 地域医療支援方策等に基づく医師派遣の調整

・ 医師のキャリア形成支援

・ 地域医療に関するシンポジウムの開催 等

○○新 医療勤務環境改善支援事業（保健医療福祉課） 1,416

医療従事者の離職防止や医療安全の確保を図るため，医療機関が

行う勤務環境改善への取組に対して支援を行う。

○ 看護職員修学資金等貸与事業（保健医療福祉課） 70,476

県内の看護職員の確保と定着を図るため，看護職員の確保が困難

な医療機関等に将来就業しようとする学生及び生徒に対し，修学資

金を貸与する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 看護職員確保対策事業（保健医療福祉課） 132,119

看護職員の確保，資質の向上を図るため，県内就業の促進や離職

防止のための支援のほか，研修体制の整備や研修を行う。

ア 看護の日記念事業

イ ナースセンター事業

・ 看護職員求職登録者の再就業促進

ウ 病院内保育所運営費補助事業

エ 新人看護職員卒後研修事業

オ 外国人看護師候補者就労研修支援事業

カ 看護職員県内就業促進事業

キ 看護職員就業相談事業

ク 離職看護師等のナースセンター登録促進事業

ケ 助産師出向支援導入事業

○ 薬剤師復職支援事業（薬務課） 3,031

薬剤師不足を解消するため，離職している薬剤師の復職支援プロ

グラムの作成や各種研修会等を行う。

○ 看護師等養成所運営事業（保健医療福祉課） 305,504

看護師等養成所における教育内容の充実・向上を図るため，学校

法人等が設置する養成所の運営費を助成する。

○○新 医療施設等施設整備事業（保健医療福祉課） 6,818

ア 院内感染対策施設整備事業

院内感染の拡大防止を図るため，病室の個室化及び個室の空調

設備の整備に要する経費を助成する。

イ 医療施設地球温暖化対策整備事業

地球温暖化対策の取組を推進するため，屋上等の太陽電池設置

や緑化整備など，地球温暖化に資する病院等の整備に要する経費

を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 救急医療確保対策事業（地域医療整備課） 688,356

救急時の医療を確保するため，初期救急，二次救急，三次救急医

療を行う医療機関の運営や施設・設備整備に対する助成等を行う。

ア 小児救急電話相談事業

イ 第二次救急医療施設運営補助

ウ 添乗医師等確保対策事業

エ 離島救急医療施設運営費補助

オ 第二次救急医療施設整備費補助

カ 小児救急医療拠点病院運営費補助

キ 救命救急センター運営事業

ク 消防・防災ヘリコプター医師搭乗システム整備事業

ケ 沖縄県ドクターヘリ導入負担金

コ ドクターヘリ運航事業

○ 離島へき地医療確保対策事業（地域医療整備課） 280,319

離島・へき地住民の医療を確保するため，へき地医療拠点病院及

びへき地診療所の運営や施設・設備整備に対する助成を行う。

○ かごしま救急医療遠隔画像診断センター運営事業（地域医療整備課） 5,379

救急医療の充実・強化を図るため，医療機関からの依頼に基づき，

２４時間読影を行う「かごしま救急医療遠隔画像診断センター」の

運営を支援する。

○ 奄美ドクターヘリ導入事業（地域医療整備課） 88,956

奄美地域にドクターヘリを導入するため，格納庫等のヘリポート

関連施設の整備及び地元関係者や住民との調整等を行う。

○ 奄美ドクターヘリ運航事業（病院事業特別会計）（県立病院課） 204,978

奄美ドクターヘリの運航開始に向けて，運航業務の委託やヘリに

搭載する医療機器等の整備を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 歯科医療確保対策事業（保健医療福祉課） 35,032

障害者（児），無歯科医地区の住民等の歯科医療を確保するため，

障害者（児）歯科診療，歯科巡回診療等を実施する。

○ 国民健康保険新制度移行準備事業（国保指導室） 541,904

平成30年度から始まる新たな国民健康保険制度への円滑な移行を

図るため，市町村等関係機関との連絡会議や国保運営協議会を開催

するとともに，新制度の財政運営に必要なシステムの機器整備や財

政安定化のための基金を造成する。

ア○新 国保運営協議会等運営事業

イ○新 国保標準システム事業

ウ 国保財政安定化基金事業

○ 国民健康保険財政調整交付金事業（国保指導室） 10,600,000

市町村国保の国民健康保険財政の安定を図るため，市町村保険者

に対して調整交付金を交付する。

○ 国民健康保険基盤安定促進事業（国保指導室） 7,892,369

市町村国保が行う低所得者に対する国保税軽減や高額医療費共同

事業への拠出金などの一部を負担する。

○ 後期高齢者医療対策事業（国保指導室） 28,120,084

後期高齢者医療制度の財政の安定化を図るため，75歳以上の高齢

者等に係る医療給付費等の一部を負担するとともに，高額医療費や

低所得者等に対する保険料軽減分等の一定割合を負担するほか，広

域連合に対する資金の貸付等を行うための基金の積立て，市町村及

び広域連合に対する技術的助言等を行う。

ア 後期高齢者医療費負担事業

イ 高額医療費負担事業

ウ 保険基盤安定事業

エ 財政安定化基金事業 等
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 粒子線がん治療費利子補給事業（地域医療整備課） 640

県民が粒子線治療を受けやすい環境を整備するため，メディポリ その他債務負担

ス国際陽子線治療センターにおいて治療を受ける患者本人やその家 行為限度額

族等が治療費を金融機関から借り受けた場合に，その利子の一部を 896

助成する。

○ 地域における訪問看護職等人材育成支援事業（介護福祉課） 4,242

訪問看護職等の資質向上等を図るため，県内各地域に認定看護

師等を派遣し，技術支援を行う。

○ 薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点推進事業（薬務課） 5,000

地域の薬局・薬剤師を有効に活用して，住民の健康づくり支援や

相談及び在宅医療等に関する健康情報拠点としての体制を整備する

ための事業を実施する。

○ 在宅介護にかかる薬剤等の円滑供給のための検討・整備事業（薬務課） 1,593

薬剤の品目統一等について，地域の関係者間で協議を行い，在宅

療養患者への薬剤等の円滑供給を図る体制整備に要する経費を助成

する。

○ 緊急肝炎対策事業（健康増進課） 354,643

ア 緊急肝炎対策事業

肝炎ウイルスの無料検査による感染者の早期発見と，インター

フェロン治療費，インターフェロンフリー治療費及び核酸アナロ

グ製剤治療費の一部助成により，肝炎患者の積極的な受診を促す。

イ 重症化予防推進事業

肝炎等の早期発見・治療を促進し，重症化の予防を図るため，

肝炎ウイルス陽性者等に対し，初回精密検査等の費用を助成する。

ウ○新 地域連携体制強化事業

地域における肝炎対策の推進を図るため，肝疾患診療連携拠点

病院を中心にした地域連携体制強化の取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 臓器移植推進事業（健康増進課） 6,776

臓器移植の適正かつ円滑な実施に資するため，臓器移植コーディ

ネーターの設置及びＨＬＡ検査センターの運営等に対する助成を行

うとともに，移植医療に関する普及啓発を図る。

○ 精神科救急医療体制整備事業（障害福祉課） 35,654

休日等において，緊急な医療を必要とする精神障害者に対して，

迅速かつ適切な医療を提供する体制を整備するとともに，精神科救

急情報センター及び精神医療相談窓口を設置し，休日・夜間等にお

ける相談体制を整備する。

○ 精神科救急医療地域支援体制強化事業（障害福祉課） 1,822

精神科救急医療体制の充実を図るため，「精神科救急地域拠点病

院」を指定し，処遇困難患者の対応や平日夜間等の診療協力を行う。

（４） 高齢者がいきいきと暮らせる地域社会づくり

○ すこやか長寿社会運動推進事業（長寿・生きがい推進室） 29,870

高齢者が長年の経験の中で培った知識や技能を活かして積極的に

社会参加し，生きがいのある生活を送ることができる心豊かで活力

ある長寿社会を実現するため，県民総ぐるみの「すこやか長寿社会

運動」を推進する。

○ 老人クラブ育成事業（長寿・生きがい推進室） 91,234

心豊かで活力ある長寿社会の実現を図るため，生きがいづくりや

健康づくり，ボランティア活動など多様な活動を行う老人クラブに

対する助成を行う。

○ ふれあいプラザなのはな館維持管理費（長寿・生きがい推進室） 625,011

ふれあいプラザなのはな館について，指宿市の健康づくり・文化

活動等の拠点施設として活用するため，市への譲渡に当たり，譲渡

施設の補修費の助成等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ かごしまねんりん大学管理運営事業（長寿・生きがい推進室） 16,472

地域活動に意欲のある高齢者に対し，社会参加のために必要な知

識や技能を修得する機会を提供する「かごしまねんりん大学」を開

催し，地域活動の担い手となる高齢者リーダー等を養成する。

○ 高齢者元気度アップ地域活性化事業【再掲】 149,998

（長寿・生きがい推進室，介護福祉課）

高齢者の自主的な健康づくりや社会参加活動，高齢者を含むグル

ープが行う互助活動に対して，地域商品券等に交換できるポイント

を付与し，高齢者の健康維持や介護予防への取組を促進するととも

に，高齢者を地域全体で支える活動を促進し地域活性化を図る。

○○新 高齢者ますます元気！！ふれあい生きがい支え合い支援事業 7,600

（長寿・生きがい推進室）

地域の担い手である高齢者の社会参加を促進するため，高齢者自

らが行う生きがい・健康づくり，生活支援のサービス基盤となる事

業の創出を支援する。

○ 地域見守りネットワーク支援事業（介護福祉課） 6,883

高齢者等の援護を必要とする人を地域全体で支えるネットワーク

づくりを促進するため，地域住民が主体となった見守りグループの

組織化を支援する。

○ 見守りや支え合う社会づくり啓発事業（介護福祉課） 1,880

九州地方知事会の取組として，九州・山口で統一したテレビＣＭ

の制作・放映を行い，見守りや支え合う社会づくりの大切さ等に関

する住民意識の醸成を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 福祉人材センター運営事業（社会福祉課） 435,000

福祉・介護分野における人材の確保を図るため，福祉に対する県

民の理解と関心を高めるとともに，介護従事者の定着や新たな人材

の参入を促進する。

○ 認知症対策等総合支援事業（介護福祉課） 36,731

認知症疾患医療センターの整備による認知症の早期診断と早期対

応の充実・強化を図るとともに，高齢者介護の実務者等への研修に

よる資質の向上や保健医療・介護機関等との連携強化，地域支援体

制の整備，市町村の認知症施策に従事する人材育成，若年性認知症

に関する実態調査など，総合的な認知症施策を推進する。

ア 認知症介護実践者等養成研修事業

イ 認知症介護指導者養成研修事業

ウ 認知症理解普及促進事業

エ 認知症対策連携・体制整備事業

オ 認知症施策市町村支援事業

カ グループホームの職員に対する認知症ケア研修事業

キ 認知症疾患医療センターカフェ開設・普及促進事業

ク 若年性認知症施策総合推進事業

○ 低所得者利用者負担対策事業（介護福祉課） 16,748

低所得で特に生計が困難である高齢者等に対して，市町村が行う

利用者負担の軽減に要する経費の一部を助成する。

○ 地域福祉サービス推進事業（社会福祉課） 65,986

高齢者等の援護を必要とする人が，住み慣れた家庭や地域で安心

して暮らせるよう，各種福祉サービスの円滑な利用や，福祉サービ

スに関する苦情解決のための体制整備の支援等を行う。

ア 福祉サービス利用支援事業

イ 福祉サービス苦情解決事業

ウ 福祉サービス第三者評価促進事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 介護保険負担事業（介護福祉課） 23,174,227

市町村における介護保険給付に係る県負担金を交付する。

○ 介護保険第１号保険料低所得者軽減強化事業（介護福祉課） 116,850

介護保険の第１号保険料について，給付費の５割の公費とは別枠

で公費を投入し，低所得の高齢者の保険料の軽減を行う。

○ 介護職員等医療ケア研修事業（介護福祉課，障害福祉課） 4,746

施設等においてたんの吸引など医療的な処置が必要な入所者等に

対し，必要なケアをより安全に提供するため，適切にたんの吸引等

の医療的ケアを行うことができる介護職員等の養成研修を実施する。

○ 介護職員人材確保等対策事業（介護福祉課） 57,784

介護職員の離職防止や介護サービスの質の向上を図るため，介護

事業所が負担する介護職員初任者研修の受講に要する経費等の助成

や，介護事業所におけるキャリアパスの構築，介護事業所内保育所

の運営，介護ロボットの導入等を支援する。

ア 鹿児島県介護人材確保対策検討会実施事業

イ 介護職員人材確保対策事業

ウ 介護職養成研修費用助成事業

エ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修事業

オ 介護事業所キャリアパス構築支援事業

カ 介護事業所内保育所運営費補助事業

キ 介護ロボット導入支援事業

○ 地域介護基盤整備事業（介護福祉課） 1,689,486

「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤の確保や地域包括ケ

アシステムの構築を進めるため，市町村が行う小規模特別養護老人

ホームなどの介護拠点の整備に要する経費を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 高齢者あんしん住まい整備事業（公共）（住宅政策室） 51,450

高齢者が安心して居住できる住宅の供給を促進するため，サービ

ス付き高齢者向け住宅の整備に要する費用の一部を助成する。

（５） 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり

○ 障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり事業（障害福祉課） 9,797

障害を理由とする差別の解消を推進するため，「障害のある人も

ない人も共に生きる鹿児島づくり条例」に基づき，県民，事業者に

対する普及・啓発を図り，相談員の設置や紛争解決体制の整備を行

う。

○ 地域こども療育支援体制整備促進事業（障害福祉課） 5,568

発達障害が疑われる子どもとその保護者が，身近な地域で早期に

継続した療育指導や支援を受けられるよう，地域における療育支援

の中核的な役割を担う児童発達支援センターの設置に向けた支援な

どを行う。

○ こども総合療育センター運営事業（障害福祉課） 98,219

こども総合療育センターにおいて，障害児全般にわたる総合相談

や発達障害児等を対象に外来による診療・療育等を行う。

○ 児童発達支援利用者負担軽減対策事業（障害福祉課） 25,626

認定こども園・幼稚園・保育所に在籍しながら児童発達支援を利

用している児童の保護者に対し，経済的な負担軽減を図るため，利

用者負担額の一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 軽度・中等度難聴児補聴器助成事業（障害福祉課） 1,142

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児に対

し，乳幼児期から少年期における言語・コミュニケーション能力の

発達や教育・社会生活面での改善を図るため，補聴器購入経費の一

部を助成する。

○ パーキングパーミット制度推進事業（障害福祉課） 5,384

身障者用駐車場の適正利用を図るため，パーキングパーミット制

度を円滑に運用する。

○ 福祉のまちづくり推進事業（障害福祉課） 5,181

「福祉のまちづくり条例」に基づき，公共的施設等のバリアフリ

ー化を促進するための広報啓発等を行う。

○○新 鉄道駅バリアフリー化推進事業（交通政策課） 3,216

鉄道駅における身体障害者や高齢者等の利便性の向上を図るため，

バリアフリー化に要する経費の一部を助成する。

○ 障害者施設等工賃向上計画推進事業（障害福祉課） 12,679

県工賃向上計画に基づき，就労支援事業所の工賃水準の向上を図

るため，事業所等が連携・協働して組織する共同受注窓口における

情報提供体制の整備及び障害者就労施設の農業分野への参入等の支

援を行う。

○ 全国障害者スポーツ大会事業（障害福祉課） 14,615

障害者の自立と社会参加活動を促進するため，全国障害者スポー

ツ大会へ選手を派遣する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 障害者スポーツ振興事業（障害福祉課） 5,622

全国障害者スポーツ大会「燃ゆる感動かごしま大会」開催に向け

選手を確保・育成するとともに，障害者スポーツを普及拡大し，障

害者の社会参加の促進を図るため，体験教室・レベルアップ教室を

実施する。

○ 県地域生活支援事業（障害福祉課） 66,495

障害者が自立した日常生活や社会生活を営むことを支援するため，

専門性が高く，広域的な対応が必要な事業を実施する。

ア 県障害者相談支援体制整備事業

イ 社会参加促進事業

ウ 高次脳機能障害者支援センター事業 等

○ 市町村地域生活支援事業（障害福祉課） 201,108

地域の特性や利用者の状況に応じて，障害者（児）の保護者等へ

の相談支援，必要な情報提供等を行う事業，手話通訳者等の派遣，

日常生活用具の給付・貸与等の事業を実施する市町村に対して助成

を行う。

○ 障害者介護給付事業（障害福祉課） 6,022,899

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスのうち，介護の支援

を受けるサービスを利用する障害者に対して市町村が給付する費用

の一部を負担する。

・ 居宅介護，短期入所，生活介護，療養介護，施設入所支援，

同行援護 等

○ 重度心身障害者医療費助成事業（障害福祉課） 2,275,091

重度心身障害者の健康の保持増進を図るため，医療費の一部助成

を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 障害福祉施設整備事業（障害福祉課） 250,898

障害者（児）の福祉の増進を図るため，社会福祉法人等が実施す

る障害福祉サービス事業所等の整備に要する費用の一部を助成する。

○ 障害者訓練等給付事業（障害福祉課） 3,350,845

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスのうち，訓練等の支

援を受けるサービスを利用する障害者に対して市町村が給付する費

用の一部を負担する。

・ 自立訓練，就労移行支援，就労継続支援，共同生活援助

○ 障害者虐待防止対策事業（障害福祉課） 1,788

障害者虐待防止法に基づき，庁内に設置した「県障害者権利擁護

センター」において，市町村の障害者虐待防止センターなどと連携

しながら，障害者虐待の防止に取り組む。

○ 難病相談・支援センター事業（健康増進課） 15,002

難病の患者の療養生活の質の維持向上を図るため，患者及びその

家族のニーズに応じた総合的な相談・支援を行う。

○ 難病患者等地域支援協働事業（健康増進課） 3,444

難病の患者及びその家族に対する保健師の訪問指導や専門医等に

よる医療相談会の開催，関係機関による難病の患者への支援体制構

築など, 在宅療養生活の支援を行う。

○ 指定難病医療対策事業（健康増進課） 2,369,123

難病の患者に対する良質かつ適切な医療の確保及び難病の患者の

療養生活の質の維持向上を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 地域生活定着支援センター運営事業（社会福祉課） 26,841

福祉的な支援を必要とする高齢又は障害のある矯正施設退所者の

地域への定着を図るため，地域生活定着支援センターにおいて必要

な福祉サービスの検討や関係機関との調整等による支援を行う。

○ 生活困窮者自立支援事業（社会福祉課） 56,368

生活困窮者自立支援法に基づき，生活困窮者の自立を支援する。

ア 自立相談支援事業

生活困窮者の生活や就労に関する相談に対応し，自立支援計画

の作成等を行う。

イ 住居確保給付金支援事業

住宅を喪失した生活困窮者等の住宅及び就労機会の確保を図る

ため，住居確保給付金を支給する。

ウ○新 実施体制強化事業

相談支援員等の養成や関係機関のネットワーク化を図るため，

研修やシンポジウム等を開催し，生活困窮者の相談支援体制を強

化する。

エ○新 生活困窮者のための包括的自立支援事業

生活困窮者のためのワンストップ相談窓口「くらし・しごとサ

ポートセンター」(仮称)を設置し，関係機関や事業所との連携に

より，就労や家計管理，子どもの学習等の支援を行い，生活困窮

者の自立を促進する。

○ 生活保護受給者の就労支援事業（社会福祉課） 10,253

就労可能な生活保護受給者の早期の就労による自立を促進するた

め，地域振興局・支庁に就労支援員を設置する。

（６） 安心して子どもを生み育てられる環境づくり

○ 子どものための教育・保育給付事業（青少年男女共同参画課） 9,910,900

質の高い幼児教育及び保育並びに子育て支援の総合的な提供の推

進を図るため，子ども・子育て支援新制度(施設型給付)へ移行した

幼稚園，保育所，認定こども園が教育・保育に要する費用の一部を

負担する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 小規模保育等給付事業（青少年男女共同参画課） 281,413

子ども・子育て支援新制度において，小学校就学前の子どもに対

する保育の量的拡大・確保を図るため，小規模保育等の事業に要す

る費用の一部を負担する。

○ 地域子ども・子育て支援事業（青少年男女共同参画課） 1,551,812

地域の子ども・子育て支援の充実を図るため，市町村が地域の実

情に応じて行う子どもに対する教育及び保育並びに保護者に対する

子育て支援の総合的な提供に対して交付金を交付する。

○ 安心こども基金総合対策事業（青少年男女共同参画課） 768,571

安心して子どもを育てることができるよう，保育所や認定こども

園等の整備等を促進し，保育の質の向上を図る。

ア 保育所緊急整備事業

イ 認定こども園整備事業

ウ○新 小規模保育整備事業

○○新 子ども・子育て支援総合対策事業（青少年男女共同参画課） 290,458

認定こども園等の整備や研修等の支援を行い，安心して子どもを

育てることができる体制の整備を図る。

ア 認定こども園整備事業

イ 子育て支援員研修事業

ウ 幼保施設耐震診断促進事業

エ○新 保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業

オ○新 保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業

○ 地域少子化対策強化事業（青少年男女共同参画課） 66,074

少子化問題に対応するため，結婚に対する取組や，結婚，妊娠・

出産，乳児期を中心とした子育てに温かい社会づくり・機運の醸成

を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 多子世帯保育料等軽減事業（青少年男女共同参画課） 73,648

私立幼稚園・保育所等を利用する多子世帯の第３子以降の保育料

等を助成し，子育てに係る経済的負担の軽減を図る。

○ 子ども・子育て総合推進事業（青少年男女共同参画課） 6,258

子ども・子育て支援新制度の本格的施行に伴い，平成26年度に策

定した子ども・子育て支援事業支援計画の点検・評価等や幼保連携

型認定こども園の認可等の審議を行う県子ども・子育て支援会議を

開催するとともに，県民や事業者等に対し，新制度の周知を図る。

ア 県子ども・子育て支援事業支援計画の管理（点検・評価等）

イ 子ども・子育て支援新制度の周知・広報

ウ 幼保連携型認定こども園の認可等の審議

○ 児童健全育成対策事業（青少年男女共同参画課） 47,875

昼間に保護者のいない家庭の就学児童の放課後等における健全育

成を図るため，放課後児童クラブ整備費の一部を助成するとともに，

放課後児童クラブの計画的な整備を進めるための委員会等の開催及

び放課後児童支援員認定資格研修を実施する。

ア 放課後児童クラブ施設整備費 42,849千円

イ 放課後子ども総合プラン推進事業 5,026千円

○ 児童手当支給事業（青少年男女共同参画課） 4,171,252

家庭等における生活の安定に寄与するとともに，次代の社会を担

う児童の健やかな成長に資するため，中学校修了までの児童を対象

に，市町村が支給する手当の給付費の一部を負担する。

手当の月額

・ ３歳未満 一律 15,000円

・ ３歳以上小学校修了前 10,000円(第3子以降は15,000円)

・ 中学生 一律 10,000円

・ 所得制限限度額以上の者 一律 5,000円(特例給付として支給)
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 病児保育等体制整備促進事業（青少年男女共同参画課） 7,279

保護者の就労等により，自宅での病気の子どもの保育が困難な場

合，病院・保育所等において一時的にその子どもを保育するための

施設の整備に要する経費を助成する。

○ 小児救急電話相談事業【再掲】（地域医療整備課） 20,141

夜間及び日曜・祝日における小児科への患者の集中の緩和や保護

者等の不安の軽減を図るため，小児患者を持つ保護者等からの電話

相談に対して看護師等が症状に応じた適切な助言を行う。

○ 小児救急医療拠点病院運営費補助【再掲】（地域医療整備課） 39,446

休日及び夜間において入院治療を必要とする小児の重症救急患者

の医療を確保するため，小児救急医療拠点病院である鹿児島市立病

院に対し，運営費を補助する。

○ 不妊治療対策事業（子ども福祉課） 176,884

不妊に悩む方々の心理的・経済的負担の軽減を図るため，県保健

所等の不妊相談窓口において，不妊に関する一般的又は専門的な相

談に応じるとともに，特定不妊治療や特定不妊治療に伴う男性不妊

治療に要する費用の一部を助成する。

ア 不妊専門相談センター事業

イ 不妊治療費助成事業

○ 離島地域出産支援事業（子ども福祉課） 6,788

ア 離島地域出産支援事業

常駐の産科医がいない離島地域に居住する妊婦等の経済的な負

担を軽減するため，妊婦健康診査や出産時に要する交通・宿泊費

用等の一部を助成する。

イ 離島地域不妊治療支援事業

特定不妊治療の指定医療機関のない離島地域の不妊治療受診者

の経済的な負担を軽減するため，通院に要する交通・宿泊費用の

一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 周産期医療対策事業（子ども福祉課） 131,431

ア 周産期母子医療センター支援事業

周産期医療体制の拠点である総合及び地域周産期母子医療セン

ターの運営費を補助する。

イ 周産期医療体制推進事業

周産期医療体制整備計画の推進，体制整備等についての協議を

行うため，周産期医療協議会を開催する。

ウ 小児在宅医療推進事業

在宅医療を必要とする小児患者や障害児が地域で安心して療養

できる環境づくりを推進するため，関係機関による協議や，小児

の在宅療養環境について検討を行うモデル事業を実施する。

エ 産科医療体制確保支援事業

産科医療体制の確保が困難な地域において，市町村が新たに産

科医師等を確保するための取組に要する経費を助成する。

オ 地域周産期母子医療センター設備整備事業

周産期医療体制の確保を図るため，地域周産期母子医療センタ

ーに必要な医療機器の整備に要する経費の一部を助成する。

○ 母子健康対策事業（子ども福祉課） 385,948

ア 先天性代謝異常等検査事業

タンデムマス法等による検査の実施により，乳児の先天性代謝

異常等の疾病を早期に発見し，障害の発現を防止する。

イ 養育医療等給付

医療を必要とする未熟児に対して医療費の給付を行う市町村に

対し給付費の一部を負担する。

ウ 小児慢性特定疾病医療費助成事業

小児慢性特定疾病にり患している小児の医療費に対する助成を

行う。

エ 小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業

在宅の小児慢性特定疾病児童に対して日常生活用具の支給を行

う市町村に対し，支給に要する費用の一部を助成する。

オ 女性健康支援センター事業

思春期から更年期に至る女性に対し，婦人科疾患や更年期障害，

望まない妊娠や出産についての悩み等に関する相談窓口を設置し，

女性の健康に関する支援を行う。

カ 小児慢性疾病児支援事業

慢性疾病児とその家族に対する支援策の協議を行うとともに，

訪問指導・個別相談等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
〇 産後ケア推進事業（子ども福祉課） 3,010

出産直後の母子への心身のケアや育児のサポートを行う産後ケア

の取組を推進するため，市町村が行う宿泊型産後ケアの利用費助成

に係る経費の一部を助成する。

○ 乳幼児医療費助成事業（子ども福祉課） 612,323

子育て期にある家庭の乳幼児に係る医療費の経済的負担を軽減す

るとともに，乳幼児の健康を守り，健全な発育を図るため，医療費

の助成を行う市町村に対し，経費の一部を補助する。

○ ひとり親家庭医療費助成事業（子ども福祉課） 496,238

ひとり親家庭等における健康の保持や生活の安定，福祉の向上を

図るため,医療費の助成を行う市町村に対し,経費の一部を補助する。

○ ひとり親家庭等就労支援対策事業（子ども福祉課） 128,271

ア ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業

ひとり親家庭の自立を支援するため,母子家庭の母等に対して，

就業に関する指導や助言を行うとともに，就業支援講習会等を開

催する。

イ ひとり親家庭自立支援給付金事業

ひとり親家庭の親の就業を促進するため，職業能力開発の講座

受講料の一部や養成機関での資格取得期間中の生活費の一部を支

給する。

ウ○新 高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

ひとり親家庭のより良い条件での就職や転職に向けた可能性を

広げ，正規雇用を中心とした就業につなげるため，高等学校卒業

程度認定試験の合格を目指す講座受講料の一部を支給する。

エ○新 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

ひとり親家庭の自立促進を図るため，高等職業訓練促進給付金

を活用して養成機関に在学し，就職に有利な資格の取得を目指す

ひとり親家庭の親に対して，入学準備金及び就職準備金の貸付け

を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○○新 ひとり親家庭等学習支援事業（子ども福祉課） 4,794

ひとり親家庭等の児童が，経済的理由などにより，学習や進学意

欲が低下したり，十分な教育が受けられないことがないよう，学習

支援を行う。

○ 児童扶養手当給付事業（子ども福祉課） 982,986

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し，児童の福祉の増進

を図るため，父又は母と生計を同一としていない児童を監護又は養

育する者に手当を支給する。

○ 児童虐待防止対策（子ども福祉課） 17,190

児童虐待の早期発見と早期対応の体制づくりの推進や被虐待児童

の適切な保護，保護者に対するカウンセリングなどを行う。

・ 児童福祉相談員等の設置による相談体制の充実

・ 子ども虐待防止ネットワーク会議の運営

・ 研修会の開催，リーフレットの配付などの広報・啓発活動

○○新 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業（子ども福祉課） 146,834

児童養護施設等を退所し，就職又は大学等へ進学する者に対し，

家賃，生活費，資格取得費を貸し付け，安定した生活の基盤を築か

せることで，円滑な自立を支援する。

○ 在宅重度心身障害児の家族支援事業（障害福祉課） 4,468

在宅の重度心身障害児の看護や介護に係る家族の負担軽減を図る

ため，訪問看護師が家族に代わって看護を行うための経費を助成す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
（７） 青少年が安心して健やかに育つ社会の実現

○ 若者自立支援対策推進事業（青少年男女共同参画課，障害福祉課) 25,645

ア かごしま子ども・若者総合相談センター事業

不登校，ひきこもり，ニート，フリーターなどの状態にある子

ども・若者に対する総合相談窓口である「かごしま子ども・若者

総合相談センター」の設置や支援地域協議会による支援，各種啓

発活動などを通して，総合的な若者自立支援策を推進する。

イ ひきこもり対策推進事業

ひきこもり対策を推進するため，「ひきこもり地域支援センタ

ー」における相談，協議会の運営，普及啓発，情報発信等を行う。

○ 「郷土に学び・育む青少年運動」推進事業（青少年男女共同参画課） 4,539
ふるさと

青少年の自立の精神と豊かな感性のかん養，国際的感覚やふるさ

とを愛する心の醸成を目的として，地域における青少年運動の活性

化や，親子のふれあいを促進する「家庭の日」の普及・啓発を図る

「郷土に学び・育む青少年運動」を推進する。

（８） 女性がいきいきと参画できる社会の実現

○ 男女共同参画センターの運営事業（男女共同参画室） 10,826

男女共同参画社会の実現を目指して，県民に対する意識啓発や推

進役となる人材の育成を行うほか，女性への就労支援や，男女共同

参画に関する相談対応を行う。

○ 子どもたちの男女共同参画学びの広場推進事業（男女共同参画室） 1,938

子どもの頃から男女共同参画についての理解を深めるため，学

校，家庭，地域が一体となった取組を推進する。

・ 小・中学生を対象としたワークショップや，教職員，保護者，

地域の方々を対象としたセミナー等の開催

・ 教職員を目指す学生や教職員等を対象とした人材養成講座の

開催
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 配偶者等からの暴力対策推進事業（男女共同参画室） 2,167

配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援のため，県民に対する

広報・啓発を行うとともに，配偶者暴力相談支援センターに助言や

支援を行うコーディネーターを派遣するなど，相談体制の充実を図

る。

〇 女性の活躍推進事業（男女共同参画室） 3,533

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づき，

地域の実情に応じた女性の活躍推進計画を策定するとともに，多様

な主体による連携体制を構築するため，関係機関による協議会を設

置し，女性の活躍に向けた取組を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
３ 安心・安全な社会の形成と県土づくり

（１） 日本一安心・安全な鹿児島づくり

○○新 うそ電話詐欺被害防止対策事業（警察本部 生活安全企画課） 15,283

県民のうそ電話詐欺に対する危機意識の醸成を図るため，各種広

報活動を行うとともに，被害防止機器を活用した被害防止対策を強

力に推進する。

○○新 うそ電話詐欺広報啓発事業（生活・文化課） 4,536

うそ電話詐欺被害の未然防止を図るため，高齢者世帯を対象とし

た訪問活動や啓発品の配布など，高齢者への広報啓発活動を推進す

る。

○ 自主防犯活動推進事業（警察本部 生活安全企画課） 18,706

地域の防犯力の向上を図るため，地域住民に防犯情報を提供する

とともに，防犯ボランティア団体等への活動支援を推進する。

○ 地域ぐるみ学校安全体制推進事業（保健体育課） 13,754

安全で安心な学校を確立するため，スクールガード等を対象とし

た研修会を開催するなど，地域ぐるみで学校の安全に取り組む体制

を整備する。

○ 暴力団等組織犯罪対策事業（警察本部 組織犯罪対策課） 14,803

安全で平穏な県民生活の実現に向け，暴力団事務所の開設防止や

暴力団排除活動の推進に係る広報，啓発活動等を実施するとともに，

組織犯罪対策を強力に推進する。

○ 被害者支援推進事業（警察本部 相談広報課） 8,962

犯罪被害者等に対して，精神的負担を軽減するためのカウンセリ

ングを行うなど，きめ細やかな支援活動を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 交通事故抑止特別対策事業（警察本部 交通企画課） 17,029

交通事故を抑止するため，事故分析の高度化を図り，交通指導取

締りや交通環境整備の検証，広報・情報発信活動等を推進する。

○ 高齢者交通安全対策事業（警察本部 交通企画課） 19,012

シルバーナイトスクールの開催や高齢者を対象とした参加・体験

型の交通安全教育の実施など，高齢者への交通安全の指導，広報啓

発活動を推進する。

○ 交通安全施設等整備事業（道路維持課，警察本部 交通規制課） 3,714,386

ア 交通安全施設整備事業（公共，県単公共等） 3,260,903千円

通学路の緊急合同点検箇所の交通安全対策など

イ 交通管制センター整備事業 453,483千円

○ 交通安全推進事業（生活・文化課） 2,581

交通安全意識の高揚を図るため，交通安全運動の展開，高齢者を

対象とした参加体験型の交通安全教育の実施などの交通安全対策を

推進する。

○ 交通事故被災者救済事業（生活・文化課） 8,003

交通事故被災者の救済に寄与するため，交通事故相談や被害者等

の援護に関する活動を推進する。

○ 鹿児島西警察署整備事業（警察本部 会計課） 385,501

鹿児島西警察署の庁舎棟の新築整備等を行う。 その他債務負担

行為限度額

2,034,402
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 警察施設整備事業（警察本部 会計課） 156,738

夜間体制の強化など地域警察の体制強化を図るため，交番・駐在

所の再編整備等を行う。

○ 人にやさしい道づくり事業（県単公共）（道路維持課） 102,950

すべての人々が安全かつ快適に通行できるよう歩道の段差解消や

勾配の改善等を行う。

○ 消費生活センター等管理事業（消費者行政推進室） 40,197

消費者被害の未然防止等を図るため，県消費生活センター及び大

島消費生活相談所において，消費生活相談や消費生活講座等を実施

する。

○ 消費者行政活性化事業（消費者行政推進室） 75,271

消費生活相談窓口の機能強化や消費者教育・啓発の充実・強化を

図るため，市町村の相談窓口の充実・強化の支援や消費生活に関

する情報提供等を行う。

○ 水俣病対策事業（環境林務課） 4,224,329

水俣病の認定審査業務を行うとともに，「水俣病被害者の救済及

び水俣病問題の解決に関する特別措置法」に基づく医療費助成等を

行う。

○ 新型インフルエンザ対策事業（健康増進課） 110,279

新型インフルエンザ対策を推進するため，抗インフルエンザウイ

ルス薬の備蓄等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 風しん検査事業（健康増進課） 6,083

風しんの感染予防やまん延防止を図るため，妊娠を希望する女性

等に対して，無料の抗体検査を実施する。

○ 感染症医療対策事業（健康増進課） 22,362

感染症の入院患者に対する適切な医療の提供を図り，感染症のま

ん延を防止するため，感染症指定医療機関の運営費の一部を助成す

る。

○ 食品安全推進対策（生活衛生課） 89,814

食品の安全性の確保を図るため，食品安全に関する情報を広く県

民に提供するとともに，食品衛生法に基づく監視指導及び食品添加

物，残留農薬等の食品検査を実施する。

ア 食品安全推進対策事業

イ 食品衛生指導取締事業

ウ 乳肉水産食品衛生対策事業

○ 牛海綿状脳症（ＢＳＥ）等検査事業（生活衛生課） 76,992

牛肉及び山羊肉の安全性の確保を図るため，本県で食用として処

理される４８ヶ月齢を超える牛及び１２ヶ月齢以上の山羊を対象に

ＢＳＥ等検査を実施する。

○ 危険ドラッグ対策事業（薬務課） 2,807

危険ドラッグが人体に影響を及ぼす有害性や事件・事故を誘発す

る危険な薬物であることについて，広く県民への普及啓発を図るた

め，シンポジウムの開催や学校等での講習を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 安心・安全な食の鹿児島づくり推進事業 4,831

（食の安全推進課，生活衛生課）

食の安心・安全推進条例に基づき，県民の健康の保護，食品等に

対する県民の信頼確保及び安全な食品等の生産・供給に関する施策

を展開し，安心・安全な食の鹿児島づくりを推進する。

（２） 災害に強い県土づくり

○ 防災行政推進事業（危機管理防災課） 41,252

効果的な防災対策を推進するため，総合防災訓練等の実施，防災

情報機器の維持管理等を行う。

○ 火山防災対策推進事業（危機管理防災課） 2,643

改正活動火山対策特別措置法に基づき，火山毎に設置が義務づけ

られた火山防災協議会において，火山防災対策の協議等を行う。

○ 住民による地域防災力ボトムアップ事業（危機管理防災課） 3,564

地域防災力の強化を図るため，災害対策基本法で地域住民が市町

村へ提案できることとされている地区防災計画の作成を支援する。

○ 国民保護訓練事業（危機管理防災課） 7,736

国民保護法に基づき，国及び関係機関と共同で国民保護のための

措置についての実動訓練を実施する。

○ 私立学校耐震化促進補助事業（学事法制課） 46,384

私立中学・高等学校施設の耐震化を一層促進するため，耐震改修

等費用の一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 幼保施設耐震診断促進事業【再掲】（青少年男女共同参画課） 2,739

私立幼稚園，私立保育所等の耐震化を促進するため，耐震診断費

用の一部を助成する。

○ 私立幼稚園耐震化促進事業（青少年男女共同参画課） 15,642

私立幼稚園（認定こども園を除く）の施設の耐震化を促進するた

め，耐震改修等の費用の一部を助成する。

○○新 鉄道施設等緊急耐震対策事業（交通政策課） 3,250

災害時における緊急輸送道路の確保を図るため，同道路と交差す

る鉄道橋の耐震補強及び落下防止工の整備費用の一部を助成する。

○ 鹿児島県地域防災計画策定事業（危機管理防災課） 2,550

県地域防災計画の見直しに当たり有識者会議を開催し，防災対策

等に関する助言・提言を計画策定に反映させる。

○ 県総合防災システム整備事業（危機管理防災課） 163,983

災害時に災害対策が円滑に遂行できるよう，県，市町村等が一元

的に情報を集約・共有するとともに，Lアラート（災害情報共有シス

テム）等を利用して住民に情報発信するシステムの整備を行う。

○ 災害警備対策等推進事業（警察本部 警備課，機動隊） 8,693

大規模災害等に迅速，的確に対応し，県民の安全を確保するため，

災害等装備資機材を整備する。

○○新 警察本部庁舎防災機能強化推進事業（警察本部 会計課） 211,751

地階への浸水による電源設備の喪失により，警察本部の機能停止

を防止するため，上階に非常用発電機を増設する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ ヘリコプター映像伝送装置再整備事業（危機管理防災課） 16,110

老朽化したヘリコプター映像伝送装置の再整備にあわせ，電波の

不感地帯を解消するため衛星を利用した映像伝送装置の整備を行う。

○ 医療施設防災対策事業（保健医療福祉課） 720,475

医療施設における患者の安全確保を図るため，病院・有床診療所

が行うスプリンクラー設置に要する経費を助成する。

○ 災害時医療確保対策事業（地域医療整備課） 33,277

災害時の医療を確保するため，災害拠点病院等の施設整備に対す

る助成等を行う。

ア 災害拠点病院整備事業

イ 救急・広域災害医療情報システム整備事業

ウ 災害派遣医療チーム整備事業

エ 災害拠点病院等施設設備整備事業

オ 防災訓練等参加支援事業

カ 航空搬送拠点臨時医療施設整備事業

○ 医療施設耐震化整備事業（地域医療整備課） 316,729

大規模地震発生時における医療提供体制を確保するため，第二次

救急医療機関等の耐震化整備費用の一部を助成する。

○ 原子力防災対策事業（原子力安全対策課，地域医療整備課，薬務課） 347,452

防災活動に必要な資機材の整備，被ばく医療体制の充実，原子力

防災訓練の実施など，原子力防災対策の強化を図る。

○ 環境放射線監視測定事業（原子力安全対策課） 374,586

川内原子力発電所周辺の地域住民の安全の確保及び環境の保全を

図るため，環境放射線の監視を行うとともに，測定機器等を整備す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 環境放射線監視センター整備事業（原子力安全対策課） 237,359

老朽化した環境放射線監視センターを新築移転するため，建設予 その他債務負担

定地の土地造成工事，建物の建設工事を行う。 行為限度額

659,458

○○新 原子力発電施設立地地域共生交付金事業（エネルギー政策課） 1,250,500

国の原子力発電施設立地地域共生交付金を活用して，薩摩川内市

が行う避難施設としての機能も有し，同市を中心とする北薩地方の

都市機能の向上にもつながるコンベンション施設等の整備を支援す

る。

○ 原子力発電施設立地地域基盤整備支援事業（エネルギー政策課） 500,500

国の原子力発電施設立地地域基盤整備支援事業交付金を活用して，

いちき串木野市，阿久根市が行う防災機能の充実強化や地域活性化

等の取組を支援する。

○ 県営ため池等整備事業（公共）（農地保全課） 1,325,100

農業生産の維持や農業経営の安定を図るとともに，地域住民の安

全を確保する観点から，ため池等農業用施設の整備等を行い，災害

に強い農村づくりを推進する。

・ 実施箇所 ２７箇所

○ 県営農地保全整備事業（公共）（農地保全課） 1,033,277

シラス等の特殊土壌に覆われ，台風や豪雨により災害を受けやす

い農地の侵食を防止するため，排水路等を整備する。

・ 実施箇所 １２箇所

○ 停電対策用信号機発電装置等整備事業（警察本部 交通規制課） 30,446

原子力発電所等の災害発生時において，効果的な交通規制や避難

誘導を行うため，停電対策用信号機発電装置等を整備する。

-50-



- 51 -

事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 河川改修事業（浸水対策）（公共）（河川課） 1,136,000

奄美大島において，平成２２年から平成２４年にかけて相次いで

浸水被害が発生した河川の抜本対策を行う。

・ 対象河川 大美川,戸口川,住用川,川内川,金久田川,大川,

秋名川

○ 鶴田ダム再開発事業（公共）（河川課） 1,780,360

川内川流域の洪水被害を軽減するため，洪水調節容量の増量，放

流設備の増設を行い，洪水調節機能の強化を図る。

○ 県単河川等防災事業（寄洲除去）（県単公共）（河川課） 679,500

河川の氾濫を未然に防止するため，寄洲の除去を行う。

○ 総合流域防災事業（砂防事業等調査）（公共）（砂防課） 975,000

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定を行うため，

土砂災害の被害を受けるおそれがある箇所の調査を行う。

・ 対象 土石流危険渓流，地すべり危険箇所，急傾斜地崩壊危険

箇所等

○ 火山砂防事業（公共）（砂防課） 1,712,870

火山地域の荒廃渓流において，土砂流出による災害から人家，耕

地等を守るため，砂防堰堤や護岸工等の整備を行う。

・ 対象地区 霧島市霧島川など２５箇所

○ 急傾斜地崩壊対策事業（公共）（砂防課） 2,456,649

がけ崩れによる土砂災害から住民の生命を守るため，擁壁工，法

面工などの急傾斜地崩壊防止施設の整備を行う。

・ 対象地区 鹿児島市田上１０地区など５８箇所
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 特定緊急砂防事業（公共）（砂防課） 106,750

土石流等による甚大な被害が発生した箇所において，同規模の再

度災害による被害を防止するため，概ね４年以内に山腹工等の整備

を行う。

・ 対象地区 垂水市深港川 １箇所

○ 特定緊急地すべり対策事業（公共）（砂防課） 210,000

地すべりにより甚大な被害が発生した地区における災害の再発防

止を図るため，概ね３年以内にアンカー工等の地すべり防止工事を

行う。

・ 対象地区 南さつま市平崎 １箇所

○ がけ地近接等危険住宅移転事業（建築課） 10,942

住民の生命の安全を確保するため，がけ地に近接する危険住宅の

移転等を促進する市町村に対して助成する。

○ 建築物耐震化促進事業（建築課） 72,615

大規模な地震に備えて県民の生命等の安全性を確保するため，法

律で耐震診断を義務付けられた大規模建築物の耐震改修等費用の一

部を助成する。

・ 対象建築物 昭和56年以前に建築された，３階以上かつ延べ

面積5,000㎡以上のホテル・旅館，百貨店，店舗など

○ 橋梁の耐震補強（公共）（道路維持課） 290,720

緊急車両等の通行を確保するため，橋梁の耐震補強を行う。

・ 実施箇所 ４箇所（須崎橋，嶽橋，折生野橋，岩屋橋）
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事 業 内 容 予 算 額

千円
４ 人と自然が調和する地球にやさしい社会づくり

（１） 地球を守る脱温暖化への貢献

○ 地球環境を守るかごしま県民運動推進事業（地球温暖化対策課） 6,360

より効果的な温暖化対策を推進するため，「鹿児島県地球温暖化

対策推進条例」等に基づき，温暖化防止を図る各種施策や環境学習

支援等を実施し，地球温暖化対策の全県的展開を図る。

ア 県民運動推進事業

イ 省エネライフ推進事業

ウ かごしまこども環境大臣事業

エ 環境学習推進事業

オ 環境学習指導者人材バンク事業

カ 地球温暖化対策制度検討事業

キ エコ通勤普及推進事業

○ かごしま低炭素社会モデル創造事業（地球温暖化対策課） 29,867

屋久島において，二酸化炭素の発生が抑制された先進的な地域づ

くりを促進し，モデル性や発信性の高い取組を行う。

ア かごしま低炭素社会モデル創造事業

屋久島ＣＯ２フリーの島づくりに関する研究会の開催や地域協

議会における温暖化防止活動の推進

イ 屋久島電気自動車普及促進支援事業

電気自動車の導入支援

○ 九州版炭素マイレージ制度推進事業（地球温暖化対策課） 3,975

九州各県及び経済界と共同で，家庭や地域でのＣＯ２排出削減活

動に経済的インセンティブを付与する「九州版炭素マイレージ制度

（九州エコライフポイント）」を実施し，ＣＯ２排出削減と地域の

活性化を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ かごしまエコファンド推進事業（地球温暖化対策課） 4,007

事業者及び県民などの自発的な温室効果ガスの排出削減の取組を

促進するため，県内において，事業活動や社会活動により発生する

温室効果ガスのうち，自ら削減できない排出量について，森林整備

によるＣＯ２吸収量により埋め合わせを行う取組を推進する。

○ バイオマスエネルギー利用促進事業（エネルギー政策課） 4,164

地域の特性を生かした家畜排せつ物等によるメタン発酵ガス化発

電等の導入を促進するため，事業化にあたって必要となる調査等に

要する経費を助成する。

○ かごしまグリーンファンド導入促進事業（エネルギー政策課） 114,300

地元金融機関等とともに昨年設立した「かごしまグリーンファン

ド」への出資を通して，本県の地域特性を生かした再生可能エネル

ギーを導入する事業者を支援する。

○ 再生可能エネルギー等導入推進基金事業（エネルギー政策課） 481,899

環境保全基金を活用して，災害に強く，環境負荷の小さい地域づ

くりを推進するため，市町村等が実施する避難所や防災拠点等への

再生可能エネルギー等の導入を支援する。

○ 口之島周辺海流発電推進事業（エネルギー政策課） 1,384

口之島周辺海域における海流発電実証試験の実施に向け，関係機

関との各種調整や課題解決等の検討を行う。

○ 水素・再生可能エネルギーフェア事業（エネルギー政策課） 1,543

水素や再生可能エネルギーを活用した設備の導入を促進するため，

各種展示や実演・体験等を実施する「水素・再生可能エネルギー

フェア」を開催する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 環境にやさしい「かごしま木の家」推進事業（かごしま材振興課） 6,685

県産材の利用拡大を図るため，かごしま材を積極的に利用して家

づくりに取り組む工務店の活動を支援する。

・ 「かごしま緑の工務店」登録・取組ＰＲ

・ 「かごしま緑の工務店」活動支援

○ 森林にまなびふれあう推進事業（地球温暖化対策課，森林経営課， 32,327

森づくり推進課）

森林をすべての県民で守り育てる意識の醸成を図るため，森林に

ふれあう機会を提供するとともに，小中学校等における森林環境教

育や多様な主体による森林づくりなどを推進する。

ア 森林とのふれあい推進事業

イ 未来につなぐ森林環境教育推進事業

ウ 多様な主体による森林づくり推進事業

○ 森林をまもりそだてる整備事業 （森林経営課，かごしま材振興課， 379,880

森づくり推進課）

地球温暖化防止など森林の持つ公益的機能の維持・増進を図るた

め，間伐や再造林等の森林整備や県産材の利用拡大を推進する。

ア 未来につなぐ森林づくり推進事業

イ 里山林総合対策事業

ウ 木のあふれる街づくり事業

○ 造林事業（造林補助事業，保全松林健全化整備事業：公共） 1,618,800

（森林経営課，森づくり推進課）

地球温暖化防止や水源かん養など森林の有する多面的な機能を発

揮させる観点から，間伐や再造林等による多様で健全な森林づくり

に取り組む。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
（２） 地球にやさしい循環型社会の形成

○ 産業廃棄物循環型社会推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 38,157

県内完結型の産業廃棄物処理体制等の一層の推進を図るため，産

業廃棄物の処理施設の整備や技術の高度化等に向けた取組を支援す

るとともに，産業廃棄物の排出抑制，リサイクルの促進及び適正処

理の確保を図る。

ア 産業廃棄物処理施設高度化支援事業

イ 産業廃棄物リサイクル等研修事業

ウ 産業廃棄物処理施設計量器整備事業

エ 産業廃棄物リサイクル技術等支援事業

オ リサイクル製品普及事業

カ 廃棄物安定化促進等評価事業

○ 産業廃棄物適正処理推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 59,152

ア 不法処理防止対策事業

産業廃棄物の不法処理を防止するため，産業廃棄物適正処理監

視指導員による立入検査や不法投棄パトロールを行う。

イ 不法投棄対策強化事業

不法投棄を防止するため，産業廃棄物の監視体制を強化する。

・ 「産廃不法投棄１１０番」の運用

・ 「不法投棄防止強化月間」の普及推進

ウ 不法投棄等原状回復促進事業

産業廃棄物の適正処理の一環として，不法投棄された産業廃棄

物を撤去し，原状回復を行う経費を助成する。

○ エコパークかごしま関連事業（廃棄物・リサイクル対策課） 217,852

公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場「エコパークかごし

ま」について，住民への啓発活動や周辺地域の環境整備，地域振興

等に取り組む。

ア 普及啓発活動推進事業

イ エコパークかごしま周辺地域振興事業

ウ エコパークかごしま周辺地域環境整備事業(県単公共)

エ エコパークかごしま用地・補償事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 海岸漂着物地域対策推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 294,868

海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため，海岸漂着物

等の回収・処理等を実施する。

ア 海岸漂着物対策推進協議会運営事業

イ 海岸漂着物回収処理・発生抑制事業

○ ＩＰＭ産地拡大事業（食の安全推進課） 3,881

天敵昆虫等を利用する生物的防除を中心としたＩＰＭ（総合的病

害虫・雑草管理）技術に取り組む産地の拡大およびＩＰＭ農産物の

認知度向上をはかり，安心・安全な農作物の提供につなげる。

○ 環境保全型農業直接支援対策事業（食の安全推進課） 68,121

化学肥料・化学合成農薬の使用を原則５割以上低減した上で，地

球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む農

業者の組織する団体等を支援する。

（３） 自然あふれる癒しのかごしまづくり

○ 世界自然遺産登録連携推進事業（自然保護課） 4,954

世界自然遺産登録に向けた地元調整等を関係機関と連携して行う。

○ 奄美群島世界自然遺産候補地保全・活用事業（自然保護課） 44,633

奄美群島の平成３０年度の世界自然遺産登録を目指し，環境保全

や持続可能な観光利用など登録に必要な取組を推進する。

・ 核心地域における利用調整の手法等の検討

・ 「奄美自然観察の森」の再整備の検討

・ 奄美世界自然遺産トレイル（仮称）のルート選定

・ トレイルマップの作成・印刷や標識の基本計画の作成

・ 公共事業における環境配慮指針（仮称）の試行的実施と評価・

検討 等
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 霧島ジオパーク世界認定推進事業（地域政策課） 515

霧島ジオパークの世界ジオパーク認定に向け，関係市町等で構成

する推進連絡協議会が行う取組を支援する。

○ 生物多様性保全対策事業（自然保護課） 4,020

「生物多様性鹿児島県戦略」に基づき，生物多様性の保全と持続

可能な利用を図るため，外来種対策基本方針を策定するとともに，

県民への普及啓発のためのパンフレットを作成・配布する。

○ サンゴ礁調査研究基盤整備支援事業（自然保護課） 20,400

世界でも希少なサンゴ礁研究の適地である喜界島におけるサンゴ

礁の調査研究を支援するため，研究施設・設備等への助成を行う。

○ 奄美群島自然共生事業（自然保護課） 3,814

世界自然遺産登録に向けて，ウミガメの卵等の野生生物による食

害状況を把握し，保護対策等を検討する。

○ 希少野生動植物保護対策事業（自然保護課） 1,566

希少野生動植物の保護及び条例の趣旨の周知を図るため，希少野

生動植物保護推進員等による普及啓発活動等を実施する。

○ 自然公園総点検事業（自然保護課） 7,700

自然環境の保全を図るため，生物多様性保全の観点から重要な地

域を抽出するとともに，保護地域の見直しを行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
○ 鳥インフルエンザ環境調査事業（自然保護課） 4,195

野鳥における高病原性鳥インフルエンザウイルスを早期に発見し，

野生鳥獣の保護や人・家きんへの感染予防に資するため，野鳥の糞

便採取や死亡野鳥のウイルス検査を実施するとともに，初動防疫体

制の整備を図る。

○ ヤスデまん延防止対策事業（廃棄物・リサイクル対策課） 2,980

県内におけるヤンバルトサカヤスデのまん延防止のための調査，

普及・啓発を行う。

○ 大気監視測定事業（環境保全課） 36,320

大気の常時監視や有害大気汚染物質のモニタリング調査を行うと

ともに，工場・事業場の排出基準監視を実施する。

○ 水質監視測定事業（環境保全課） 25,096

河川，湖沼，海域及び地下水について，水質の常時監視を行うと

ともに，工場・事業場の排水基準監視を実施する。

○ 合併処理浄化槽整備促進事業（県単公共）（生活排水対策室） 491,312

合併処理浄化槽の整備を行う市町村に対して助成する。

○ 公共下水道整備促進事業（県単公共）（生活排水対策室） 11,500

公共下水道の整備を行う市町村に対して助成する。

○ 農業集落排水事業（公共，県単公共）（生活排水対策室） 480,764

農業集落排水施設の整備等を行う市町村に対して国費を含め助成

する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
５ 新 時 代 に 対 応 し た 戦 略 的 な 産 業 お こ し

（１） 新産業戦略の展開

○ 農山漁村６次産業化推進事業（農政課） 52,662

農業者等が自ら生産・加工・販売に取り組む６次産業化を推進す

るため，個別相談等を行うサポートセンターの運営や，事業者が行

う６次産業化の取組を支援する。

○ 一次加工品販路開拓等支援事業（農政課） 10,845

県産農畜産物の付加価値向上等を図るため，県産農畜産物を活用

する一次加工食品関連企業に対して，専門家を派遣し，品質管理や

販路開拓等を支援する。

○ 食品加工振興推進対策事業（農政課） 5,858

県内食品加工事業者等のレベルアップを図るための食品加工に関

する総合的な人材育成を行うとともに，販路拡大を図るための農業

者，加工業者と小売店バイヤー等との商談会を開催する。

○ 大隅加工技術研究センター関係事業（農政課） 172,272

高付加価値型農業への展開を図るため，大隅加工技術研究セン （ ３補）

ターにおいて新たな加工・流通技術の研究・開発，加工事業者等に

よる加工品の試作品づくりや販路拡大等を支援する。

ア 大隅加工技術研究センター運営事業

イ 大隅加工技術研究センター試験研究事業

ウ 大隅加工技術研究センター企画調整事業

エ 食品加工事業者連携推進事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 九州・山口６次産業化等連携推進事業（農政課） 1,497

九州・山口が一体となって，観光産業や食品外食産業等と連携し （ ３補）

た６次産業化等の推進を図るため，九州各県等で構成する九州・山

口６次産業化・農商工連携推進協議会（仮称）に参画し，本県の６

次産業化等の推進に資する。

○ 企業立地促進補助事業（産業立地課） 1,033,362

本県経済の浮揚と雇用機会の創出を図るため，企業が行う設備投 その他債務負担

資に係る経費の補助，進出企業が行う設備の増設・更新等に要する 行為限度額

経費の補助に加え，本社機能の移転に伴う経費を補助する。 334,000

○ 発電用施設周辺地域立地企業ＢＣＰ緊急対策事業（産業立地課） 90,000

企業のＢＣＰ対策を促進し，雇用機会の確保を図るため，進出企

業が行う防災対策関連の施設・設備の整備に要する経費を助成する。

○ 発電用施設周辺地域生産設備投資支援利子補給事業（産業立地課） 20,000

県内企業の生産性向上を促進し，雇用機会の確保を図るため，企 その他債務負担

業が生産設備投資のために借り入れた資金に係る支払利子の一部を 行為限度額

助成する。 70,000

○ 企業誘致ネットワーク整備事業（産業立地課） 22,174

幅広い知識と豊富な人脈等を有する民間企業出身者を産業創生ア

ドバイザー・企業誘致専門員として活用し，企業誘致を促進する。

○ 「しごと」創生～巡る。かごしまの工業団地ツアー事業（産業立地課） 3,695

本県への企業立地を促進するため，県外企業の経営者等を招へい

し，本県の工業団地を紹介するツアーを実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 食品関連産業推進協議会事業（商工政策課） 8,592

食品関連産業振興プロジェクトを推進するため，関係者を構成員

とする協議会を開催する。

○ 食品関連産業経営者塾事業（商工政策課） 42,282

食品関連企業の経営力強化を図るため，経営者向けセミナーを実

施するとともに，魅力ある商品づくりや商談会の開催など販路開拓

を支援する。

○ 食の専門家チーム派遣事業（商工政策課） 13,820

食品関連企業の経営戦略や営業，ブランディングなどの課題解決

を支援するため，専門家チームを派遣する。

○ 食品関連産業デザイン活性化事業（経営金融課） 11,721

食品関連企業のデザイン性に優れた商品づくりを支援するため，

企業やデザイナー等を対象としたセミナーの開催や，企業とデザイナ

ーのマッチングなどを実施する。

○ 食品関連産業ものづくり革新推進事業（経営金融課） 14,765

食品関連企業の利益力アップを図るため，生産管理の専門家を企

業に派遣して助言を行うほか，生産管理に関するセミナーなどを開

催する。

○ かごしまの「食」付加価値向上対策事業（産業立地課） 165,927

国内外の有力な市場を対象に，現地のニーズに対応した新商品開

発や販路開拓など，食品関連企業が行う付加価値向上に向けた取組

を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 安心・安全な食の認証取得促進事業（産業立地課） 80,469

食品関連企業が行う食品の安全性や衛生管理などの認証取得に向

けた取組を支援する。

○ 食品加工技術強化事業（産業立地課） 19,866

食品加工技術の強化を図るため，食品関連企業が求める加工上の

技術的ニーズと機械製造業者の持つ技術的シーズをマッチングした

産学官連携による機械装置等の研究開発を支援する。

○ 食品関連産業魅力発見事業（雇用労政課） 4,427

職業意識の醸成や地域の食品関連産業の認知度の向上を図るため，

求職者が県内各地の食品関連企業を訪問する食業魅力発見ツアーを

実施する。

○ 食品関連産業人材確保支援事業（雇用労政課） 7,240

食品関連産業への就職を促進するため，求職者と食品関連企業と

の就職面談会を開催する。

○ 食品関連産業新規求職者就職応援事業（雇用労政課） 41,543

食品関連産業への就職を促進するため，就業に資する研修と食品

関連企業への派遣により，求職者に雇用機会を提供し，派遣期間終

了後の継続雇用を目指す。

○ 地域中核的企業オンデマンド型成長支援事業（産業立地課） 25,300

製造業を支える中核人材の育成，イノベーション等による付加価

値の創出など，地域中核的企業が抱える個別の課題を解決するため，

企業自らが企画・実施するプロジェクトに要する経費を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 中小製造業者創業・新分野進出等支援事業（産業立地課） 189,542

地域経済の活性化や雇用機会の確保を図るため，創業や新たな分

野への進出，規模拡大に取り組む中小製造業者に対し，経営計画の

策定，研究開発，設備投資等を一貫して支援する。

○ 製造業海外取引支援事業（産業立地課） 7,690

海外への取引拡大を図る県内の製造業者を対象に，海外市場動向

等に係るセミナーの開催や海外商談会への出展支援等を実施し，海

外における新たな取引先の開拓を支援する。

○ 重点業種研究開発支援事業（産業立地課） 13,000

本県が集積を図ろうとする自動車，電子，新成長分野関連産業の

振興を図るため，新技術・新製品の研究開発を支援する。

○ ヘルスケア関連機器産業参入支援事業（産業立地課） 3,800

今後の市場拡大が期待されるとともに，中小企業の進出が大きく

期待されるヘルスケア産業について，県内ものづくり企業への支援

を行い，同産業への参入を促進する。

○ トライアル発注・販路開拓支援事業（産業立地課） 6,011

県内の中小企業等が開発した製品等について，県の機関が試験的

に発注するとともに，県外での展示会等への参加を促進することな

どにより，販路の開拓・受注機会の拡大を図る。

○ かごしま若手経営者育成事業（かごしま産業おこし郷中塾） 22,711

（商工政策課）

県内中小企業の若手経営者や後継者等を対象に，経営哲学や先端

事例を学び，異業種交流などを行う講座を開催し，鹿児島の産業を

担う若手経営者を育成する。

・ 対 象 者：県内中小企業の若手経営者，後継者等

・ 対象人数：１００名程度

・ 開催回数：６回程度
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 小規模事業者販路開拓支援事業（商工政策課） 40,000

小規模事業者の販路開拓，収益の増加及び経営者のスキルアップ ( ３補)

を図るインキュベーションショップとしての「かごしま特産品市場」

の活動を支援する。

○ 地域活性化起業家支援事業（産業立地課） 81,168

県内過疎地域等において新たなビジネスや雇用を創出し，地域の ( ３補)

活性化を促進するため，当該地域で起業を目指す人などを対象に，

起業初期段階における負担軽減等の支援を行う。

○ サービス・イノベーション推進事業（経営金融課） 71,276

宿泊業や飲食業など県内雇用の大きな受け皿となっているサービ ( ３補)

ス産業について，より質の高いサービスの提供や効率性の向上など

付加価値の向上につながる取組を支援することにより，雇用の安定

と地域経済の活性化を図る。

○ プロフェッショナル人材戦略拠点事業（経営金融課） 53,717

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し，県内企業への即 ( ３補)

戦力人材の還流と，これらの人材を活用した企業の経営革新を促進

する。

○ ＩＴ産業ビジネス展開支援事業（産業立地課） 4,915

県内のＩＴ関連企業の技術者を対象に，今後の市場拡大が期待さ

れるクラウドサービス等新技術の実践講座を開催することにより，

情報通信産業の人材育成を支援する。

○ 県内企業グローバル人材活用支援事業（産業立地課） 3,590

県内企業の国際的なビジネス展開を支援するため，県内大学等に

在籍する外国人留学生と企業のビジネス交流会等を開催する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 九州・山口発ベンチャー支援プラットフォームの構築事業 1,251

（産業立地課） ( ３補)

地元ベンチャー企業の資金調達・販路拡大を支援するため，ベン

チャー企業と投資家等とのビジネスマッチングイベントを九州・山

口共同で開催するとともに，ネットワークの構築等を図る。

○ 「知的財産推進戦略」推進事業（産業立地課） 4,530

「鹿児島県知的財産推進戦略」に基づき，知的財産権制度の普及

啓発及び相談窓口の設置などにより，本県の産業競争力の強化及び

地域経済の活性化を図る。

○ 鹿児島・神奈川ビジネスマッチング支援事業（産業立地課） 1,606

神奈川県が主催する工業技術見本市や商談会への本県企業の出展

を支援し，本県企業の受注機会や販路の拡大を図る。

○ 県中小企業融資制度運営事業（経営金融課） 149,092

中小企業者の経営の合理化及び安定強化に必要な資金の融資を行 その他債務負担

う。 行為限度額

ア 新規融資枠 35,000,000千円 257,467

イ 信用保証料補助 149,092千円

ウ 損失補償 257,467千円

エ 「耐震改修支援資金（仮称）」の創設

・ 耐震改修（耐震診断，補強設計を含む）に取り組む中小企業

者を支援するための資金を創設

○ 中小企業支援資金貸付事業（特別会計）（経営金融課） 531,885

経営体質の改善や環境変化への対応のために，中小企業者が組合

事業として行う共同施設等の建設に対し,必要な資金の融資を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 中小企業経営革新支援事業（経営金融課） 6,621

新商品や新サービスの開発・提供など，新たな事業活動に積極的

にチャレンジする中小企業を支援し，県内中小企業者の経営基盤の

強化を図る。

○ 県内中小企業人材育成支援事業（産業立地課） 1,643

中小製造業者における高校新卒等の若手社員やその指導者を対象

に，ものづくり意識の醸成やコミュニケーションスキルを高めるた

めの研修を実施する。

○ 中小企業振興に関する意見交換会の開催（商工政策課） 642

「中小企業の振興に関するかごしま県民条例」に基づき，各地域

振興局・支庁単位で中小企業者等との意見交換会を開催する。

○ 宇宙にもっとも近い産業・観光・人材育成推進事業（地域政策課） 2,161

国内唯一のロケット打上げ施設を生かした新事業創出や人材育成

等を図るため，宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）と連携し，県内

企業等を対象としたセミナーや将来を担う子ども達向けのフォーラ

ムを開催する。

（２） 新時代に対応した農林水産業の振興と「安心・安全・新食料供給基地」

の形成

○ 力みなぎる「かごしまブランド」定着促進事業（農政課） 3,305

消費者の高い信頼を得られる産地づくりを進めるため，県域かご

しまブランド産地の育成等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 農地集積推進事業（農村振興課） 777,942

担い手への農地集積・集約化を加速化するため，農地中間管理機

構の事業活動への支援等を行う。

ア 農地中間管理機構事業

機構が行う農地の貸借による農地集積・集約化の取組等の支援

イ 機構集積協力金交付事業

機構に農地を貸し付ける地域や農地の出し手への協力金の交付

ウ 農地売買支援事業

機構が行う農地の買入や担い手への売渡活動等の支援

○ 認定農業者育成支援事業（経営技術課） 4,251

認定農業者等担い手を確保・育成するため，担い手の経営支援を

行う県担い手協議会に対して助成するとともに，経営体や農業法人

を育成するため，個別相談や経営診断等を実施する。

○ 中心経営体等施設整備事業（経営技術課） 234,554

「人・農地プラン」に位置付けられた中心経営体等による経営規

模の拡大や農産物の加工・流通・販売等の経営の多角化など，農業

経営の改善のために行う農業用機械等の導入に対して支援する。

○ 企業等農業参入促進事業（経営技術課） 4,763

企業等の農業参入を促進するため，参入相談や研修会等の開催，

参入に係る情報収集や関連情報の提供など各種支援活動を実施す

る。

○ 人・農地プラン推進支援事業（経営技術課） 25,043

担い手への農地集積・集約化，地域農業のあり方等を記載した

「人・農地プラン」についての継続的な話し合いと見直しを行う市

町村を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 農業経営法人化等緊急支援事業（経営技術課） 10,491

農業者等が法人経営を行う際に必要となる財務管理等に関する知

識の習得，集落営農の組織化・法人化等の取組を支援する。

○ 人・農地プラン実践支援活動事業（経営技術課） 1,385

地域営農の将来像の実現を進めるため，集落営農の育成や農作業

受委託体制の整備などの取組を支援する。

○ 新規就農・就業総合支援事業（経営技術課） 13,770

将来の担い手となる青年農業者を確保・育成するため，青年等就

農計画制度を推進するとともに，就農・就業の相談活動や青年農業

者の生産・経営管理技術の向上支援等に取り組む。

○ 青年就農給付金事業（経営技術課） 1,365,753

青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため，就農前の研修

期間（最長２年間）及び就農直後（最長５年間）の所得を確保する

給付金を給付する。

○ がんばる女性農業者育成支援事業（経営技術課） 1,652

女性農業者が農業経営や地域農業へ参画し，地域農業の担い手と

してさらなる活躍を促進するために，海外農家体験研修への派遣に

よる資質向上，女性農業経営士等のリーダーの育成を図るとともに，

異業種との連携による新たな取組を推進する。

○ 大規模畑かん営農推進事業（経営技術課） 1,850

曽於畑地かんがい地区において，農業法人等の大規模経営体を中

心にした付加価値の高い営農の拡大に向けた取組を支援するととも

に，大規模畑地かんがい事業実施地区において，推進品目や推進方

策等を明らかにした営農ビジョンの実現に向けた営農推進活動の展

開を図る。

-69-



- 70 -

事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 産地パワーアップ事業（農産園芸課） 1,587,770

地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき，

意欲のある農業者等が行う高収益作物・栽培体系への転換を図るた

めの農業機械の導入や集出荷施設の整備等を支援する。

○ かごしま園芸産地総合対策事業（農産園芸課） 34,322

本県園芸生産の拡大と園芸専作農家の育成を図るため，関係機関

・団体の緊密な連携協調により，各種研修会・検討会の開催や実証

ほの設置など産地の育成を支援するとともに，集出荷貯蔵施設等の

整備に対して助成し，生産･流通体制の強化を図る。

○○新 加工・業務用野菜安定供給対策事業（農産園芸課） 7,000

県内加工業者の原料野菜へのニーズに対応するため，県内加工業

者，野菜生産者等の関係者が一体となり，加工に適した新たな品種

や作型の導入などによる課題解決を行い，原料野菜の安定供給や契

約取引の拡大を図る。

○ かごしま茶産地力向上条件整備事業（農産園芸課） 282,328

元気な担い手の育成と足腰の強い産地づくりの強化を図るため，

生産団体等が行う荒茶加工施設や防霜施設の整備を支援する。

○ 売れる仕上げ茶等生産推進対策事業（農産園芸課） 2,177

市場性の高い仕上げ茶の生産を促進するため，仕上げ茶の加工技

術習得のための研修会の開催やアドバイザーによる現地指導等を実

施する。

○○新 かごしま茶ブランド確立対策事業（農産園芸課） 6,937

「かごしま茶」のブランド産品指定の拡大や「かごしま」を前面

に打ち出した販売戦略と国内の販売拠点づくりを強化するとともに，

県内での消費拡大対策や茶の機能性のＰＲに積極的に取り組む。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 かごしま茶輸出拡大事業（農産園芸課） 4,083

緑茶の消費量が伸びている米国，ＥＵ等への更なる輸出拡大を図

るため，有機栽培技術の確立など輸出相手国の食品安全基準に対応

できる茶づくりを進めるとともに，海外でのかごしま茶の情報発信

に取り組む。

○ さとうきび産地活性化事業（農産園芸課） 173,106

さとうきびの低コストで持続的な生産体制の確立やさとうきび農

家の経営基盤の強化及び生産技術の向上等の取組を総合的に支援す

るため，さとうきび増産計画の着実な実施を図るとともに，優良種

苗の原苗ほの設置，共同利用施設・機械の整備などに対して助成す

る。

○ 農業・農村活性化推進施設等整備事業（県単公共）（農政課） 206,881

「かごしま食と農の先進県づくり大綱」に掲げた重点施策の実現に

向けて，緊急かつ優先的な分野への重点化を図り，農業・農村の活

性化に資する施設等の整備を総合的に推進する。

○ 活動火山周辺地域防災営農対策事業（農政課） 1,475,040

桜島降灰による農作物被害を防止・軽減し，地域農業の発展を図

るため，被覆施設や洗浄施設の整備等を行う農業者団体等を支援す

るとともに，被害防止・軽減に関する試験研究を行う。

○ 畑地帯総合農地整備事業（公共）（農地整備課） 8,229,331

畑作農業経営の体質強化のため，国営かんがい排水と連携するな

ど，農業用用排水施設，区画整理等の基盤整備を推進する。

○ 多様なかごしまの米づくり推進事業（農産園芸課） 1,398

良食味品種「あきほなみ」の品質向上を推進するとともに，業務

用，加工用などに適した多収性品種の実証等により，多様なかごし

まの米づくりを推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 新たな水田農業確立推進事業（農産園芸課） 15,013

水田を最大限に活用し，需要に応じた米生産の推進や生産性の高

い水田農業の確立を図るために市町村等が行う取組に対して支援を

行う。

○ 農業者経営所得安定対策推進事業（農産園芸課） 153,772

農業者の経営安定を図るため，経営所得安定対策等の普及・推進

活動や対象作物（米，麦，大豆等）の生産振興に必要な施設導入経

費に対して助成する。

○○新 飼料用米団地化・生産拡大支援事業（農産園芸課） 20,141

畜産農家の経営安定及び稲作農家の所得向上を図るため，飼料用

米の団地化や生産拡大に取り組む生産者団体等への支援を行う。

○ かごしまの農林水産物認証制度普及事業（食の安全推進課） 2,781

食の安心・安全の確保を図るため，全国に先駆けて生産工程管理

手法を導入した「かごしまの農林水産物認証制度」の円滑な推進と

産地への普及・拡大，県内外消費者への更なる認知度向上を図る。

○ 農山漁村６次産業化推進事業【再掲】（農政課） 52,662

農業者等が自ら生産・加工・販売に取り組む６次産業化を推進す

るため，個別相談等を行うサポートセンターの運営や，事業者が行

う６次産業化の取組を支援する。

○ 九州・山口６次産業化等連携推進事業【再掲】（農政課） 1,497

九州・山口が一体となって，観光産業や食品外食産業等と連携し （ ３補）

た６次産業化等の推進を図るため，九州各県等で構成する九州・山

口６次産業化・農商工連携推進協議会（仮称）に参画し，本県の６

次産業化等の推進に資する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 食品加工振興推進対策事業【再掲】（農政課） 5,858

県内食品加工事業者等のレベルアップを図るための食品加工に関

する総合的な人材育成を行うとともに，販路拡大を図るための農業

者，加工業者と小売店バイヤー等との商談会を開催する。

○ 特殊病害虫対策事業（食の安全推進課） 2,275,234

本県で発生している特殊病害虫（ミカンコミバエ，アリモドキゾ

ウムシ等）のまん延防止と根絶に向けた取組を進めるとともに，侵

入警戒調査を実施する。

○ 獣医師確保対策事業（畜産課） 34,484

県獣医師の確保を図るための各般の施策を講じる。

・ 鹿児島県獣医師確保対策修学資金の貸与

・ 県獣医師への勧誘対策

・ 職員立案型研修の実施

○ 畜産クラスター事業（畜産課） 2,565,241

地域一体となった畜産振興を図るため，地域の畜産クラスター協

議会が実施する中心的経営体の収益性向上等のための畜舎や堆肥舎

等の整備を支援する。

○ 「鹿児島黒牛」改良増殖推進事業（畜産課） 87,052

遺伝子診断や受精卵移植技術を活用した候補種雄牛の生産や産肉

能力検定を実施することにより，産肉性や飼料効率に優れた経済性

の高い優良種雄牛を選抜・造成し，「鹿児島黒牛」の一層の銘柄確

立に努める。

○ 全国和牛能力共進会出品対策事業（畜産課） 3,940

平成２９年度に宮城県で開催される第１１回全国和牛能力共進会

に向けて，関係機関・団体と一体となって，優秀な候補牛を確保す

るための取組を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 酪農ヘルパー利用支援事業（畜産課） 2,693

酪農ヘルパー制度の安定的な運営のため，酪農家への支援を行う。

○ 酪農経営安定推進事業（畜産課） 3,300

夏期需要期における生乳生産の拡大による酪農家の経営安定を図

るため，優良雌牛の導入を支援する。

○ 「かごしま黒豚」第４系統豚導入事業（畜産課） 37,000

県内の黒豚農家に種豚を供給している一般社団法人鹿児島県種豚

改良協会に対して，第４系統豚の導入を支援する。

○ 「黒さつま鶏」生産基盤強化事業（畜産課） 2,207

「黒さつま鶏」の安定的な生産体制を強化するため，原種鶏の増

殖を行う。

○ コントラクター等活動強化支援事業（畜産課） 1,200

農作業等を受託するコントラクター等の機能高度化による活動基

盤の強化を図るため，研修会・検討会の開催や，課題を調査・検討

するためのモデル実証を実施する。

○○新 耕畜連携地域資源フル活用推進事業（畜産課） 1,084

地域の実情に応じた今後の自給飼料増産の方向性を探るため，地

域に在する低・未利用資源等をフル活用した飼料増産の取組を促進

する。

○ 家畜伝染病危機管理体制整備事業（畜産課） 5,222

海外悪性伝染病の侵入・発生予防のため，農場における自衛防疫

対策の指導を行うとともに，万全な侵入予防対策と速やかなまん延

防止対策を図るため，防疫演習の実施や防疫資材等を整備する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 家畜伝染病侵入防止体制整備確立事業（畜産課） 46,198

口蹄疫等海外悪性伝染病の侵入・発生を防止するため，伝染病等

の発生に関する情報の周知を図るとともに，飼養衛生管理基準の遵

守状況確認・指導のための農場への立入検査を行う。

○ 自衛防疫強化総合対策事業（畜産課） 10,673

畜産農家の自主的防疫体制を整備するとともに，ＰＥＤ等の伝染

性疾病の発生及びまん延防止を図るための防疫措置を実施する。

○○新 家畜疾病清浄化推進・危機管理システム構築事業（畜産課） 16,090

家畜伝染病発生時の迅速かつ的確なまん延防止を図るとともに，

と畜検査データを活用した効率的な疾病対策を講じるための新たな

システムを整備する。

○ 畜産基盤再編総合整備事業（公共）（畜産課） 1,036,537

畜産担い手の育成による畜産主産地の形成を図るために，草地造

成等の飼料基盤整備，畜舎等の農業用施設整備等を行う。

○ 畜産環境総合整備事業（公共）（畜産課） 794,718

将来にわたり畜産主産地としての発展が期待される地域において，

総合的な畜産経営の環境整備を行い，家畜排せつ物等の地域資源の

リサイクルシステムを構築する。

○ 農業開発総合センター果樹部試験研究施設整備事業（経営技術課） 462,852

「２１世紀における農業試験研究体制あり方検討委員会」の提言

等を踏まえ，果樹部を吹上・金峰地区に集約移転するため，附帯施

設やほ場等の整備を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 かごしまの“食”推進事業（農政課） 2,419

かごしまの“食”交流推進計画（第３次）に基づき，地産地消を

基本とした健康で豊かな食生活の普及・定着を図るため，分かりや

すくて実効性の高い「かごしまの“食”」を推進する。

○ 多面的機能支払交付金（公共）（農村振興課） 1,768,223

農業・農村の有する国土の保全や水源のかん養，良好な景観の形

成などの多面的機能の維持・発揮を図るため，農地や農業用施設等

の地域資源を保全する地域共同活動の支援を行う。

○ 浜の活力再生支援事業（水産振興課） 2,302

「浜の活力再生プラン」に掲げる漁業所得の向上や漁村地域の活

性化の取組を支援する。

○ 豊かな海づくり総合推進事業（水産振興課） 163,651

マダイ・ヒラメの大規模放流事業等を実施し，資源の回復・維持

増大を図る。

○ 漁業生産の担い手育成確保事業（水産振興課） 2,367

新規漁業就業者を確保するための「ザ・漁師塾」の開催や就業相

談をはじめ，中核的な漁業者の育成等を行い，本県水産業を支える

担い手の育成確保を図る。

○ カンパチ種苗生産事業（水産振興課） 79,672

優良親魚の選抜による育種の開発を行うとともに，安心・安全な

カンパチ人工種苗の生産を行い，養殖漁業者へ種苗の提供を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ ウナギ資源増殖対策事業（水産振興課） 3,000

将来にわたってウナギ資源の維持・確保を図るため，国と連携し

てシラスウナギ来遊状況調査などを行う。

○ 内水面ウナギ資源管理推進事業（水産振興課） 2,058

将来にわたってウナギ資源の維持・確保を図るため，漁業権のな

い主要河川の生息環境調査等を行い，資源管理を推進する。

○○新 かごしま海の恵み流通拡大事業（水産振興課） 3,934

本県産水産物の流通拡大を図るため，県内外において生産者団体

等が行う販売促進活動や魚食普及活動を支援する。

○○新 ブリ人工種苗導入事業（水産振興課） 55,371

北米市場を中心とした海外からの需要の高い人工種苗由来の養殖

ブリの生産拡大と輸出量の増大を図るため，人工種苗生産施設の整

備や技術移転に取り組む。

○ 水産加工未来チャレンジ事業（水産振興課） 2,831

県産水産加工品の品質向上とＰＲを推進するため，水産物品評会

を開催する。また，かつお節製造過程における有害化学物質の発生

を低減するための取組を支援する。

ア かごしまの水産加工品付加価値向上支援事業

イ かつお節国際規格対策事業

○ かごしまのさかな海外市場拡大事業（水産振興課） 6,244

県水産物等輸出促進協議会の輸出促進戦略に基づき，生産者等が

行う海外における販売促進活動への支援を行うとともに，輸出専門

人材の育成や新市場開拓に向けた調査等に取り組む。

-77-



- 78 -

事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 水産多面的機能発揮対策事業（水産振興課） 27,775

藻場や干潟，海浜や河川環境の保全活動など，漁村の有する多面

的機能の発揮に資する漁業者組織の活動を支援する。

○ 漁業近代化資金等融通助成事業（水産振興課） 46,170

漁業者等への長期かつ低利の設備資金等の融通を円滑にするため

融資機関に利子補給を行い，漁業者等の資本装備の高度化及び経営

の近代化を図る。

○ 漁協経営改善促進事業（水産振興課） 10,246

経営改善に取り組む漁協が借り入れる借換資金の保証料の一部を

助成することにより，当該漁協の経営改善の促進を図る。

○○新 水産業金融安定化支援事業（水産振興課） 495,000

県内漁協等に対する安定的な資金供給体制を確保するため，経営

の改善に取り組む県信用漁業協同組合連合会に対する優先出資を行

う。

○ 種子島周辺漁業対策事業（水産振興課） 488,150

ロケット打上げによる漁業への影響を緩和するため，関係漁協等

が行う共同利用施設等の整備に対して助成する。

○ 基地周辺対策施設整備事業（水産振興課） 21,914

防衛施設等が漁業活動に及ぼす影響を緩和するため，関係漁協等

が行う共同利用施設等の整備に対して助成する。

○ 水産物卸売市場施設再整備事業（水産振興課） 500,073

水産物卸売市場における流通の効率化や品質管理の徹底を図るた

め，鹿児島市が行う鹿児島市中央卸売市場魚類市場等の再編整備に

対して助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ ２００カイリ水域内漁業資源総合調査（水産振興課） 46,487

資源減少が危惧されている２００カイリ水域内の漁業資源を評価

し，漁獲可能量の設定や水産資源の維持，適切な利用の推進に資す

るため，漁場環境調査や資源量調査等に取り組む。

○○新 赤潮被害防止対策調査事業（水産振興課） 4,638

近年増加している新奇有害赤潮の調査体制を拡充し，赤潮の集中

調査や養殖魚への影響調査等を実施するとともに，漁業者に情報を

迅速に提供する体制を構築し，漁業被害の未然防止・軽減を図る。

○ 広域漁港整備事業（公共）（漁港漁場課） 3,143,539

水産物の生産及び流通の拠点整備を図るため，漁港施設の整備を

行う。

・ １５漁港

○ 水産基盤機能保全事業（公共）（漁港漁場課） 597,518

漁港施設の長寿命化を図るとともに，更新コストの平準化及び縮

減を図るため，機能保全計画を策定し，計画的に機能保全工事を行

う。

・ １５漁港，２地区

○ 漁港施設機能強化事業（公共）（漁港漁場課） 139,850

高潮・波高の増大等に対する漁港の安全対策として，漁港施設の

機能強化を図る。

・ １漁港，３地区

○ 広域漁場整備事業（公共）（漁港漁場課） 1,049,600

魚礁設置等による広域的な漁場整備を行い，水産資源の維持・増

大と漁業経営の安定を図る。

・ ４地区
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 種苗事業（森林経営課） 16,207

造林用優良苗木の安定的な生産・供給を図るため，苗木生産施設

の整備や穂木の確保等を支援するとともに，県営採種穂園の管理，

需給調整機能の強化等に取り組む。

ア 林業種苗事業振興資金

イ 林木育種事業

ウ 「循環の森林」苗木安定供給対策事業

○ 木材生産総合対策推進事業（かごしま材振興課） 4,636

木材生産量の増大と循環型森林経営の構築を図るため，意欲ある

林業事業体を核とした増産対策や広域的な集荷・流通対策などの取

組を支援する。

○ 森と人をつなぐ集約化推進事業（森林経営課） 1,648

森林施業の集約化を推進する森林施業プランナーの育成や，地域

林業関係者が連携した施業集約化や再造林の実施に必要な合意形成

活動に取り組む。

○ 林業・木材産業構造改革事業（かごしま材振興課） 87,777

未利用木質資源の有効活用を図るため，木材加工流通施設の整備

等を支援する。

○ 森林整備地域活動支援事業（森林経営課） 201,186

林業の再生とそれを通じた森林の有する多面的な機能の発揮を図

るため，森林施業の集約化に必要な地域活動を支援する。

-80-



- 81 -

事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 森林整備・林業木材産業活性化推進事業（かごしま材振興課） 936,342

林業・木材産業の活性化を図るため，間伐材の生産や路網の整備，

高性能林業機械の導入を促進するとともに，木材加工流通施設等の

整備を支援する。

ア 「森林整備推進等基金」推進体制整備事業

イ 力強い木材産業づくり事業

ウ かごしま木づかい推進事業

エ ふるさとの森再生事業

オ○新 力強い木材産業生産性強化対策事業

カ○新 ふるさとの森生産性強化対策事業

キ○新 次世代ふるさとの森再生事業

○ 環境にやさしい「かごしま木の家」推進事業【再掲】 6,685

（かごしま材振興課）

県産材の利用拡大を図るため，かごしま材を積極的に利用して家

づくりに取り組む工務店の活動を支援する。

・ 「かごしま緑の工務店」登録・取組ＰＲ

・ 「かごしま緑の工務店」活動支援

○ かごしま材利用推進事業（かごしま材振興課） 382,990

かごしま材の利用を推進し，林業・木材産業の活性化を図るため，

公共施設等の木造・木質化や海外への輸出，ＣＬＴの利活用促進な

どの取組を支援する。

ア 木造公共施設整備事業

イ かごしま材利用促進事業

ウ 認証かごしま材安定供給対策事業

エ 県産材輸出拡大支援事業

オ かごしまスギブランド確立事業

カ○新 ＣＬＴ利活用加速化事業

○○新 かごしま竹の郷創生事業（森林経営課） 11,588

豊富な竹林資源を活かして，地域の活性化を図るため，早掘り

たけのこの生産体制の強化や，竹材の有効活用を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 特用林産物の産地づくり推進事業（森林経営課） 5,827

しいたけなどの特用林産物の生産拡大を図るため，生産基盤の整

備や担い手の確保・育成，消費拡大の取組を支援する。

・ 新規生産者の育成

・ 生産基盤・加工施設等の整備に対する支援

・ 安心・安全な特用林産物の普及・啓発等

・ 特用林産物の消費拡大

○ 森林にまなびふれあう推進事業【再掲】（地球温暖化対策課， 32,327

森林経営課，森づくり推進課）

森林をすべての県民で守り育てる意識の醸成を図るため，森林に

ふれあう機会を提供するとともに，小中学校等における森林環境教

育や多様な主体による森林づくりなどを推進する。

ア 森林とのふれあい推進事業

イ 未来につなぐ森林環境教育推進事業

ウ 多様な主体による森林づくり推進事業

○ 森林をまもりそだてる整備事業【再掲】（森林経営課， 379,880

かごしま材振興課，森づくり推進課）

地球温暖化防止など森林の持つ公益的機能の維持・増進を図るた

め，間伐や再造林等の森林整備や県産材の利用拡大を推進する。

ア 未来につなぐ森林づくり推進事業

イ 里山林総合対策事業

ウ 木のあふれる街づくり事業

○ 県営林管理事業（森づくり推進課） 30,745

県営林財産の適正な管理・利活用を図るため，作業道等の開設・

改良・補修及び立木処分等を実施する。

また，主伐と再造林までの一貫作業により低コスト・効率化を図

り，マニュアルの作成等を行うことで民有林への普及啓発を行う。

○ 森林病害虫等防除事業（森づくり推進課） 149,094

松くい虫被害の拡大を防止するため，保安林等の重要な松林を対

象に特別防除・地上散布や伐倒駆除を実施し，松林の保全を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 森林整備公社運営指導事業（森づくり推進課） 515,185

(公社)鹿児島県森林整備公社の円滑な運営を図るために必要な資 その他債務負担行

金の貸付及び利子補助を行う。 為限度額469,743

千円及び損失確定

日以降の未補償額

に対し，損失補償

契約に定める利子

（３） 世界を魅了する観光地“ＫＡＧＯＳＨＩＭＡ”の形成

○ 観光かごしま創生事業（観光課） 500,000

「明治日本の産業革命遺産」の世界文化遺産登録や明治維新15 0

周年を契機として，鹿児島の観光を飛躍させる新たな施策を集中的

に実施する。

ア 世界ブランド「ＫＡＧＯＳＨＩＭＡ」確立集中プロモーション事業

明治維新150周年や，「奄美・琉球の世界自然遺産」登録，東京

オリンピック・パラリンピック開催等を見据え，国内外のメディ

ア等を活用した大型プロモーションを展開し，世界ブランド「

ＫＡＧＯＳＨＩＭＡ」の確立を図る。

イ らくらくかごしま巡り事業

県内を周遊する際の移動に要する費用（レンタカー・タクシー

・ツアーバス）を助成し，本県を訪れる観光客の県内各地への誘

客を図る。

ウ 地域観光資源磨き上げ事業

「祭り」や「文化」，「食」といった地域資源を，稼げる「観光

資源」に磨き上げ，旅行商品化を図るとともに，観光客の満足度

向上を図る。

エ かごしま観光人材確保・定着支援事業

将来の観光かごしまを担う人材の確保や定着に向けた取組に対

して支援する。

○ 観光かごしま大キャンペーン推進事業（観光課） 85,000

行政と民間が一体となり，積極的な誘客対策や観光かごしまの広 （ ３補）

報宣伝を展開する。

また，明治維新１５０周年に向けた特別キャンペーンの実施など

ブランド力のある観光資源を活かし，更なる誘客促進を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 「奄美・琉球」観光・交流連携体制構築事業（観光課） 6,400

「奄美・琉球」としての世界自然遺産登録を目指す鹿児島・沖縄

両県が連携の上，商品開発や世界自然遺産周知促進のための共同プ

ロモーション等を実施し，域外からの誘客及び両地域の観光促進を

図る。

○ 奄美パーク改修等事業（観光課） 38,664

奄美群島の観光・情報発信の拠点である奄美パークについて，

「奄美・琉球」の世界自然遺産登録を見据えた改修を行う。

○ 着地型観光普及促進事業（観光課） 1,703

県内における着地型旅行ビジネスの促進を図るため，地域と市場

をつなぐ一元化窓口機能を有する組織の構築及び着地型旅行商品造

成等に対する支援を行う。

○ スポーツ観光王国かごしま確立事業（観光課） 7,578

スポーツを通じた観光客の増加を図るため，スポーツキャンプ・

大会について，誘致から歓迎まで官民一体となった取組を実施する

とともに，キャンプ等の参加者及び観客への観光ＰＲを推進する。

○ 県民総ぐるみ・鹿児島ユナイテッドＦＣ支援事業（観光課） 33,000

Ｊ３リーグに昇格した「鹿児島ユナイテッドＦＣ」への県民等の

支援を促進するため，関係機関・団体が一体となって，ホーム戦に

おける集客・賑わいの創出やアウェイ戦における本県のＰＲ等の活

動を推進する。

○ 「レノヴァ鹿児島」活動強化支援事業（観光課） 3,000

国内男子プロバスケットボールの新リーグ（Ｂリーグ）に参入す

る「レノヴァ鹿児島」への県民等の支援を促進するため，関係機関

・団体が一体となって，ホーム戦における集客・賑わいの創出やア

ウェイ戦における本県のＰＲ等の活動を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 大隅陸上競技トレーニング拠点施設整備事業（観光課） 1,250,963

大隅地域をはじめとする本県におけるスポーツ合宿の拠点として， その他債務負担

有明高校跡地に，大隅陸上競技トレーニング拠点施設を整備する。 行為限度額

632,000

○ 観光かごしま活性化事業（観光課） 8,037

観光素材の発掘及び商品化をはじめとする本県観光全般に亘るプ

ロデュースを行う「観光プロデューサー」を設置し，観光かごしま

の活性化を図る。

○ 観光Ｗｅｂサイトを用いた誘客促進事業（観光課） 7,035

外国語版の観光Webサイトをリニューアルし，今後増加が見込まれ

る外国人観光客に対応した更なる誘客促進を図る。

○ YÔKOSO! KAGOSHIMA（海外誘客強化）事業（観光課） 75,091

アジアを中心とする海外からの誘客強化を図るため，行政，関係 ( ３補)

団体・業界等が一体となって，各種の誘客促進活動や受入体制の整

備を進める。

・ 韓国，中国，台湾，香港，シンガポール，タイ等への誘客セ

ールス

・ 旅行エージェント・マスコミ等の招請

・ 送客実績に応じた旅行エージェントへの支援

○ 中国誘客特別事業（観光課） 10,077

中国からの安定的，継続的な誘客を図るため，個人旅行や教育旅

行などを対象とした海外セールス等による誘致を行う。

○ 国際クルーズ船誘致促進事業（観光課） 14,238

本県への国際クルーズ船寄港の増加・定着化に向けたプロモー

ション等を戦略的・一体的に展開する。

・ 現地セールス活動の強化

・ 船会社とのタイアップ 等
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 鹿児島・宮崎連携外国人観光客誘致促進事業（観光課） 8,500

宮崎県と連携して，首都圏や北部九州から，南九州への外国人観 （ ３補）

光客の誘致を行う。

○ 鹿児島・宮崎連携香港誘客促進プロモーション事業（観光課） 10,000

鹿児島・宮崎の香港線が，両県で週５便体制となったことから， （ ３補）

香港において，両県が連携して誘客促進を図る。

○ 九州観光共同推進事業（観光課） 38,775

官民双方が財源・人材を拠出する「九州観光推進機構」において，

九州一体となった魅力ある観光地づくりと国内・海外観光客の誘致

等を促進する。

○ 魅力ある観光地づくり事業（県単公共）（観光課） 1,000,000

魅力ある観光地づくりや観光客の受入体制の充実を図るため，錦

江湾を一周する「錦江湾しおかぜ街道」の整備をはじめ，街並整備

や景観整備，沿道修景等を進める。

○ 佐多岬観光整備事業（観光課） 674,000

本土最南端の佐多岬とその周辺地域について，大隅地域の観光拠

点として整備を進める。

○ フィルムコミッション活動支援事業（観光課） 8,739

誘客効果の高い映画，テレビドラマ等を誘致するため，ロケ地情

報の提供や撮影支援を行うなどのフィルムコミッション活動を支援

する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ ユニバーサルツーリズム促進事業（観光課） 1,210

障害者や高齢者等に配慮した観光の普及啓発を図るため，観光関

連事業者等を対象としたユニバーサルツーリズムに係るセミナーを

開催する。

○ 錦江湾・離島航路修学旅行利用促進事業（企画課） 7,500

新幹線の効果を大隅・離島地域に波及させるため，新幹線と航路

を利用する同地域への修学旅行に対し，航路運賃を助成する。

（４） 戦略的なＰＲの展開

○ かごしまＰＲ戦略展開事業（かごしまＰＲ課） 9,767

プロモーション方針等を踏まえ，各年齢層に応じたＰＲや，本県

の特産品の特徴や素材を活かした効果的なプロモーションを実施す

る。

○ 鹿児島イメージアップ推進事業（かごしまＰＲ課） 58,795

本県のイメージアップを推進するため，新たなＰＲ動画を制作し，

国内外に向けた情報発信を行う。

○ 鹿児島県産品等セールス推進事業（かごしまＰＲ課） 30,349

アジアや国内において，経済界と連携した知事トップセールスを

実施し，本県のＰＲを積極的に展開するとともに，Ｗｅｂ物産展等

の実施や「鹿児島食の匠」の活用による本県の多彩な食のＰＲ活動

等を行う。

ア トップセールス推進事業

イ Ｗｅｂ物産展展開事業

ウ 本物。鹿児島の食ＰＲ展開事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしまの食ブランディング事業（農政課） 10,416

県産農産物等の認知度向上と販路拡大を図るため，「かごしまの

食ウェブサイト」と連動した大消費地の高級量販店や飲食店等にお

けるプロモーション活動等を展開する。

○ 地理的表示保護制度活用促進事業（農政課） 1,257

県産農林水産物やそれらを活用した加工品のブランド力の向上を

図るため，地理的表示保護制度の活用を促進する。

○ 県産畜産物販路拡大対策事業（畜産課） 15,793

「鹿児島黒牛」，「かごしま黒豚」等の認知度向上と販路拡大を図

るため，香港，シンガポール，東京などでの展示会への出展や，広

報媒体等によるＰＲ活動，国内外における新規販売指定店の開拓等

の取組を行う。

○○新 かごしまの農畜産物輸出倍増事業（農政課） 18,960

県産農畜産物や加工食品の輸出促進を図るため，アジア地域等に

おける認知度向上，新たな市場開拓，農業団体等の輸出力強化に向

けた取組への支援，ＴＰＰ参加国を対象とした輸出促進策等を実施

するとともに，新たな輸出の仕組みづくりに関する検討を行う。

○ 小規模事業者販路開拓支援事業【再掲】（商工政策課） 40,000

小規模事業者の販路開拓，収益の増加及び経営者のスキルアップ ( ３補)

を図るインキュベーションショップとしての「かごしま特産品市場」

の活動を支援する。

○ 鹿児島本格焼酎輸出促進事業（かごしまＰＲ課） 4,397

関係団体や焼酎メーカーを構成員とする鹿児島本格焼酎輸出促進

プロジェクトチームを核として，海外市場調査の実施や海外市場に

向けたプロモーション活動など，鹿児島本格焼酎の輸出拡大に向け

た支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 伝統的工芸品国際見本市出展事業（かごしまＰＲ課） 4,303

伝統的工芸品の海外における認知度向上と販路拡大を図るため，

欧州で開催される国際見本市への本県伝統的工芸品の出展に向けた

取組を行う。

○ 上海マーケット開発推進事業（かごしまＰＲ課） 63,646

上海における県産品の安定的な流通・販売体制の確立や本県の認

知度向上に取り組むとともに，現地で県内企業が行う活動を支援す

る。

○ 貿易促進事業（かごしまＰＲ課） 45,880

海外駐在員等による貿易情報の収集・提供や市場調査等を通じて，

県内企業の海外事業展開を支援する。

○ 海外ビジネス支援事業（かごしまＰＲ課） 21,061

アジアを中心とした国際経済交流の促進を図るため，貿易相談や

商談会を実施するとともに，県産品の輸出促進に取り組む事業者に

対する助成を行うなど，県内企業の海外事業展開を支援する。

○○新 ＡＳＥＡＮマーケット開発推進事業（かごしまＰＲ課） 6,418

ＡＳＥＡＮ地域における市場情報の収集，人的ネットワークの構

築等を進め，商流の確立や現地旅行会社へのセールス活動などの取

組を展開する。

○○新 第２０回鹿児島・香港交流会議（国際交流課） 11,276

アジア地域の中でショーウィンドウの役割を果たしている香港と

の各般にわたる交流を促進するため，交流会議を開催する。

・ 開催地 香港
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 ペルー県人会創立100周年記念式典等参加事業（国際交流課） 16,275

ペルー鹿児島県人会の創立100周年を記念して，功労者や高齢者

等への知事表彰を行う。

○ アジア地域との交流（国際交流課） 2,089

中国江蘇省との交流協議会の開催や韓国全羅北道等からの訪問団

の受入等を行う。

○ かごしま留学生支援事業（国際交流課） 2,450

外国人留学生の勉学・生活の安定化と将来の人的ネットワークの

形成に資するため，県内在住の私費外国人留学生に対し奨学金を給

付する。

○ 海外技術協力等推進事業（国際交流課） 14,187

人材の育成及び相互の交流促進を図るため，開発途上国からの技

術研修員や本県出身者移住先国からの県費留学生の受入れを行う。

○ 国際交流プラザ設置事業（国際交流課） 25,257

県民と外国人の相互理解を深めるため，国際交流プラザにおいて，

県民・外国人・国際交流団体へ交流の場や情報の提供を行うほか，

各種相談対応，語学等に関する研修を行う。

○ 渡航事務事業（国際交流課） 47,311

かごしま県民交流センター内の旅券窓口等県内４１か所において，

一般旅券の発給申請の受理，作成，交付等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 動画投稿サイトを利用した留学生人材マッチング事業（国際交流課） 2,675

留学生の就職活動を支援する「九州留学生就活サポート協議会 （ ３補）

（仮称）」に参加し，協議会が構築・運営する「動画投稿ウェブサイ

ト」を活用して留学生と企業とのマッチングを支援する。

○ 清華大学との交流促進事業（国際交流課） 46,000

清華大学との包括協定（MOU）に基づき，経済，青少年，学術な

どの分野において交流事業を実施し，人材育成や人的ネットワーク

の構築を図る。

○○新 かごしま海の恵み流通拡大事業【再掲】（水産振興課） 3,934

本県産水産物の流通拡大を図るため，県内外において生産者団体

等が行う販売促進活動や魚食普及活動を支援する。

○ かごしまのさかな海外市場拡大事業【再掲】（水産振興課） 6,244

県水産物等輸出促進協議会の輸出促進戦略に基づき，生産者等が

行う海外における販売促進活動への支援を行うとともに，輸出専門

人材の育成や新市場開拓に向けた調査等に取り組む。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
６ 誰もがいきいきと活躍できる雇用環境づくり

（１） ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

○ 特別訓練事業訓練費（雇用労政課） 670,631

ア 民間教育訓練機関への訓練委託

民間教育訓練機関に委託して行う離職者等を対象とした職業訓

練を実施し，就職に向けた支援を行う。

イ 離職者等職業訓練助成金

離職者等を対象として，民間教育訓練機関へ委託して行う職業

訓練において，雇用保険等の支給がない非正規労働者などの求職

者に対し，訓練助成金を支給し，訓練受講期間中の生活の安定に

資する。

・ 給 付 額 １訓練日当たり４，０００円

・ 対象人数 ３５０人程度

○ 労働問題相談事業（雇用労政課） 3,598

県内の労働者等からの労働相談に対応するため，県庁内に社会保

険労務士を労働問題相談員として配置する。

○ ふるさと人材確保事業（雇用労政課） 5,851

ＵＩターンの促進を図るため，ふるさと人材相談室を設置し，職

業紹介・職業相談を行う。

○ 若年者ＵＩターン促進事業（雇用労政課） 15,008

県外へ進学した大学生等のＵＩターンを促進するため，関西・福

岡等で企業説明会を開催する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 若者の九州・山口ふるさと就職促進事業（雇用労政課） 10,844

若い世代の地元企業への就職及び東京圏からの若者人材の還流を ( ３補)

促進するため，学生等を対象にした地元企業との就職マッチングイ

ベントやインターンシップ支援を九州・山口共同で実施する。

○ 新規学卒者就職促進対策（雇用労政課） 615

新規高卒者の県内企業への就職を促進するため，高校等の就職指

導担当者と県内企業が一堂に会する情報交換会を開催する。

○ 鹿児島魅力企業に会える！合同企業説明会（雇用労政課） 1,490

大学生等の県内就職を促進するため，就職活動解禁後の早い時期

に大学３年生等を対象とした県内企業合同説明会を開催する。

○ 県内企業魅力発見事業（雇用労政課） 2,841

若年者の県内就職を促進するため，高校生を対象とした県内企業

見学会を実施する。

○ プロフェッショナル人材戦略拠点事業【再掲】（経営金融課） 53,717

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し，県内企業への即 ( ３補)

戦力人材の還流と，これらの人材を活用した企業の経営革新を促進

する。

○ かごしまの「食」付加価値向上対策事業【再掲】（産業立地課） 165,927

国内外の有力な市場を対象に，現地のニーズに対応した新商品開

発や販路開拓など，食品関連企業が行う付加価値向上に向けた取組

を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 安心・安全な食の認証取得促進事業【再掲】（産業立地課） 80,469

食品関連企業が行う食品の安全性や衛生管理などの認証取得に向

けた取組を支援する。

○ 食品関連産業魅力発見事業【再掲】（雇用労政課） 4,427

職業意識の醸成や地域の食品関連産業の認知度の向上を図るため，

求職者が県内各地の食品関連企業を訪問する食業魅力発見ツアーを

実施する。

○ 食品関連産業人材確保支援事業【再掲】（雇用労政課） 7,240

食品関連産業への就職を促進するため，求職者と食品関連企業と

の就職面談会を開催する。

○ 食品関連産業新規求職者就職応援事業【再掲】（雇用労政課） 41,543

食品関連産業への就職を促進するため，就業に資する研修と食品

関連企業への派遣により，求職者に雇用機会を提供し，派遣期間終

了後の継続雇用を目指す。

○ 就農・就業チャレンジ研修（経営技術課） 6,337

新規就農希望者や農業法人等への就業希望者を対象として，農業

大学校において約１年間の実務研修を実施する。

○ 生活保護受給者の就労支援事業【再掲】（社会福祉課） 10,253

就労可能な生活保護受給者の早期の就労による自立を促進するた

め，地域振興局・支庁に就労支援員を設置する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 生活困窮者自立支援事業【再掲】（社会福祉課） 56,368

生活困窮者自立支援法に基づき，生活困窮者の自立を支援する。

ア 自立相談支援事業

生活困窮者の生活や就労に関する相談に対応し，自立支援計画

の作成等を行う。

イ 住居確保給付金支援事業

住宅を喪失した生活困窮者等の住宅及び就労機会の確保を図る

ため，住居確保給付金を支給する。

ウ○新 実施体制強化事業

相談支援員等の養成や関係機関のネットワーク化を図るため，

研修やシンポジウム等を開催し，生活困窮者の相談支援体制を強

化する。

エ○新 生活困窮者のための包括的自立支援事業

生活困窮者のためのワンストップ相談窓口「くらし・しごとサ

ポートセンター」(仮称)を設置し，関係機関や事業所との連携に

より，就労や家計管理，子どもの学習等の支援を行い，生活困窮

者の自立を促進する。

○ 障害者就業・生活支援センター運営事業（障害福祉課） 47,726

障害者の自立を促進するため，職場への定着が困難な障害者や就

業経験のない障害者に対し，就業及びこれに伴う日常生活・社会生

活上の支援を行う。

○ 建設業担い手確保・育成事業（監理課） 105,606

建設業が，「地域の担い手」として持続的に役割を果たせるよう，

建設業の魅力を発信するとともに，担い手の確保，技術力の向上に

資する支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 若者自立支援対策推進事業【再掲】 25,645

（青少年男女共同参画課，障害福祉課)

ア かごしま子ども・若者総合相談センター事業

不登校，ひきこもり，ニート，フリーターなどの状態にある子

ども・若者に対する総合相談窓口である「かごしま子ども・若者

総合相談センター」の設置や支援地域協議会による支援，各種啓

発活動などを通して，総合的な若者自立支援策を推進する。

イ ひきこもり対策推進事業

ひきこもり対策を推進するため， 「ひきこもり地域支援センタ

ー」における相談，協議会の運営,普及啓発，情報発信等を行う。

（２） 仕事と生活の調和がとれた社会づくり

○ 子育て応援企業登録事業（雇用労政課） 389

仕事と子育ての両立支援に積極的に取り組む企業を「かごしま子

育て応援企業」として登録し，広く県民に紹介することにより，県

内企業の子育て支援に対する取組を促進する。

○ 働きたい女性の再就職支援事業（雇用労政課） 1,026

結婚・出産・子育て等により就労を中断し，再就職を希望してい

る女性がスムーズに就職活動を行えるよう，必要な知識の習得のた

めの研修を実施する。

〇 女性の活躍推進事業【再掲】（男女共同参画室） 3,533

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づき，

地域の実情に応じた女性の活躍推進計画を策定するとともに，多様

な主体による連携体制を構築するため，関係機関による協議会を設

置し，女性の活躍に向けた取組を推進する。

○ 九州・山口連携ワークライフバランス推進事業（雇用労政課） 1,000

長時間労働の是正や職場環境の改善等，仕事と生活の調和がとれ ( ３補)

た社会づくりを推進するため，九州・山口が共同してCMコンテンツ

を制作し，経済界と一体となり推進キャンペーンを展開する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 勤労者ファミリー資金融資（雇用労政課） 26,000

勤労者の生活の安定を図るため，中小企業勤労者緊急生活安定資

金の貸付を行う。

○ ひとり親家庭等就労支援対策事業【再掲】（子ども福祉課） 128,271

ア ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業

ひとり親家庭の自立を支援するため,母子家庭の母等に対して，

就業に関する指導や助言を行うとともに，就業支援講習会等を開

催する。

イ ひとり親家庭自立支援給付金事業

ひとり親家庭の親の就業を促進するため，職業能力開発の講座

受講料の一部や養成機関での資格取得期間中の生活費の一部を支

給する。

ウ 高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

ひとり親家庭のより良い条件での就職や転職に向けた可能性を

広げ，正規雇用を中心とした就業につなげるため，高等学校卒業

程度認定試験の合格を目指す講座受講料の一部を支給する。

エ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

ひとり親家庭の自立促進を図るため，高等職業訓練促進給付金

を活用して養成機関に在学し，就職に有利な資格の取得を目指す

ひとり親家庭の親に対して，入学準備金及び就職準備金の貸付け

を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
７ 快適で活力ある生活空間の形成

（１） 個性豊かな景観と活力あるまちづくり

○ 鹿児島中央駅西口地区土地利活用事業（政策調整課） 945

鹿児島の陸の玄関口にふさわしい都市機能の充実・向上を図る観

点から，県工業試験場跡地や同跡地を含む鹿児島中央駅西口地区の

土地の利活用等について，周辺の開発状況等を踏まえながら検討を

行う。

○○新 ドルフィンポート敷地等における施設のあり方検討事業 13,601

（政策調整課）

鹿児島港本港区のドルフィンポート敷地や住吉町15番街区におい

て，鹿児島市の都市構造を再構築し，賑わい空間を創出するため，

どのような施設が望ましいのか等の検討を行う。

○ かごしま県民交流センター環境改善事業（生活・文化課） 80,582

開館後10年経過を機に平成26年度に実施した「かごしま県民交流

センター在り方検討委員会」の提言を踏まえ，平成27年度に作成し

た設計書等をもとに１・２階の改修工事を実施する。

○ 鶴丸城御角櫓建設事業（生活・文化課） 11,629

鶴丸城の御角櫓を楼門と併せて一体的に整備するため，建設に係

る基本設計を行う。

○ 鶴丸城跡保全整備事業（生活・文化課） 98,038

県指定史跡である鶴丸城跡の北御門周辺部及び黎明館西部の石垣

について，修復工事に向けた調査・測量等を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしま・人・まち・デザイン表彰事業（地域政策課） 2,311

地域の特長を生かした魅力あるまちなみやデザインの形成を推進

するため，「かごしま・人・まち・デザイン賞」の表彰を実施する。

○ 甲突川リバーサイドウォークの整備（県単公共）（河川課） 80,000

鹿児島市が進める甲突川周辺のまちづくりと連携し，県民や観光

客が川に親しみ，憩える場となる水辺空間を創出するため，散策路

等の整備を行う。

○ 錦江湾におけるマリーナの計画調査（県単公共）（港湾空港課） 5,000

鹿児島港において，クルーザーヨットに対応したマリーナ整備に

向け，港湾計画変更に必要な調査・検討を進める。

○ 鹿児島港（旧木材港区）の再開発（県単公共）（港湾空港課） 10,000

遊休化している水面貯木場等を埋め立て，周辺地域のポテンシャ

ルを活かした交流空間としての活用を図るため，必要な手続きを進める。

○ 公園の整備 （都市計画課） 224,800

ア 公園整備事業（公共） 171,700千円

県民のレクリエーション活動や自然とのふれあいなど，多様な

ニーズに対応するため，都市公園の整備を行う。

イ 県単公園整備事業（県単公共） 53,100千円

都市公園の安全確保のため老朽化した施設の改修等を行う。

○ 公共団体土地区画整理事業（都市計画課） 117,732

土地区画整理事業の実施に際し，県管理道路の整備を行う市町村

に対して助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 街路の整備（都市計画課） 955,701

都市交通の円滑化と良好な都市環境の形成を図るための街路及び

歩道等の整備を行う。

ア 街路事業（公共） 855,701千円

イ 地方特定道路整備事業（県単公共） 100,000千円

○ 空き家対策啓発等支援事業（住宅政策室） 2,392

県，市町村，関係専門家団体等で空き家対策について協議，検討

する協議会を設置し，相互の連携を図るとともに，講演会・相談会

を開催し，広く県民に空き家の管理意識の普及啓発を図る。

○ 県営住宅の整備（公共）（住宅政策室） 2,044,516

ア 県営住宅建設事業 その他債務負担

住宅に困窮する低額所得者等に対して低廉な家賃で賃貸する住 行為限度額

宅を供給するため，県営住宅を整備する。 501,372

イ 既設県営住宅改善事業

既設県営住宅の安全性の確保や居住性の向上を図るため，外壁

改修や老朽化した設備の改善，バリアフリー化などの住戸改善を

行う。

○ 中央町１９・２０番街区公共空間創出支援事業（建築課） 81,800

中央町１９・２０番街区で計画されている再開発ビルについて，

陸の玄関口にふさわしい都市景観に配慮したデザインや公共性の高

い空間の創出に要する費用の一部を支援する。

○ 千日町１・４番街区公共空間創出支援事業（建築課） 48,750

千日町１・４番街区で計画されている再開発ビルについて，南九

州随一の繁華街・商業集積地である天文館地区の観光や交流を促進

する公共性の高い空間の創出が予定されていることから，基本設計

等に要する費用の一部を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（２） 国内外をむすぶ交通ネットワークの形成

○ 錦江湾横断交通ネットワーク可能性検討事業（政策調整課） 910

錦江湾を横断する交通ネットワークについて，関係各機関との意

見交換を行うなど，引き続きプロジェクトの可能性について検討す

る。

○ 肥薩おれんじ鉄道利用促進対策事業（交通政策課） 5,344

肥薩おれんじ鉄道の利用促進を図るため，沿線の魅力を紹介する

各種イベントの開催や観光列車のＰＲ等の誘客対策を支援する。

○ 肥薩おれんじ鉄道沿線等景観整備支援事業（交通政策課） 20,440

肥薩おれんじ鉄道の車窓からの景観を確保するため，同鉄道が行

う沿線及び駅周辺部等における景観整備に要する経費を助成する。

○ 肥薩おれんじ鉄道経営安定化支援事業（交通政策課） 145,520

肥薩おれんじ鉄道の安定した運行を確保するため，同鉄道が行う

車両等の鉄道基盤設備の維持等に要する経費を助成する。

○ 鹿児島空港国際化促進事業（交通政策課） 141,927

鹿児島空港発着の国際定期路線（ソウル線，上海線，台北線，香

港線）の安定的運航や利用促進を図るため，航空会社に対する運航

支援や利用団体に対する運賃の助成等を行う。

○ 鹿児島空港冷蔵冷凍施設運営支援事業（交通政策課） 13,572

鹿児島空港の国際航空貨物の需要拡大を図り，国際定期路線の安

定的運航を確保するため，同空港に整備された冷蔵冷凍設備の運営

を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 離島航路補助事業（交通政策課） 317,509

離島地域の振興及び離島住民の生活の安定と向上に資するため，

離島航路事業者に対し，運航費欠損額及び船舶建造費等を助成する。

○ 志布志・大阪航路利用促進特別対策事業（交通政策課） 22,135

「さんふらわあ」の持続的運航を確保するため，県志布志・大阪

航路利用促進協議会が実施する乗用車輸送に対する運賃助成や，県

内及び関西地方における志布志・大阪航路のＰＲ等を支援する。

○ 地方公共交通特別対策事業（交通政策課） 164,329

過疎地域における地域住民の日常生活に必要な交通手段の確保を

図るため，市町村が地域の実情に応じて実施する廃止路線代替バス

等の公共交通の運行等に要する経費を助成する。

○ 地方バス路線維持対策事業（交通政策課） 483,698

広域的・幹線的なバス路線の維持を図るため，運行に伴う欠損見

込額及び車両購入に係る減価償却費を国と協調して助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 高速交通網の整備（道路建設課） 20,879,735

ア 直轄道路事業（公共） 3,758,123千円

広域的な交流ネットワークを形成する高規格幹線道路である東

九州自動車道や南九州西回り自動車道の整備をはじめ，国が行う

道路改築事業に負担金を支出する。

イ 道路改築事業（公共，県単公共） 17,090,670千円

高規格幹線道路と一体となって地域相互の交流・連携の促進や

空港・港湾等への連結を強化する地域高規格道路である都城志布

志道路や北薩横断道路等の整備及び県内各地から空港や港湾など

の交通拠点へアクセスする道路の整備を行う。

ウ 高規格幹線道路関連事業調査 993千円

高規格幹線道路の整備促進を図るため，整備効果の測定などの

調査等を行う。

エ 地域高規格道路整備計画調査 20,641千円

地域高規格道路整備を計画的かつ継続的に進めるため，次期事

業化予定区間の事業化に向けた調査を行う。

オ 島原・天草・長島架橋基礎調査 9,308千円

島原・天草・長島架橋構想を実現する上で必要となる基礎資料

を得るための基礎的調査を行う。

○ 県内幹線道路網の整備（公共，県単公共）（道路建設課） 7,146,095

県内各都市間を結ぶ道路，半島・離島地域を循環する道路，地域

振興プロジェクトを支援する道路など，活力ある地域社会を形成す

る上で重要な社会基盤となる道路の整備を行う。

○ 臨港道路（鴨池港区～中央港区）の整備（公共，県単公共） 46,200

（港湾空港課）

鹿児島港における港湾物流の円滑化や臨海部の渋滞緩和などを図

るため，臨港道路の整備を推進する。

○ 志布志港国際バルク戦略港湾計画調査（県単公共）（港湾空港課） 46,000

志布志港において，飼料穀物の効率的な輸入に向けた船舶の大型

化に対応するため，国際バルク戦略港湾の早期事業化に向けた調査

・検討を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 重要港湾の整備（公共等）（港湾空港課） 5,344,540

南九州や島嶼における流通拠点としての機能を強化するため，鹿

児島港（新港区等）など重要港湾の整備を行う。

○ 国際物流港湾形成促進事業（港湾空港課） 3,411

国内外の船会社・貿易事業者・荷主等に対する志布志港及び川内

港の利用促進を図る。

○ 地方港湾の整備（公共等）（港湾空港課） 4,899,666

地域産業の振興や離島・奄美地域における定期船等の安全かつ安

定的な接岸を確保するため，鹿屋港，宮之浦港，亀徳港等の整備を

行う。

○ 奄美空港旅客施設拡張支援事業（港湾空港課） 260,449

奄美空港における観光客等の受入れ体制の強化を図るため，旅客

ターミナルの拡張を行う事業者に対し，整備に要する費用の一部を

支援する。

○ 屋久島空港滑走路延伸可能性調査（県単公共）（港湾空港課） 7,600

ジェット機就航に必要とされる滑走路延伸の可能性について，技

術的な検討を更に進めるとともに，需要予測調査に着手する。

○ 離島空港の整備（公共）（港湾空港課） 259,350

航空機の安全運航を確保するため，奄美空港等において空港施設

の機能保持・向上のための整備を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（３） ユビキタスネット社会の構築

○ 住民基本台帳ネットワークシステム（市町村課） 97,514

住民サービスの向上と行政事務の効率化を図るため，住民基本台

帳ネットワークシステムの管理・運用を行う。

○ 県税総合電子化推進事業（税務課） 12,033

納税者の利便性の向上や県税事務の効率化・迅速化を図るため，

税務事務の一層の電子化を推進する。

○ 自動車保有ＯＳＳ共同利用化システム整備事業 21,472

（税務課，警察本部 交通規制課）

納税者・自動車保有者の利便性向上を図るため，自動車保有関係

手続きを一括で行える全国標準システムの運営等に参加する。

○ 公共事業支援統合情報システム導入推進事業（監理課） 106,090

公共事業における入札等の効率化や透明性の向上を図るため，市

町村と共同で構築した電子入札システムを運用するとともに，電子

納品の推進を図る。

○ 統合宛名管理システム整備事業（情報政策課） 27,441

社会保障・税番号制度導入に伴う情報連携のために整備した統合

宛名管理システムの本格運用に向けた準備を行う。

○ 中間サーバー整備事業（情報政策課） 2,741

社会保障・税番号制度導入に伴う情報連携のために整備した中間

サーバーの本格運用に向けた準備を行う。

-105-



- 106 -

事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 行政手続オンライン化推進事業（情報政策課） 14,476

県民がインターネットを通じて，各種申請・届出等の行政手続を

行える電子申請システムの運用を行う。

○ 総合行政ネットワーク推進事業（情報政策課） 74,333

電子化による行政事務の効率化・迅速化を図るため，国と地方公

共団体を結ぶ情報通信ネットワークの運用を行う。

○ インターネットシステム管理事業（情報政策課） 18,773

県の各分野の情報を県民へ一元的に提供するとともに，庁内にお

けるインターネットの活用を推進するための情報拠点の運用を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
８ 農山漁村の活性化と奄美・離島の振興

（１） 農山漁村の活性化

○ かごしま「よかとこ」移住・交流促進事業（地域政策課） 17,471

本県への移住・交流を促進するため，市町村等と連携して，大都

市圏の方々を対象とした移住に関する情報発信や相談支援等を行う。

○ おためし地域おこし協力隊事業（地域政策課） 4,881

首都圏等において地域おこし協力隊の募集を実施するとともに，

都市圏の若者等を地域へ呼び込み，地域活動の体験等を通じて隊員

候補の掘り起こし・確保等を図る市町村の取組を支援する。

○ 過疎地域等集落対策総合支援事業（地域政策課） 1,217

集落対策に係る地域会議等を開催し，過疎地域における課題解決

を図るための事例研究等を行う。

○ 半島特定地域「元気おこし」事業（地域政策課） 96,720

地理的に厳しい条件下にある半島先端部地域に対し，観光・交流

促進，定住促進などの主体的な取組を支援することにより，地域の

活性化を図る。

○ 多面的機能支払交付金（公共）【再掲】（農村振興課） 1,768,223

農業・農村の有する国土の保全や水源のかん養，良好な景観の形

成などの多面的機能の維持・発揮を図るため，農地や農業用施設等

の地域資源を保全する地域共同活動の支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 中山間地域等直接支払事業（農村振興課） 650,246

中山間地域等における耕作放棄地の発生を防止し，多面的機能を

確保するため，農業生産活動等を行う農業者等に対し，直接支払を

実施する。

ア 中山間地域等直接支払交付金

農業生産活動等を行う農業者等に対する交付金の交付

イ 中山間地域等直接支払推進事業

協定の推進，確認，交付事務 など

○ 共生・協働の農村づくり運動推進事業（農村振興課） 4,000
む ら

「人と自然と地域が支え合う みんなで創る農村社会」を目指し

農村集落の持続的発展を図るため，大学等との連携によるむらづく

り活動を促進するとともに，広報・啓発活動を行う。

○ 魅力・体験グリーン・ツーリズム推進事業（農村振興課） 4,900

グリーン・ツーリズムの取組を進めるため，地域資源を活用した

実践活動を支援するとともに，受入態勢の充実・強化を図る。

○○新 ブルー・ツーリズム推進事業（水産振興課） 3,073

ブルー・ツーリズムの取組を進めるため，鹿児島の海の魅力を発

信するとともに，修学旅行等の漁業体験のために必要な漁船の安全

対策等の経費に対して助成を行う。

○ 鳥獣被害対策推進事業（農村振興課） 601,463

鳥獣被害の防止・軽減を図るため，「寄せ付けない」「侵入を防止

する」「個体数を減らす」の３つの取組について，ソフト・ハード両

面にわたる総合的な対策を推進する。

ア 鳥獣被害対策実践事業

イ 鳥獣被害防止捕獲促進事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 狩猟対策事業（自然保護課） 28,377

適正な狩猟秩序を維持するため，狩猟規制区域等の指定や狩猟免

許試験等の実施及び有益鳥獣の増殖を行うとともに，有害鳥獣によ

る農林業被害の軽減を図る。

○ 有害鳥獣捕獲対策推進事業（自然保護課） 4,654

「鳥獣管理の将来ビジョン」に基づき，専門的捕獲従事者の育成

及びニホンザルの被害対策技術の検討を行う。

○ 指定管理鳥獣捕獲等事業（自然保護課） 50,264

環境大臣が指定する指定管理鳥獣（シカ・イノシシ）の生息数を

適正水準に減らすため，生息状況の調査及び捕獲を行う。

（２） 自立的発展に向けた奄美・離島の振興

○ 奄美群島農林水産物輸送コスト支援事業（離島振興課） 549,085

奄美群島における農林水産物の輸送コストの負担軽減を図るため，

本土と比べ割高となっている農林水産物の輸送費の一部助成を行う。

○ 奄美群島航空運賃軽減事業（交通政策課） 852,672

奄美群島における島外への移動コストの負担軽減を図るため，奄

美群島の住民等を対象とした航空運賃の一部助成を行う。

○ 奄美群島航路運賃軽減事業（交通政策課） 208,332

奄美群島における島外への移動コストの負担軽減を図るため，奄

美群島の住民等を対象にした航路運賃の一部助成を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 奄美群島交流需要喚起対策特別事業（交通政策課） 255,554

奄美群島の交流人口拡大に向けて，東京－奄美間等における航空

運賃や鹿児島－奄美間等の航路運賃の軽減措置を試験的に実施する。

○ 奄美・沖縄連携交流促進事業（交通政策課） 63,966

奄美群島と沖縄の住民等の交流を促進するため，奄美群島発及び

沖縄発の航空運賃と航路運賃の一部助成を行う。

○ 奄美群島成長戦略推進交付金（離島振興課） 508,416

奄美群島の自立的発展を図るため，市町村等による地域の裁量に

基づく産業振興等の取組を支援する。

○ 「奄美・琉球」観光・交流連携体制構築事業【再掲】（観光課） 6,400

「奄美・琉球」としての世界自然遺産登録を目指す鹿児島・沖縄

両県が連携の上，商品開発や世界自然遺産周知促進のための共同プ

ロモーション等を実施し，域外からの誘客及び両地域の観光促進を

図る。

○ 奄美等水産資源利用開発推進事業（水産振興課） 8,192

奄美地域等において栽培漁業を効率的に推進するための総合的な

調査等を実施するとともに，地域資源を活かした水産物の利用・加

工法等の開発の研究を実施する。

ア 沿岸域資源利用開発調査

・ スジアラ種苗生産技術開発・資源生態調査，クロマグロ

中間育成試験，磯根資源開発調査等

イ 水産資源利用加工開発調査

・ 水産資源の利用加工試験
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 離島漁業再生支援事業（水産振興課） 151,729

離島漁業の再生を図るため，共同で漁場の生産力の向上に関する

取組などを行う離島の漁業集落に対して支援を行う。

○ 大島南部林業活性化推進事業（森林経営課） 1,061

大島南部地域において，地域の特性を活かした林業の振興を図る

ため，特用林産物の生産振興に向けた施設の整備を支援する。

○ ふれあいアイランドの形成推進事業（離島振興課） 2,310

本県離島の自然や文化等を生かした島外との交流・連携を図るた

め，離島の情報発信，移住希望者への相談対応，大学等が行う地域

との交流活動等の取組を支援する。

○ 特定離島ふるさとおこし推進事業（離島振興課） 900,000

三島村，十島村等の自然条件等が厳しい特定離島地域を対象に，

市町村等による産業の振興，生活基盤の整備，ソフト対策などの取

組を支援することにより，地域の活性化を図る。

○ 離島地域おこし団体事業化推進事業（離島振興課） 7,870

離島の地域おこし団体による自立的・安定的な活動の継続が図ら

れるよう，商品開発や販路開拓などの事業化に向けた取組を支援す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
９ 共生・協働による温もりのある地域社会づくり

（１） 地域に必要なサービスを提供する新しい仕組みの形成

○ 共生・協働の地域社会づくり基金造成事業（共生・協働推進課） 200,000

共生・協働の地域社会づくりを推進するため，基金を造成する。

・ 平成２８年度末基金残高 １，９０６百万円程度

○ ＮＰＯ共生・協働・かごしま推進事業（共生・協働推進課） 15,098

地域課題の解決に向けて，ＮＰＯ等から企画提案のあった事業を

県がＮＰＯ等と協働して取り組むことにより，地域に根ざした共生

・協働の取組を推進する。

○ 地域貢献活動サポート事業（共生・協働推進課） 20,370

共生・協働による地域社会づくりの担い手となるＮＰＯ法人，地

域コミュニティ組織等の多様な主体の地域課題の解決に向けた活動

の活性化を図るため,｢鹿児島県共生・協働の地域社会づくり基金」

への寄附を活用して，その活動に必要な経費の一部を助成する。

○ ＮＰＯ等活動基盤強化事業（共生・協働推進課） 3,531

ＮＰＯ等による地域貢献活動の実践や活性化につながる講座の開

催等を行うほか，ＮＰＯ法人からの税務・会計，労務管理等に関す

る相談に専門家が対応する相談会を実施する。

○ 地域貢献活動普及啓発事業（共生・協働推進課） 4,276

共生・協働の理念普及を図るため，ＮＰＯ，地域コミュニティ，

大学，企業，行政など多様な主体が地域課題の解決のために連携・

協働する取組を推進する。

ア 情報発信・交流促進事業

共生・協働の理念普及，ＮＰＯ等の多様な主体の地域貢献活動

の情報発信と交流等の実施

イ センターだより

ＮＰＯ等の活動の活性化や県民のＮＰＯ活動への理解と参加を

促進するための情報誌の発行
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 共生・協働センター運営事業（共生・協働推進課） 7,104

ＮＰＯの設立支援，活動の活性化を図るため，共生・協働センタ

ーにおいて，ＮＰＯ法人の設立・運営に関する相談対応を行う。

○ かごしま共生･協働サポート融資（共生・協働推進課）

ＮＰＯ法人等に対する金融機関の融資の円滑化を図るため，保証 その他債務負担

機関への損失補償を行う。 行為限度額

・ 融 資 枠 34,000千円 1,700

・ 融資限度額 つなぎ資金 10,000千円

運転資金 2,000千円

○ ボランティア活動促進事業（社会福祉課） 20,350

県内のボランティア活動を促進するため，県社会福祉協議会に設

置された県ボランティアセンターの取組を支援するとともに，介護

従事者の人材確保を図るため，介護施設でのボランティア活動を促

進する。

○○新 高齢者ますます元気!!ふれあい生きがい支え合い支援事業【再掲】 7,600

（長寿・生きがい推進室）

地域の担い手である高齢者の社会参加を促進するため，高齢者自

らが行う生きがい・健康づくり，生活支援のサービス基盤に資する

事業の創出を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（２） 共生・協働型コミュニティの形成

○ 共生・協働の地域コミュニティづくり推進事業（共生・協働推進課） 9,033

「共生･協働の地域社会づくり」推進の重要な担い手となる地域コ

ミュニティの活動の活性化を図るための取組等を行う。

ア 地域コミュニティづくり重点推進モデル事業

市町村と地域振興局・支庁が連携した，共生・協働型地域コミ

ュニティのモデル地区の創出

イ 共生・協働型地域コミュニティづくりアドバイザー派遣事業

共生・協働のコミュニティづくりを進める市町村に対して，取

組の更なる促進を図るためのアドバイザーの派遣

ウ 共生・協働ネットワーク地域推進事業

各地域振興局・支庁に設置する県，市町村，自治会，ＮＰＯ法

人等で構成する「地域共生・協働推進協議会」の取組の促進

○ コミュニティの担い手育成・支援事業（共生・協働推進課） 3,873

地域コミュニティの活動の活性化を図るため，担い手の育成や支

援を行う。

ア 地域協働カレッジ開催事業

地域づくりの中心的役割を担う，地域経営力のあるプロデュー

サー型リーダーを養成するための講座の開催

イ○新 地域づくりコーディネーター養成支援事業

多様な主体との協働や専門家等との橋渡しといった，地域づく

りのコーディネートを担う人材の養成を支援

ウ コミュニティづくり支援団体育成

鹿児島県コミュニティづくり推進協議会の活動支援

○ ふるさとの道サポート推進事業（道路維持課） 12,808

地域住民等による自主的な道路の清掃美化活動を推進するため，

ボランティア（ふるさとの道サポーター）の活動を支援・奨励する。

○ みんなの水辺サポート推進事業（河川課） 20,353

地域住民等による自主的な河川・海岸の清掃美化活動を推進する

ため，ボランティア（みんなの水辺サポーター）の活動を支援・奨

励する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（３） 優しく温もりのある地域社会の形成

○ かごしま地域塾推進事業（青少年男女共同参画課） 14,114

鹿児島の教育的風土や伝統を生かして，子どもたちが思いやりや

自律心などを学ぶ｢かごしま地域塾｣の県内全域への拡大・普及を図

るとともに,｢かごしま子どもリーダー塾｣,｢新かごしま子ども塾｣等

の実施により，郷土(ふるさと)に根ざした国際的な人材を育成する。

○ 環黄海青少年派遣事業（青少年男女共同参画課） 15,828

環黄海経済圏の主要都市であるソウル，上海，台北に本県の青少

年を派遣し，訪問国の若い企業人等との交流や経済活動の現場体験

等を通して，次代の鹿児島の産業・経済界をリードする国際的な人

材を育成する。

○ 「郷土に学び・育む青少年運動」推進事業【再掲】 4,539
ふるさと

（青少年男女共同参画課）

青少年の自立の精神と豊かな感性のかん養，国際的感覚やふるさ

とを愛する心の醸成を目的として，地域における青少年運動の活性

化や，親子のふれあいを促進する「家庭の日」の普及・啓発を図る

「郷土に学び・育む青少年運動」を推進する。

○ 鹿児島県青少年海外ふれあい事業（青少年男女共同参画課） 4,108

香港の青少年の受入及び本県青少年の香港への派遣を通し，国際

的感覚やふるさとを愛する心を醸成するとともに，次代の鹿児島を

担う青少年リーダーを育成する。

○ 鹿児島・岐阜青少年ふれあい事業（青少年男女共同参画課） 1,830

岐阜県との姉妹県盟約に基づき，両県の青少年が深い歴史的な関

わり合いを認識し，友情の絆を深めるとともに，豊かな感性やたく

ましい創造力を養い，次代の鹿児島を担う青少年を育成する。

・ 平成２８年度は岐阜県青少年の受入
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事 業 内 容 予 算 額

千円
10 教育の再生と文化・スポーツの振興

（１） 生きる力をはぐくむ教育の推進

○ 大学等入学時奨学金貸付事業（総務福利課） 720,000

本県の将来を担う有為な人材を育成するため，大学等入学時にお

ける経済的負担を軽減する奨学金の貸与を行う。

ア 一般枠

経済的理由により進学が困難な者を対象とした貸与制度

イ 地方創生枠

卒業後の県内就業を条件とした返還免除制度

ウ 明治維新150周年記念特別枠

経済的理由により進学が困難な者のうち特に成績が優れた者を

対象とした給付型制度

○○新 大学在学時奨学金返還支援基金事業（総務福利課） 200,000

大学卒業後に県内に就業し，一定の要件を満たした場合に，借り

受けた奨学金の返還を支援する新たな制度を実施するため，民間，

市町村と連携して基金を創設する。

○ 奨学のための給付金事業（高校教育課，学事法制課） 777,820

授業料以外の教育費負担を軽減するため，国が定める所得要件を 公立 526,077

満たす世帯の高校生等に対して奨学のための給付金を支給する。 私立 251,743

○ 公立高等学校就学支援金等事業（総務福利課） 3,443,916

高等学校の授業料について，教育に係る経済的負担の軽減を図り，

もって教育の機会均等に寄与するため，公立高校の生徒に就学支援

金を支給する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしま学力向上プログラム（義務教育課） 7,413

各地区に中核となる教員のプロジェクトチームを設け，モデル授

業の実施や評価問題の作成等を行うとともに，庁内に専任のサポー

トチームを配置し，授業づくりの支援等を行うことにより，教員の

授業力向上を図る。

○ かごしま学びチャレンジ推進事業（義務教育課） 5,724

かごしま学力向上支援Ｗｅｂシステムを活用して，児童生徒の学

力や学習状況を把握するとともに，学力向上指針「学びの羅針盤」

を活用し，本県児童生徒の学力向上を図る。

○ 「かごしまっ子」すくすくプラン（小学校低学年３０人学級の実施） (約286,000)

（教職員課）

義務教育の入門期において，基本的な生活習慣や学習習慣の定着

を図るため，より一層きめ細かな指導ができるよう，小学校１年生

及び２年生で３０人学級を実施する。

○ 中学校免許外教科担任解消事業（教職員課） 78,503

県内の中学校において，免許教科外で授業を担当する教科担任の

解消を図るため，実施可能な学校に非常勤講師を配置する。

○ 小中一貫教育推進事業（義務教育課） 6,692

小中一貫教育の普及を図るため，モデル地域において小中学校の

協働による授業研究の実施や，中一ギャップ解消のための指導法改

善について，具体的な方策等に関する実践的な研究を行う。

○ 新たな学びに関する教員の資質能力向上のためのプロジェクト事業 1,000

（義務教育課）

今後求められる「新たな学び」（主体的・協働的な学び）の指導

方法について中核的指導者を養成するとともに，教員の指導力向上

のための研修プログラムを構築する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしま・英語コミュニケーション能力育成事業 5,976

（義務教育課，高校教育課）

中高校生の英語コミュニケーション能力の育成を図るとともに，

グローバル社会で活躍できる人材を育成するため，英語によるコミ

ュニケーションを体験するイングリッシュキャンプなどを実施する。

○ 外部人材活用等による土曜日の活用モデル事業（義務教育課） 2,325

質の高い土曜授業を推進するため，土曜ならではのメリットを活

かした効果的なカリキュラムの開発や，外部人材等の活用について

の調査研究を行う。

○ 学校応援団促進事業（社会教育課） 1,012

地域の教育力の向上を図るため，地域による効果的な学校支援の

在り方等について検討を行う県学校支援活動推進委員会を開催する

とともに，学校支援ボランティアの調整等を行う地域コーディネー

ターの研修を実施する。

○○新 かごしまの魅力発信人材育成プラン（高校教育課） 2,069

本県の主要産業である観光を担う人材の育成に向けて，歴史やお

もてなしをテーマとした研修等を行うとともに，高校生ならではの

視点で観光マップやツアープランを提案する。

○ 県立高校進学指導支援事業（高校教育課） 8,651

県立高校の進学指導の充実，教員の授業力向上を図るとともに，

生徒の学ぶ意欲の向上や進学に対応できる学力を育成する。

○ キャリアカウンセラー配置事業（高校教育課） 9,325

高校生一人一人の希望に応じた求人開拓や求人情報収集など，き

め細かな就職支援を行うため，キャリアカウンセラーを配置する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域協働による専門高校活性化プラン（高校教育課） 2,600

専門高校が日頃の学習成果を活かしながら，地域の抱える課題解

決に向けた取組を地域住民と協働して行うことにより，創造性を持

った地域を担う人材の育成を図る。

○ スーパーグローバルハイスクール（高校教育課） 20,000

グローバルな社会課題を発見・解決できる人材等の育成に取り組

む高等学校を「スーパーグローバルハイスクール」に指定し，質の

高いカリキュラムの開発・実践に取り組む。

○ 特別支援教育総合推進事業（義務教育課） 5,043

教育，福祉，医療，保健，労働などの分野の関係機関との連携の

下，発達障害を含む障害のある幼児・児童・生徒一人一人の教育的

ニーズに応じて適切な指導及び必要な支援を行い，特別支援教育を

総合的に推進する。

○ 特別支援学校就労支援・スキルアップ推進事業（義務教育課） 6,394

特別支援学校高等部における職業教育・キャリア教育の推進を図

るため，就労支援コーディネーターを配置するとともに技能検定の

実施により，生徒の職業自立に向けた能力の向上を図る。

○ 特別支援学校における非常勤看護師の配置（教職員課） 51,082

医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する特別支援学校におい

て，日常的・応急的な医療的ケアを行うため，特別支援学校１３校

に非常勤の看護師を配置する。

・

○○新 インクルーシブ教育システム推進事業（義務教育課） 3,035

障害のある児童生徒に対する「合理的配慮」の充実に資するため，

特別支援教育に関する知識を有する者を合理的配慮協力員として配

置し，教職員等への指導助言等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 特別支援学校学習支援ＩＣＴ活用事業（義務教育課） 3,099

特別支援学校においてタブレット端末を整備し，児童生徒の障害

や特性に応じた教育活動の充実を図る。

○ かごしまＩＣＴ活用指導法改善推進事業（義務教育課） 9,109

離島・へき地における学校教育の質の維持向上を図るため，ＩＣ

Ｔを活用した小規模校における児童生徒同士の学び合いや多様な体

験を通した学習を支援し，少人数指導法の調査研究を行う。

○ いじめ防止対策推進事業（義務教育課） 5,911

いじめ防止対策推進法を踏まえ，学校，教育委員会，児童相談所

等の関係機関・団体の連携強化を図る。また，学校ネットパトロー

ルにより書き込み等の監視を行うとともに，大学生を指導者として

活用したネットトラブルに関する出前授業を実施し，ネットいじめ

の未然防止を図る。

ア いじめ防止対策推進事業 1,504千円

イ○新 ネットいじめ防止対策事業 4,407千円

○ スクールカウンセラー配置事業（義務教育課） 58,777

児童生徒の心理に関して専門的な知識・経験を有するスクールカ

ウンセラーを派遣し，児童生徒や保護者の相談，教職員の研修を実

施する。

○ いじめ問題等対策事業（義務教育課，高校教育課） 5,878

いじめ問題相談員を小中高校に派遣するほか，「いじめ対策リー

フレット」の作成・配布を行う。

また，庁内に設置している「いじめ問題対応チーム」に医師や大

学教授などの専門家を加え，困難事案に対する相談対応や指導助言

を行うことで，問題の早期解決を図る。

ア いじめ問題等相談員派遣事業 1,772千円

イ いじめ対策ﾘｰﾌﾚｯﾄの作成，配布 211千円

ウ○新 いじめ問題対応チーム派遣事業 3,895千円
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ スクールソーシャルワーカー活用事業（義務教育課） 4,183

社会福祉等の専門家であるスクールソーシャルワーカーを配置し，

いじめ，不登校，暴力行為，児童虐待など，児童生徒の課題の解決

・改善を図る。

○○新 「チーム学校」による不登校対策事業（義務教育課） 993

不登校児童生徒に関わる教員，専門スタッフ等が，「チーム学校」

としての体制を構築し，情報共有及び行動連携等を図りながら不登

校児童生徒の学校復帰のための支援を行う。

○ かごしま教育ホットライン２４（義務教育課） 23,831

いじめ問題等に悩む子どもや保護者等が，休日も含めて２４時間

いつでも相談できる体制を整備し，いじめ問題等の早期対応の充実

を図る。

○ 地域ぐるみ学校安全体制推進事業【再掲】（保健体育課） 13,754

安全で安心な学校を確立するため，スクールガード等を対象とし

た研修会を開催するなど，地域ぐるみで学校の安全に取り組む体制

を整備する。

○ 楠隼中高一貫教育校振興事業（高校教育課） 130,108

平成27年４月に開校した全寮制の楠隼中高一貫教育校において，

「シリーズ宇宙学」や「トップリーダー教室」など，楠隼独自の教

育活動を実践するとともに，必要な備品等の整備や生徒募集のため

の周知・広報活動を行う。

ア 楠隼中高一貫教育校整備事業 94,511千円

イ 楠隼中高一貫教育校生徒募集事業 27,815千円

ウ 教材管理システム事業 1,173千円

エ 創造的知性を深めるリーダー育成事業 6,609千円

-121-



- 122 -

事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 楠隼中高一貫教育校施設整備事業（学校施設課） 1,181,887

楠隼中高一貫教育校において，寄宿舎棟の整備を引き続き行う。

○ 私立学校助成事業（学事法制課，青少年男女共同参画課） 12,346,512

私立学校の教育条件の維持・向上及び修学上の経済的負担の軽減

を図るとともに，学校経営の健全性を高めるため，運営費等の助成

を行う。

ア 私立学校運営費補助 7,434,513千円

イ 私立学校運営費特別補助 494,413千円

ウ 私立高等学校入学金・授業料補助 168,134千円

エ 私立学校退職金補助 230,829千円

オ 日本私立学校振興・共済事業団掛金補助 120,885千円

カ 私立専修学校運営費補助 33,221千円

キ 私立学校授業料等緊急補助事業 374千円

ク 私立学校耐震化促進補助事業【再掲】 46,384千円

ケ 私立幼稚園耐震化促進事業【再掲】 15,642千円

コ 高等学校等就学支援金事業 3,550,374千円

サ 奨学給付金事業【再掲】 251,743千円

○ スーパー食育スクール事業（保健体育課） 2,001

楠隼中高一貫教育校の特色を生かした食育プログラムの実践によ

って獲得した食育の成果と，生徒個々の健康状態，体力・学力の状

況との関連を明らかにすることにより，食育の持つ多面的効果を検

証し，食育の一層の推進を図る。

（２） 生涯にわたって学べる環境づくりとスポーツの振興

○ かごしま県民大学（社会教育課） 4,556

本県の生涯学習の中核である「かごしま県民大学」において，生

涯学習県民大学講座の開設や学習情報の提供等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域ぐるみの家庭教育支援事業（社会教育課） 3,809

地域ぐるみでの家庭教育を推進するため，人材養成や地域の実態

に合わせた家庭教育支援の在り方を検討するモデル事業等を実施す

る。

○○新 家庭教育支援キャラバン事業（社会教育課） 3,135

大型商業施設やイベント等において，家庭教育支援に関する情報

提供や広報活動を関係団体等と連携して行うことにより，県民全体

で家庭教育を支援していく気運を更に高める。

○ 学校応援団促進事業【再掲】（社会教育課） 1,012

地域の教育力の向上を図るため，地域による効果的な学校支援の

在り方等について検討を行う県学校支援活動推進委員会を開催する

とともに，学校支援ボランティアの調整等を行う地域コーディネー

ターの研修を実施する。

○ 地域社会を担う人材育成事業（社会教育課） 1,206

地域における「ふるさとのよさ」を学び伝える生涯学習のリーダ

ーを育成するため，ふるさとリーダー育成講座を実施する。

○○新 鹿児島県高校生ビブリオバトル大会（社会教育課） 1,554

高校生の読書への関心を高めるため，ビブリオバトル（書評会）

や作家による講演会，交流会を実施する。

○ 海音寺潮五郎記念事業（社会教育課） 6,125

（財）海音寺潮五郎記念館の解散に伴う県への寄附金を活用し，

本県の歴史学・文化・文学の振興のための学習機会の提供や関連図

書の充実等を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ マイライフ・マイスポーツ運動推進事業（保健体育課） 6,981

すべての県民が，いつでも，どこでも，いつまでもそれぞれの適

性に応じて主体的・継続的にスポーツやレクリエーション活動に親

しめる「マイライフ・マイスポーツ運動」を推進する。

・ 推進体制の整備

・ 学校体育施設の有効活用

・○新 コミュニティスポーツクラブの設立・支援

・ 人材の養成及び有効活用

○ 県民総ぐるみ・鹿児島ユナイテッドＦＣ支援事業（観光課）【再掲】 33,000

Ｊ３リーグに昇格した「鹿児島ユナイテッドＦＣ」への県民等の

支援を促進するため，関係機関・団体が一体となって，ホーム戦に

おける集客・賑わいの創出やアウェイ戦における本県のＰＲ等の活

動を推進する。

○ 「レノヴァ鹿児島」活動強化支援事業（観光課）【再掲】 3,000

国内男子プロバスケットボールの新リーグ（Ｂリーグ）に参入す

る「レノヴァ鹿児島」への県民等の支援を促進するため，関係機関

・団体が一体となって，ホーム戦における集客・賑わいの創出やア

ウェイ戦における本県のＰＲ等の活動を推進する。

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」開催準備事業（国体準備課） 33,946

国体開催に向けて，準備委員会の運営を行うとともに，広報活動

や県民運動の普及・啓発活動に取り組む。

・ 国体県準備委員会総会等の開催

・ 先催県の情報収集・分析

・ 会場地市町村及び関係競技団体等との連絡調整

・ 国体開催周知に係る広報活動

・ 県民運動の普及・啓発活動 など

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」競技役員等養成事業（国体準備課） 24,244

鹿児島国体において，競技運営に必要となる審判員など競技役員

等の計画的な養成を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」会場施設整備事業（国体準備課） 1,759,528

ア 「燃ゆる感動かごしま国体」施設整備事業

総合開会式等の会場になる県立鴨池公園運動施設などの県有施

設について，国体開催に必要な整備を行う。

イ○新 「燃ゆる感動かごしま国体」施設整備費補助

競技会場になる会場地市町村有等施設について，国体開催に必

要な整備費用の一部を補助する。

○ 第７５回国民体育大会に向けた競技力向上対策事業（保健体育課） 163,495

鹿児島国体において天皇杯・皇后杯の獲得を目指すため，入賞を

狙える種目・種別の重点強化など，更なる競技力の向上を図る。

・ 選手選抜による練習会等の実施

・ 高校運動部への優れた指導力を有する人材の派遣

・ スポーツドクター，トレーナー等の国体等への派遣

・ 強化指定校，指定クラブ等の指定

・ 各競技団体の強化システムに沿った選手強化

・ ふるさと選手への支援 など

○ 障害者スポーツ振興事業【再掲】（障害福祉課） 5,622

全国障害者スポーツ大会「燃ゆる感動かごしま大会」開催に向け

選手を確保・育成するとともに，障害者スポーツを普及拡大し，障

害者の社会参加の促進を図るため，体験教室・レベルアップ教室を

実施する。

（３） 文化芸術が彩るかごしまづくり

○ 明治維新１５０周年記念シンポジウム等開催事業（政策調整課） 6,524

明治維新１５０周年記念事業「明治維新と郷土の人々」の成果を

活用し，明治維新の意義を改めて考える契機とするため，県民を対

象とした学識経験者によるシンポジウム等を開催する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 明治維新１５０周年若手研究者育成事業（政策調整課） 1,948

明治維新期の薩摩藩に関する研究の更なる活性化に資するため，

県内外の若手研究者に対し，研究に係る費用を助成し，その育成を

図る。

○○新 かごしま文化維新プロジェクト推進事業（生活・文化課） 96,585

「第30回国民文化祭・かごしま2015」で得られた成果を生かし，

本県の文化芸術の更なる発展のため，文化創造活動の促進等に資す

るプロジェクトを実施するほか，文化芸術を通じた地域活性化や，

新たな文化芸術の発展・創造につながる事業等を実施する団体への

助成を行う。

ア リーディングプロジェクト創造事業

イ 明治維新１５０周年かごしま文化力向上提案事業

○○新 黎明館常設展示一部リニューアル事業（生活・文化課） 5,114

明治維新１５０周年に向けて，歴史資料センター黎明館常設展示

の一部リニューアルを行うための調査・検討を実施する。

○ 「明治日本の産業革命遺産」等次世代への継承推進事業 31,248

（世界文化遺産課） （一部 ３補）

世界文化遺産に登録された「明治日本の産業革命遺産」の構成資

産の管理保全や，次世代への継承に向けた普及啓発，世界遺産価値

の理解増進・情報発信に取り組む。

○ かごしま近代化遺産調査事業（文化財課） 5,854

平成３０年の明治維新１５０周年に向け，県内に存在する幕末か

ら明治の近代化産業遺産をリストアップし，実態調査や発掘調査を

実施するとともに，シンポジウム等の開催により県民の意識醸成を

図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしまの歴史的建造物調査事業（文化財課） 3,233

県内に残る近代和風建築物のうち，文化財的価値が高い建造物を

将来的に国指定や県指定等の対象候補とし，積極的な保存・活用を

図るため，建築物の形態，意匠，保存状況等の総合的な調査を行う。

○ かごしまの祭り・行事調査事業（文化財課） 2,115

県内に広く分布する無形民俗文化財のうち，「祭り・行事」につ

いて，将来的に国指定や県指定等の対象候補とし，積極的な保存・

活用を図るための実地調査を実施する。

○ 霧島国際音楽祭運営事業（生活・文化課） 39,249

音楽文化の振興と若手演奏家の育成，国内外との交流を図るため

演奏会や講習会を行う。

・ 開催期間 平成28年７月15日～８月７日（予定）

・ 場 所 みやまコンセール ほか

○ 京都賞受賞者講演会開催事業（企画課） 5,400

将来の鹿児島を担う高校生や大学生をはじめ，広く県民の方々に

国際感覚や幅広い視野を養う機会を提供し，文化的・学術的な意識

の高揚を図るため，京都賞受賞者による講演会の開催等に要する経

費を負担する。
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Ⅳ 参考資料

（Ⅰ）平成２８年度ゼロ予算事業

　　　厳しい財政状況の中でも特別な予算を使うことなく，既に県庁が持っている人材や

　　施設，ネットワークなどを活用して，創意工夫により実施する事業を「ゼロ予算事業」

　　と位置付けて実施する。

１　職員の技術・知識等の活用

事業名 区分 具体的な取組内容
部局名
課　名

かごしま県政出前セミナー 継続

　県民からの要望に応じて，県政の課題や県が重点的
に取り組んでいる施策等について，県職員が集会等に
出向き直接説明を行い，意見交換を通して対話や交流
を推進するとともに，県政についての県民の理解と協
力を得る。
　希望に応じて，県庁見学と併せて県庁内でもセミ
ナーを実施する。

知事公室
広報課

鹿児島県消費生活相談員人
材バンク

継続
　消費生活相談員人材バンクを設置し，消費生活相談
員の採用を希望する市町村と消費生活相談員として就
業を希望する者との仲介を行う。

県民生活局
消費者行政推進

室

市町村消費生活相談員等実
務研修受入事業

継続
　市町村から消費生活相談員や行政職員を受け入れ，
電話相談や面談等の実務研修を行う。

県民生活局
消費生活セン

ター

かごしま子育て支援パス
ポート事業の拡充

継続

　かごしま子育て支援パスポート事業の未実施市町村
の住民や里帰り等で本県に一時居住している者が，実
施市町村で育児サービスを受けられるよう，県が直接
パスポートを発行する。

県民生活局
青少年男女共同

参画課

県庁環境保全率先事業 継続

　地球温暖化防止のため，県が率先して積極的な環境
保全活動に取り組む。
　・マイバッグ・マイ箸運動への取組
　・ノーマイカーデーの取組推進
　・県庁環境保全率先実行計画の推進

環境林務部
地球温暖化対策

課

キャラバン・メイト養成研
修事業

継続
　認知症サポーター養成講座の講師となる「キャラバ
ン・メイト」の養成を図る。

保健福祉部
介護福祉課

海外人的ネットワーク活用
事業

継続

　本県産業振興等に資するため，庁内関係課の依頼な
どに基づき，国際交流課等が有する国内外人的ネット
ワークや国際交流員を活用し，海外の情報を収集す
る。

観光交流局
国際交流課

企業等農業参入相談窓口設
置事業

継続
　地域振興局・支庁（駐在機関）農政普及担当課に
「県企業等農業参入相談窓口」16ヶ所を設置し，企業
等に対し参入方法や支援制度等の情報提供等を行う。

農政部
経営技術課

元請下請関係適正化等建設
業法遵守通報窓口の設置

継続
　建設業法の違反等について，県に設置する窓口にお
いて通報・相談を受け，必要に応じて立入調査を実施
し，指導を行う。

土木部
監理課

津波ハザードマップ作成支
援事業

継続
　津波法に基づき，市町村が作成する「津波ハザード
マップ」のための基礎となる津波浸水想定設定（浸水
区域及び浸水深記載図面）の資料提供を行う。

土木部
河川課

土砂災害ハザードマップ作
成支援事業

継続
　土砂災害に対する警戒避難体制の整備促進を図るた
め，市町村が作成する「土砂災害ハザードマップ」に
必要な地図データ等の提供を行う。

土木部
砂防課

地域一斉耐震診断事業 継続
　木造住宅の耐震改修の普及啓発を図るため，地域住
民を対象とした耐震セミナーと無料耐震診断を実施す
る。

土木部建築課
住宅政策室
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１　職員の技術・知識等の活用

総合教育センター土曜講座 継続
  土曜日における研修を希望する教職員のニーズに応
えるため，総合教育センターにおいて希望研修講座を
実施し，教職員の資質向上に資する。

教育庁
総合教育セン

ター

学校給食等地元食材利用促
進事業

新規

　学校給食関係者，食材供給関係者及び行政担当者が
一同に会し，全国や県内で地元食材が有効に利用され
ている事例を研修するとともに，市町村ごとに意見交
換を行い，各地域の実情に応じた利用促進のあり方を
検討する「地元食材利用促進研修会」を開催する。

教育庁
保健体育課

総合体育センター職員派遣
事業

継続

　学校や市町村教育委員会等が行う研修会への講師派
遣要請に応じて，総合体育センター職員を派遣し，体
育の授業改善や教員の資質向上を図り，児童生徒の体
力・運動能力の向上に資する。

教育庁
総合体育セン

ター

スポーツ・レクリエーショ
ン活動相談窓口

継続

　県民のスポーツ・レクリエーション活動に関する幅
広い分野からの質問や相談に対して，専門的立場から
回答することにより，県民の生涯スポーツの活動を支
援する。

教育庁
総合体育セン

ター

埋蔵文化財出前講座事業 継続
市町村開発部局等が開催する研修会等において，埋蔵
文化財の取扱いや事務手続の具体を説明し，周知を図
る。

教育庁
文化財課

ふるさとの道サポート推進
事業

継続
　県職員による国県道の一定区間の美化活動を実施す
る。

全地域振興局・
支庁

農村地域水・土施設保全巡
回事業

継続
　県営造成ダム等の施設を巡回し，地域の協力を得な
がら草木を年２回伐採する。

鹿児島地域振興
局

農林水産部

食育支援事業 継続
　小学生を対象にした水産業の出前授業を実施する。
（魚の展示，水産業の講演等）

鹿児島地域振興
局

農林水産部

鹿児島地域振興局庁舎周辺
環境整備事業

継続
　鹿児島地域振興局周辺道路等の施設点検を兼ねた清
掃活動を，職員により週１回30分程度実施する。

鹿児島地域振興
局
建設部

ウォーキングチェック事業 継続
　県管理道路を歩行しながら点検を行い，同時にゴミ
の回収などの清掃活動を実施する。

鹿児島地域振興
局
建設部

南 地域振興局地域密着型
県政出前講座事業

継続
　地域の方々が集まる会合等に積極的に出かけて，児
童虐待防止，ＤＶ被害者支援，自殺予防対策等の県の
施策について広くＰＲする。

南 地域振興局
保健福祉環境部

大隅地域振興局版県政出前
セミナー事業

継続

　地域の様々な機会を捉えて積極的に県政を広くＰＲ
し，地域住民等からの依頼を受けて実施した講習等の
リストを作成し，その内容を県ホームページへ掲載
し，「身近な振興局」としてイメージアップを図る。

大隅地域振興局
総務企画部

母子自主活動グループ支援
事業

継続

　未熟児の親など，同じ悩みや課題のある者同士の情
報交換や学びの場としての自主活動グループ（未熟児
の会「エンジェルスマイル」）の活動について支援・
助言を行う。

大隅地域振興局
保健福祉環境部

精神障害者関連自主活動グ
ループ支援事業

継続
　精神障害者が社会復帰を目標に実施している自主活
動グループの育成に向けての助言，支援を行う。

大隅地域振興局
保健福祉環境部

海岸等美化活動事業 継続
　海岸等のゴミや空き缶拾い，草刈等の清掃作業を行
い地域の美化・環境保全を図る。
　・肝属川，浜田・高須港海岸，垂水港（本城地区）

大隅地域振興局
建設部
農林水産部
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１　職員の技術・知識等の活用

林道施設保全巡回事業 新規
　県，市町と共同で，林道施設の巡回・点検と同時に
清掃活動を市町毎に年１回実施する。

大隅地域振興局
農林水産部

種子島サンセット車いすマ
ラソン支援活動事業

継続
　毎年夏に開催される種子島サンセット車いすマラソ
ン大会にあわせて，マラソンコース（国道58号線）周
辺の空き缶等散乱ゴミの回収活動を行う。

熊毛支庁
総務企画部

２　既存施設等の有効利用

交通安全教育機材貸出事業 継続
　交通安全意識の高揚を図るため，学校や職場等での
交通安全教室実施の際に交通安全教育ＤＶＤ等を無料
で貸し出す。

県民生活局
生活・文化課

「明治日本の産業革命遺
産」理解増進事業

継続
　「明治日本の産業革命遺産」の資産価値の理解増進
を図り，次世代へ継承するため，イベント等における
ＰＲグッズの貸出等を行う。

企画部
世界文化遺産課

さくらじまんＰＲサポート
事業

継続

　本県のイメージアップや地域活性化につながるイベ
ント，本県をＰＲする宣伝広報ツールなどに，「さく
らじまん」のキャラクターデザインや着ぐるみを活用
する。

観光交流局
かごしまＰＲ課

「本物。鹿児島県」キャッ
チコピー活用事業

継続
　市町村や関係団体・業界等に対し，イメージアップ
ポスターやＰＲ動画の活用を働きかけ，本県ＰＲの旗
印である「本物。鹿児島県」の更なる浸透を図る。

観光交流局
かごしまＰＲ課

みんなの土木教室・現地見
学会

継続

　道路，港湾，河川等の工事が行われる地域の方々や
将来を担う子供たちへ，自分たちの地域がどのように
変わるのかなど，公共事業についての理解を深めても
らうために現地見学会を実施する。

土木部監理課
技術管理室

地下壕の危険性に係る啓発
事業

継続

　市町村と連携して，地下壕の危険性に係る啓発を行
い，住民の安心・安全の確保を図る
　・県政かわら版等による啓発
　・市町村広報誌による啓発（掲載依頼）等

土木部
都市計画課

公立学校施設整備事例紹介
事業

継続
　各自治体の施設整備の参考としてもらうため，県内
の小中学校等施設の整備事例を県ホームページで紹介
する。

教育庁
学校施設課

生涯学習ふれあい展示 新規
　生涯学習として取り組んでいる団体を対象に，創作
文化活動の学習成果を展示する場を提供する。（年６
回）

教育庁
かごしま県民大
学中央センター

高校生図書館ボランティア
養成講座

継続
　高校生を対象に，図書館の実務や児童奉仕の初歩的
な知識・技能に関する講義・実習等を年２回程度行
う。

教育庁
県立図書館

学習サークル～古文書学習
～

継続
　高校生を対象に，図書館所蔵の古文書を活用した学
習会（講座）を年３回程度実施し，郷土における歴史
認識を深めるとともに，図書館利用の幅を広げる。

教育庁
県立図書館

奄美図書館文化活動連携事
業

継続
　奄美図書館の壁面を活用し，学校や美術協会等と連
携して生徒や会員の絵画等を展示する。

教育庁
県立奄美図書館

青少年研修センター施設開
放事業

継続

　センター内の豊かな自然や施設を広く県民の方々に
開放し，各種文化創作活動や自然体験活動などを通し
て，自然に親しみ，ふれあいを深めるとともに，セン
ターの役割や事業などについて県民の理解を深める。
　・さくらの園開放（３～４月）
　・森林浴コース開放（４～５月）
　・かえでの園開放（１１～１２月）
　・梅園開放（２月）

教育庁
青少年研修セン

ター
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２　既存施設等の有効利用

ふれせんオープンデイ 継続

　霧島自然ふれあいセンターでスポーツ活動やレクリ
エーション活動，クラフト活動などに親しんでもら
い，当センターが持つ生涯学習施設としての機能や周
辺の自然を広く県民に紹介する。

教育庁
霧島自然ふれあ
いセンター

南 ・夢農園 継続
　県立吹上浜海浜公園の学習農園を活用して，野菜・
花づくりなどの勤労生産活動を行い，作物の植え付け
から収穫までの苦労や喜びを体感する場を提供する。

教育庁
南 少年自然の

家

鹿南少わくわくホリデー 継続

　南 少年自然の家や近隣の自然を活用して，家庭や
学校では得難い自然体験活動や創作活動を年７回実施
することにより，あしたをひらく心豊かでたくましい
子どもの育成を図る。

教育庁
南 少年自然の

家

自然の家フェスタ 継続
　施設を開放し，体験活動や創作活動を通して，家族
のふれあいや参加者相互の交流を深めるとともに，自
然の家の事業や活動について周知を図る。

教育庁
奄美少年自然の

家

天体観察 継続

　年間を通した月や四季の星座観察などを通して，天
体に対する興味・関心を高めさせるとともに，宇宙の
広さやそのすばらしさに気付かせ，未知の世界への憧
れやロマンをもたせる。

教育庁
奄美少年自然の

家

「まいぶんキット」貸出事
業

継続
　授業や郷土教育に活用できるよう，実物の出土品等
をキットとして貸し出す。

教育庁
埋蔵文化財セン

ター

地域振興局管内情報発信事
業

継続
　振興局･支庁の県民ホール等を活用して，紙媒体に
よる情報発信のほか，特産品等の展示紹介を行う。

全地域振興局・
支庁

伊集院保健所感染症ネット
ワーク事業

新規

　新型インフルエンザ等の感染症危機事象発生時に迅
速な情報提供と適切な対策を講じるためのネットワー
クを構築し，平時から医療関係機関をはじめ学校，企
業，ＮＰＯ法人等へ感染症情報を配信する。

鹿児島地域振興
局

保健福祉環境部

「こどもあんしんの車」車
版事業

継続

　公用車の一部に「こどもあんしんの車」と掲載され
た車版（マグネットシート）を貼り，出張に併せて管
内の巡回を行い，子どもに対する犯罪防止に寄与す
る。

南 地域振興局
総務企画部

南 地域感染症危機管理情
報ネットワーク（ＮＩＳ
Ｅ）運営事業

継続
　管内の15医療機関から得られた感染症情報を収集分
析し毎週，管内の学校や関係機関へメール，ＦＡＸで
配信する。

南 地域振興局
保健福祉環境部

情報誌発行事業 継続

　福祉施設，学校，病院，市役所等400箇所以上の機
関・施設等に対し，年４回，保健・医療・福祉・環境
に関する情報を記載した「なんさつ健やかだより（Ｃ
ＡＴＣＴ）」を定期的に発行する。

南 地域振興局
保健福祉環境部

土地改良施設保全活動事業 継続
　土地改良施設の機能保全及び有効利用を図り，地域
資源としての認識を高めるため，自治会及び農家や関
係機関による，清掃活動を行う。

北 地域振興局
農林水産部

県産木材ＰＲ事業 継続
　県産材を活用した管内の木造公共施設の写真パネル
を庁舎ロビー等に展示し，県産材の良さをＰＲする。

北 地域振興局
農林水産部

社会基盤整備ＰＲ事業 継続
　公共事業への理解促進，共生協働の社会づくりの促
進を図るため，道路や港湾などの社会基盤について，
現場見学会やパネル展示を行う。

北 地域振興局
建設部

土地改良施設愛護作業 継続

　姶良・伊佐地域振興局管内の４市町において，市町
や関係事業者の協力を得て，土地改良施設等の海岸や
親水公園等のごみ拾いや草刈り等の清掃活動を実施
し，施設の保全を図る。

姶良・伊佐地域
振興局

農林水産部
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２　既存施設等の有効利用

屋久島事務所ミニギャラ
リー設置事業

継続

　屋久島事務所が地域の方々にとって身近な存在とな
るよう，事務所のロビーを開放し，地域の方々の文
化・芸術作品や子供たちの学習成果などを展示する場
として提供する。

熊毛支庁
屋久島事務所

屋久島ＣＯ２フリーの島づ
くりＰＲ事業

継続

　電気自動車の導入等，ＣＯ２削減に向けた取組を促
進するため，学校関係者や地域住民等を対象に，屋久
島事務所にある公用電気自動車，急速充電器設備を活
用して，研修会・出前講座を行う。

熊毛支庁
屋久島事務所

大島支庁情報誌の発行 継続
　「大島支庁情報誌」を月１回発行し，事業の実施状
況・進捗状況，統計データ等を情報発信する。

大島支庁
総務企画部

大島紬ＰＲ推進事業 継続

　大島支庁内展示ブースへの大島紬等の展示や，大島
紬研修会・展示販売会の開催などを通じて，大島紬に
対する理解を深めるとともに，大島紬振興のためのＰ
Ｒを行う。

大島支庁
総務企画部

土地改良施設愛護作業 継続
　２月に開催予定の奄美桜マラソン大会に併せて，そ
のコースである須野ダム周辺道路の草刈り，ゴミ拾い
を行う。

大島支庁
農林水産部

名瀬港待合所イメージアッ
プ事業

継続
　待合所内のパネル等を利用してガイドマップの展示
や写真展の開催等を行う。

大島支庁
建設部

３　政策情報の発信・ＰＲ

県公式ツイッター・県公式
フェイスブック情報発信事
業

継続

　県政についての県民の理解と協力を得るため，ＳＮ
Ｓ（ソーシャル・ネットワーク・サービス）を活用
し，県政情報のほか，県に関する様々な情報の発信を
行う。

知事公室
広報課

コミュニティＦＭ・ＣＡＴ
Ｖ情報発信事業

継続
　県政広報活動の更なる強化を図るため，県の行事・
イベント，制度等に関する情報を県内各地のコミュニ
ティＦＭ・ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）に配信する。

知事公室
広報課

鹿児島県動画配信サイト運
用事業～「鹿児島インター
ネット放送局　ムーブ！か
ごしま」～

継続

　インターネットを活用した県政広報活動，県のＰＲ
活動の強化を図るため，知事記者会見のほか，新着・
オススメ，注目動画等をチャンネル毎に配信する動画
サイト「鹿児島インターネット放送局　ムーブ！かご
しま」を運用する。

知事公室
広報課

「育児の日」普及事業 継続
　毎月19日の「育児の日」の普及・啓発を図るため，
各地のイベント等での既存のポスター等を活用した広
報活動を行い周知を図る。

県民生活局
青少年男女
共同参画課

ゆいネットメールマガジン
事業

継続
　世話やきキューピッドや市町村等が実施する出会い
イベント情報を，独身男女の出会い・結婚を応援する
「ゆいネット」メールマガジン登録者に配信する。

県民生活局
青少年男女
共同参画課

小児救急電話相談ＰＲ事業 継続
　小児救急電話相談の利用促進を図るため，市町村窓
口，子育てイベントでのカード配布や県ホームページ
等での啓発を行う。

保健福祉部
地域医療整備課

適切な救急医療の利用に係
る普及啓発事業

継続
　県ホームページ・県政かわら版等の活用や救急医療
週間における普及啓発活動を通じて，救急医療の適切
な利用に関する啓発を行う。

保健福祉部
地域医療整備課

介護職員処遇改善紹介サイ
ト開設事業

継続
　介護職員の働きやすい環境づくりに取り組む事業所
等を県のホームページで紹介し，他事業所の取組促進
を図るとともに，介護職場のイメージアップを図る。

保健福祉部
介護福祉課
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３　政策情報の発信・ＰＲ

本格焼酎ＰＲ促進事業 継続
　本県の本格焼酎の消費拡大やさらなるイメージアッ
プを図るため，様々な機会を捉え，本格焼酎のＰＲを
行う。

観光交流局
かごしまＰＲ課

かごしま活き生き食の日Ｐ
Ｒ事業

継続

　「かごしま活き生き食の日（毎月第３土曜日）」に
ついて，各種イベント，会議・研修会，県ホームペー
ジ，印刷物等により周知ＰＲし，県産農林水産物に対
する理解と活動の促進を図る。

農政部
農政課

「土木の日」に関連して行
う建設事業イメージアップ
事業

継続

　「土木の日」である11月18日に併せて，「建設事業
イメージアップ連絡協議会」で，公共施設・建設事業
の必要性，地域生活に果たす役割等について理解を浸
透させ，イメージアップを図るための取組を行う。

土木部監理課
技術管理室

魅力ある都市景観・まちな
みづくりＰＲ事業

新規

「かごしま・人・まち・デザイン賞（平成25年創
設）」のＰＲや各種団体との連携による啓発活動を行
い，良好な都市景観に対する県民等の理解を深め，そ
の取組を促進することにより，地域の特徴を活かした
魅力ある都市景観やまちなみの形成を推進する。

土木部
都市計画課

学校等における文化財伝承
活動情報提供事業

継続
　学校教育の中で，伝統芸能やその伝承活動に取り組
む学校・学級や児童・生徒の様子を県ホームページで
紹介する。

教育庁
文化財課

伝承活動等の情報提供事業 継続

　生涯学習の視点から，かごしま県民交流センター情
報システムに県文化財に関して深い知見を有する指
導・助言者132人を登録し，学校教育や公民館活動等
に必要な講師を紹介する。

教育庁
文化財課

観光情報提供事業 継続
　地域の旬な情報を県ホームページに掲載し，情報提
供を行う。

全地域振興局・
支庁

鹿児島地域振興局広報・Ｐ
Ｒ推進事業

継続

　各種イベントやキャンペーンに参加する職員が，ス
タッフコート及び名札等を着用し，県の取組をＰＲ
し，普及広報を図る。
（主なイベント等）
　・「スポーツ合宿」セミナー及び視察ツアー
　・交通安全，防犯街頭キャンペーン　等

鹿児島地域振興
局

総務企画部

地域情報発信事業
「地域の宝箱～地域フォト
ライブラリー～」

継続
　「地域の宝箱～地域フォトライブラリー～」によ
り，地域の新たな魅力等を情報発信し，地域内外の交
流の活性化と地域振興を図る。

鹿児島地域振興
局

総務企画部

地域情報発信事業
「鹿児島地域振興局だよ
り」

継続
　振興局ホームページに，「鹿児島地域振興局だよ
り」を掲載し，局・管内市村等のイベントや観光，各
種取組などに関する情報を適宜，発信する。

鹿児島地域振興
局

総務企画部

指導監査業務における事故
防止対策の取り組み

新規
　施設から利用者等の事故発生の報告を集計・分析
し，指導監督業務に効果的に活用することにより，事
故の未然及び再発防止，施設の安全運営に資する。

鹿児島地域振興
局

保健福祉環境部

肥 おれんじ鉄道利用促進
支援事業

継続

　肥 おれんじ鉄道の利用促進を図るため，庁舎内に
絵画コンテスト入賞作品を掲示するとともに，写真，
パンフレット，グッズ等の展示を行い，同鉄道のＰＲ
を行う。

北 地域振興局
総務企画部

共生・協働ほっと通信 継続
　振興局のホームページで，ＮＰＯ法人の活動状況等
管内の共生・協働の取組を紹介する。

姶良・伊佐地域
振興局

総務企画部

地域メディア支援事業 継続
　地元新聞及び地元コミュニティＦＭに，振興局から
積極的に情報提供するためのシステムを構築し，地域
への情報発信ツールとして積極的に活用する。

大隅地域振興局
総務企画部

おおすみの木造公共施設Ｐ
Ｒ事業

継続
　10月の「木づかい推進月間」において，大隅地域振
興局県民室やイベント時に木造公共施設等のパネルを
展示し，広く県民へ木材の良さ等をＰＲする。

大隅地域振興局
農林水産部
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３　政策情報の発信・ＰＲ

奄美黒糖焼酎と農林水産物
を楽しむ会

継続

奄美大島内に居住する島外からの赴任者を対象とし
て，奄美黒糖焼酎と奄美大島産の農林水産物を紹介す
ることで，奄美の黒糖焼酎と食材に親しんでもらい，
今後の消費拡大のためのＰＲを行う。

大島支庁
総務企画部

４　民間団体等との連携

ヤミ金融はり紙撤去キャン
ペーン

継続
　県弁護士会や県司法書士会など14機関からなる「県
多重債務者対策協議会」において，関係団体協力のも
と，違法に掲出されたヤミ金融のはり紙を撤去する。

県民生活局
消費者行政
推進室

黎明館研修 新規

　県内外の方々と接しているホテル・観光業等のス
タッフを対象に館内・館外史跡等視察研修や講演を行
い，鹿児島の歴史・文化を学ぶ機会を設けることによ
り，情報発信の一助とするとともに，黎明館ファンの
増を図る。

県民生活局
歴史資料セン
ター黎明館

黎明館敷地内清掃ボラン
ティア・黎明館ミュージア
ムパートナー

新規

　ボランティアによる敷地内の清掃活動や図書等の整
理等を通じて，鹿児島の歴史に興味を持っていただく
とともに黎明館をより身近に感じてもらうことによ
り，黎明館ファンの増を図る。
　・清掃活動，職員による敷地内の遺跡や歴史の解説
　・図書等の整理や広報活動の補助

県民生活局
歴史資料セン
ター黎明館

環境マネジメントシステ
ム，事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）の取組促進

継続

　県中小企業融資制度において，取扱金融機関と連携
して融資利率を引き下げることにより，県内中小企業
者の環境マネジメントシステムや事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）策定の取組を促進する。

商工労働水産部
経営金融課

かごしま中小企業再生支援
ネットワーク

継続
　県内の金融機関，保証機関，商工団体などが相互の
協調体制を構築し，県内中小企業者の経営改善・事業
再生等の支援を促進する。

商工労働水産部
経営金融課

技能検定合格者激励事業 継続
　技能検定合格者を激励することにより，労働者の技
能修得意欲を増進させ，技能の向上を図るとともに，
技能検定合格者の増につなげる。

商工労働水産部
雇用労政課

こどもフラワーアレンジメ
ント教室開催支援事業

継続
　小学校でのフラワーアレンジメント教室の実施にあ
たって，県が窓口になり，実施団体と小学校との連絡
調整・情報提供等を行い，円滑な事業実施を行う。

農政部
農産園芸課

おいしいお茶の入れ方教室
開催支援事業

継続

　小学校での「かごしま茶のおいしい入れ方教室」の
実施にあたり，県が窓口となり，実施団体と小学校と
の連絡調整・情報提供等を行い，円滑な事業実施を行
う。

農政部
農産園芸課

ふるさとの道サポート・タ
イアップ事業

継続

　地域住民等が行う県管理道路の清掃・美化活動を支
援する「ふるさとの道サポート推進事業」とタイアッ
プし，企業等に当該サポーターの活動経費の一部を支
援していただくことにより，地域住民・企業・行政が
一体となった美しいふるさとの道の維持活動を行い，
地域環境の保全向上や共生協働による活力ある地域社
会づくりに資する。

土木部
道路維持課

中・高校生のインターン
シップ事業

継続
　経済団体等と連携・協力し，公立中・高等学校１，
２年生を対象として，夏季休暇期間中に企業でのイン
ターンシップを実施する。

教育庁
高校教育課

かごしま学校応援団推進プ
ロジェクト

継続

　地域ぐるみで学校運営を支援する体制を整備し，学
習支援，部活動支援，環境整備，安全確保などの活動
を通して，地域全体で子どもを守り育てる環境づくり
を推進する。

教育庁
社会教育課

かごしま県民大学連携講座 継続

　 県民の多様化・高度化するニーズに対応し，生涯
学習の機会を広く提供するために，かごしま県民大学
中央センターと大学等の高等教育機関，県及び市町
村，民間教育機関，ＮＰＯ法人，自主グループ等が連
携して公開講座を実施する。

教育庁
かごしま県民大
学中央センター
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４　民間団体等との連携

雑誌スポンサー制度 新規

　図書館の雑誌のカバーを民間事業者等の広告媒体と
して提供することにより，企業等に雑誌の購入代金を
負担してもらい，図書館の所蔵雑誌を増やし，雑誌
コーナーの充実を図る。

教育庁
県立図書館

あまみＦＭディとの連携に
よる広報活動事業

継続
　「あまみＦＭディ！ウェイヴ」の番組への出演を通
じて，各種事業の案内や新刊図書の紹介など，奄美図
書館の情報発信を行う。

教育庁
県立奄美図書館

鹿児島地域づくり表彰 新規

　鹿児島地域において，地域づくりに寄与したもので
あって，その功績が顕著であり，かつ，現在も地域づ
くりの活動を続け，地域の未来に貢献することが期待
できるものを表彰する。

鹿児島地域振興
局

総務企画部

鹿児島港環境美化活動事業 継続

　鹿児島港（ウォーターフロントパーク等）におい
て，建設部職員を中心にボランティアの協力も得なが
らゴミの回収や空き缶拾い等の清掃を年１回行い，港
の美化や環境保全を図る。

鹿児島地域振興
局

建設部

南 地域包括ケア・ボラン
ティア活動表彰事業

継続

　医療・介護・福祉に関するボランティア活動の分野
において，先進的又は持続的な取組により，その功績
が顕著であり，かつ，現在も継続している個人又は団
体を表彰する。

南 地域振興局
保健福祉環境部

道の日道路パトロール事業 新規
　各市や建設業関係者，ボランティアと連携しなが
ら，管内の県管理道路の点検及び美化活動を道の日に
年１回実施する。

南 地域振興局
建設部

川内港環境美化活動事業 継続
　川内港唐浜地区において，ボランティアの協力を得
ながら草木の伐採を行う。

北 地域振興局
建設部

姶良・伊佐地域づくり活動
表彰

継続
　地域づくり活動により，功績の大きな団体等を表彰
し，また，ホームページに掲載することにより，地域
づくり活動の一層の活性化を図る。

姶良・伊佐地域
振興局

総務企画部

「ＦＭきりしま」による普
及啓発事業

継続

　地元ラジオ「ＦＭきりしま」の協力を得て，エイズ
に関する正しい知識等の普及啓発を行う。
　・エイズ予防推進キャンペーン　・世界禁煙デー
　・乳がん予防推進キャンペーン　等

姶良・伊佐地域
振興局

保健福祉環境部

姶良・伊佐地域地産地消活
動ＰＲ事業

継続

　地域の直売所や農産加工組織，地産地消推進店にお
ける活動や取り扱い農産物，イベント情報などを地域
振興局ホームページ等で紹介し，姶良・伊佐地域の地
産地消活動のＰＲを行う。

姶良・伊佐地域
振興局

農林水産部

コミュニティＦＭ防災活用
事業

継続

　コミュニティＦＭを防災情報発信ツールとして活用
するために，大隅地域の現場の防災情報を提供する情
報提供者（ボランティア）のリストを作成し，コミュ
ニティＦＭに提供するとともに，大隅地域の県，市町
職員に対して，情報提供者（ボランティア）の登録を
推進する。

大隅地域振興局
総務企画部

おおすみの地域力表彰事業 継続

　地域活性化，伝統文化の継承，地域産業の振興，環
境保全等に取り組んでいる個人，団体等を顕彰し，功
績をたたえ，地域づくりをさらに活性化させ，「元気
な大隅地域」をＰＲする。

大隅地域振興局
総務企画部

たねやくきらめき表彰 継続
　熊毛地域の発展，活性化のために尽力している，あ
るいは地域住民の励みとなる活躍をしているなどの功
績が顕著な個人や団体を表彰する。

熊毛支庁
総務企画部

屋久島の玄関口安房港環境
美化活動事業

継続
　島を訪れる観光客等へのおもてなしとして，地域の
方々と協力して安房港のゴミ拾いや草刈りを行い，港
内の美化や環境保全を図る。

熊毛支庁
屋久島事務所
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４　民間団体等との連携

奄美地域づくり褒賞 継続
　地域づくりの推進を図る上で功績が顕著であるもの
などを褒賞する。

大島支庁
総務企画部

コミュニティＦＭ等を活用
した広報活動

継続

　コミュニティＦＭを活用し，「家庭の日」及び「青
少年育成の日」の普及活動を行うほか，平成28年度開
催催予定の「全国方言サミット」などのイベント，行
政情報などを積極的に発信する。

大島支庁
総務企画部

土地改良施設愛護作業 新規
　安全管理上，支障を来している溜池において関係者
と連携し，フェンス及び施設周辺の草刈り等を実施す
る。

大島支庁
沖永良部事務所
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（Ⅱ）引上げ分の地方消費税収が充てられる社会保障施策に要する経費

　　　引上げ分の地方消費税収は，地方税法の規定により，社会保障４経費その他社会保障施策

　　（社会福祉，社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費に充てることとされている。

　　１　引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分の市町村交付金を除く）  　12,779百万円

　　２　社会保障施策に要する経費のうち社会保障４経費（一般財源）  　　　 92,709百万円

（単位：百万円）

うち一般財源

医療 58,597 51,359

介護・高齢者福祉 26,478 23,379

子ども・子育て 20,015 17,971

合計 105,090 92,709

分野
平成２８年度当初予算額

総額
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（Ⅲ）使用料・手数料改定（案）
主 な も の

部 局 名 項 目 備 考
現行単価(円) 改 正 案(円)

総 務 部 審査請求に係る提出資料等の 審査請求に係る行政不服審査会提出資 用紙１枚につ 新 設

写し等に係る交付手数料 料等の写し等に係る交付手数料 き10～20円

企 画 部 自家用有償旅客運送者登録申 自家用有償旅客運送者登録申請手数料 15,000

請手数料等 新 設

自家用有償旅客運送者変更登録申請手 3,000

数料

保健福祉部 細菌（赤痢菌）検査使用料 細菌検査 410 420 改 定

登録喀痰吸引等事業者登録申 登録喀痰吸引等事業者登録申請手数料 2,400 新 設

請手数料

歯科技工士法関係手数料 歯科技工士国家試験合格証明書交付手 3,000 廃 止

数料

商工労働水 工業技術センター使用料 設備使用料

産部 全焦点３Ｄ表面形状測定機 1,420 新 設

３次元プリンター 790 廃 止

炭酸ガスレーザ加工機（木材加工） 2,520 2,530

炭酸ガスレーザ加工機（金属加工） 4,370 4,380 改 定

精密万能試験機 1,830 1,840

オージェ電子分析装置 4,540 4,570

漁港施設使用料 枕崎漁港高度衛生管理型荷さばき所使 411 新 設

用料

計量法関係手数料 検定手数料

質量計（非自動はかり・その他のも

の）

ひょう量250kg以下 520 530

ひょう量500kg以下 900 910

ひょう量5t以下 6,150 6,200 改 定

ひょう量10t以下 7,750 7,800

ひょう量30t以下 14,150 14,200

ひょう量40t以下 18,900 19,000

基準器検査手数料

質量基準器（１級基準分銅）

表す質量が200g以下 3,200 3,250 改 定

工業技術センター手数料 分析手数料

定性分析

（金属成分：表面分析） 8,940 8,990 改 定

（金属成分：内部分析） 14,480 14,570
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

商工労働水 工業技術センター手数料 検査測定手数料

産部 形状測定（画像合成） 3,310 新 設

放射線表面汚染測定 3,100 3,120

顕微鏡試験（前処理を要しない） 5,060 5,080 改 定

顕微鏡試験（前処理を要する） 10,400 10,450

オージェ電子分析装置観察試験 6,230 6,260

農 政 部 大隅加工技術研究センター使 加工開発実験施設使用料 283,920/日以 347,600/日以 改 定

用料 内 内

農産物検査法に係る登録検査 登録申請手数料 150,000

機関関係手数料

登録更新申請手数料 10,100

新 設

変更登録申請手数料

農産物の種類の増加 30,000

登録の区分の増加 150,000

飼料検定手数料 検定手数料

配合飼料で，牛，豚，鶏及びうずら 49,100

に使用されるもの

配合飼料で，ぶり，まだい，ぎんざ 32,100

け，こい（食用のみ），うなぎ，にじ

ます及びあゆに使用されるもの

とうもろこしと魚粉とを混合した飼 16,400 廃 止

料

フィッシュソリュブルをふすま，米 38,300

ぬか等に吸着させた飼料

魚粉 24,200

フェザーミール 29,600

土 木 部 エネルギー消費性能向上計画 非住宅（モデル建物法）

認定及びエネルギー消費性能 適合証の添付有り

に係る認定申請手数料 ～300m2未満 10,000

～2,000m2未満 28,000

～5,000m2未満 83,000

～10,000m2未満 131,000

～25,000m2未満 166,000

25,000m2以上 207,000

新 設

適合証の添付無し

～300m2未満 93,000

～2,000m2未満 154,000

～5,000m2未満 246,000

～10,000m2未満 320,000

～25,000m2未満 383,000

25,000m2以上 449,000
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

土 木 部 エネルギー消費性能向上計画 非住宅（標準入力法・主要室入力法）

認定及びエネルギー消費性能 適合証の添付有り

に係る認定申請手数料 ～300m2未満 10,000

～2,000m2未満 28,000

～5,000m2未満 83,000

～10,000m2未満 131,000

～25,000m2未満 166,000

25,000m2以上 207,000

非住宅（標準入力法・主要室入力法）

適合証の添付無し

～300m2未満 237,000

～2,000m2未満 381,000

～5,000m2未満 541,000

～10,000m2未満 666,000

～25,000m2未満 786,000

25,000m2以上 896,000

住宅（性能基準）

適合証の添付有り

戸建 6,000

共同 ～300m2未満 13,000

共同 ～2,000m2未満 26,000

共同 ～5,000m2未満 52,000

共同 5,000m2以上 93,000 新 設

適合証の添付無し

戸建 ～200m2未満 38,000

戸建 200m2以上 42,000

共同 ～300m2未満 77,000

共同 ～2,000m2未満 124,000

共同 ～5,000m2未満 207,000

共同 5,000m2以上 294,000

住宅（仕様基準）

適合証の添付有り

戸建 6,000

共同 ～300m2未満 13,000

共同 ～2,000m2未満 26,000

共同 ～5,000m2未満 52,000

共同 5,000m2以上 93,000

適合証の添付無し

戸建 ～200m2未満 21,000

戸建 200m2以上 22,000

共同 ～300m2未満 40,000

共同 ～2,000m2未満 65,000
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

土 木 部 エネルギー消費性能向上計画 共同 ～5,000m2未満 112,000 新 設

認定及びエネルギー消費性能 共同 5,000m2以上 166,000

に係る認定申請手数料

エネルギー消費性能向上計画 非住宅（モデル建物法）

変更認定申請手数料 適合証の添付有り

～300m2未満 5,000

～2,000m2未満 14,000

～5,000m2未満 41,000

～10,000m2未満 65,000

～25,000m2未満 83,000

25,000m2以上 103,000

適合証の添付無し

～300m2未満 46,000

～2,000m2未満 77,000

～5,000m2未満 123,000

～10,000m2未満 160,000

～25,000m2未満 191,000

25,000m2以上 224,000

非住宅（標準入力法・主要室入力法）

適合証の添付有り

～300m2未満 5,000

～2,000m2未満 14,000

～5,000m2未満 41,000 新 設

～10,000m2未満 65,000

～25,000m2未満 83,000

25,000m2以上 103,000

非住宅（標準入力法・主要室入力法）

適合証の添付無し

～300m2未満 118,000

～2,000m2未満 190,000

～5,000m2未満 270,000

～10,000m2未満 333,000

～25,000m2未満 393,000

25,000m2以上 448,000

住宅（性能基準）

適合証の添付有り

戸建 3,000

共同 ～300m2未満 6,000

共同 ～2,000m2未満 13,000

共同 ～5,000m2未満 26,000

共同 5,000m2以上 46,000
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

土 木 部 エネルギー消費性能向上計画 適合証の添付無し

変更認定申請手数料 戸建 ～200m2未満 19,000

戸建 200m2以上 21,000

共同 ～300m2未満 38,000 新 設

共同 ～2,000m2未満 62,000

共同 ～5,000m2未満 103,000

共同 5,000m2以上 147,000

長期優良住宅建築等計画認定 長期優良住宅建築等計画の認定申請手 住宅の戸数が

申請手数料 数料（基準適合を証する図書を添付す １戸のもの

る増改築の申請の場合） 11,000

住宅の戸数が

１戸を超え５

戸以下のもの

26,000

住宅の戸数が

５戸を超え10

戸以下のもの

49,000

住宅の戸数が

10戸を超え25

戸以下のもの

84,000

住宅の戸数が 新 設

25戸を超え50

戸以下のもの

164,000

住宅の戸数が

50戸を超え100

戸以下のもの

294,000

住宅の戸数が

100戸を超え

200戸以下のも

の

542,000

住宅の戸数が

200戸を超え

300戸以下のも

の

-142-



主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

土 木 部 長期優良住宅建築等計画認定 長期優良住宅建築等計画の認定申請手 739,000

申請手数料 数料（基準適合を証する図書を添付す

る増改築の申請の場合） 住宅の戸数が

300戸を超える

もの

895,000

長期優良住宅建築等計画の認定申請手 住宅の戸数が

数料（基準適合を証する図書を添付し １戸のもの

ない増改築の申請の場合） 72,000

住宅の戸数が

１戸を超え５

戸以下のもの

172,000

住宅の戸数が

５戸を超え10

戸以下のもの

280,000

住宅の戸数が

11戸を超え25

戸以下のもの 新 設

555,000

住宅の戸数が

25戸を超え50

戸以下のもの

1,008,000

住宅の戸数が

50戸を超え100

戸以下のもの

1,745,000

住宅の戸数が

100戸を超え

200戸以下のも

の

3,254,000

住宅の戸数が

200戸を超え

300戸以下のも

の

4,664,000
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

土 木 部 長期優良住宅建築等計画認定 長期優良住宅建築等計画の認定申請手 住宅の戸数が

申請手数料 数料（基準適合を証する図書を添付し 300戸を超える 新 設

ない増改築の申請の場合） もの

5,750,000

サービス付き高齢者向け住宅 サービス付き高齢者向け住宅事業の登 10戸以下のも

事業登録申請手数料又は更新 録をするサービス付き高齢者向け住宅 の

登録申請手数料 の戸数の区分に応じ，それぞれ当該区 26,000

分に掲げる金額

10戸を超え20

戸以下のもの

30,000

20戸を超え30

戸以下のもの

34,000

30戸を超え40

戸以下のもの

38,000

新 設

40戸を超え50

戸以下のもの

42,000

50戸を超え70

戸以下のもの

50,000

70戸を超え100

戸以下のもの

62,000

100戸を超える

もの

74,000

警 察 本 部 特定遊興飲食店営業許可申請 特定遊興飲食店営業許可申請手数料 6,000

等手数料 ～30,800

特定遊興飲食店営業許可証再交付手数 1,100 新 設

料

特定遊興飲食店営業相続承認申請手数 3,800

料 ～8,600
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

警 察 本 部 特定遊興飲食店営業許可申請 特定遊興飲食店営業者合併承認申請手 3,300

等手数料 数料 ～11,000

特定遊興飲食店営業者分割承認申請手 3,300

数料 ～11,000

特定遊興飲食店営業の営業所の構造又 9,900

は設備の変更承認申請手数料

特定遊興飲食店営業許可証書換え手数 1,400 新 設

料

特例特定遊興飲食店営業者認定申請手 10,000

数料 ～13,000

特例特定遊興飲食店営業者認定証再交 1,100

付手数料

特定遊興飲食店営業の営業所の管理者 650/時間

講習手数料

共 通 審査請求等に係る提出書類等 審査請求等に係る審理手続提出書類等 用紙１枚につ 新 設

の写し等に係る交付手数料 の写し等に係る交付手数料 き10～20円

注１）平成２７年１２月議会議決済み
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